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1. 概要 

本資料は，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設を設計する際に，Ⅵ-2-1-5「波及的影響

に係る基本方針」の「4. 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設」にて選定した波及的影

響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針を説明するものである。 

 

2. 基本方針 

  波及的影響の設計対象とする下位クラス施設は，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5. 

波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震設計方針」に基づき，以下「3. 耐震評価方

針」に示すとおり，耐震評価部位，地震応答解析，設計用地震動又は地震力，荷重の種類及び荷

重の組合せ並びに許容限界を定めて耐震評価を実施する。この耐震評価を実施するものとして，

Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「4. 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設」

にて選定した波及的影響の設計対象とする下位クラス施設を，建物・構築物，機器・配管系及び

土木構造物に分けて表 2－1に示す。 
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表 2－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設（1/2） 

建物・構築物 

・１号機タービン建物 

・１号機廃棄物処理建物 

・２号機排気筒モニタ室 

・ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備 

・原子炉ウェルシールドプラグ 

・１号機排気筒 

・サイトバンカ建物及びサイトバンカ建物（増築部）＊ 

・１号機原子炉建物 

・ディーゼル燃料貯蔵タンク室 

機器・配管系 

・燃料プール冷却ポンプ室冷却機 

・原子炉浄化系補助熱交換器 

・ガンマ線遮蔽壁 

・原子炉建物天井クレーン 

・燃料取替機 

・制御棒貯蔵ハンガ 

・チャンネル着脱装置 

・耐火障壁 

・中央制御室天井設置設備 

・チャンネル取扱ブーム 

・循環水系配管 

・タービン補機海水系配管 

・給水系配管 

・タービンヒータドレン系配管 

・タービン補機冷却系熱交換器 

・復水輸送系配管 

・復水系配管 

・グランド蒸気排ガスフィルタ 

・格納容器空気置換排風機 

・消火系配管 

・廃棄物処理建物排気処理装置 

・液体廃棄物処理系配管 

・床ドレン系配管 

・取水槽ガントリクレーン 

・除じん機 

・タービン補機海水ストレーナ 
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表 2－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設（2/2） 

機器・配管系 

・主排気ダクト

・高光度航空障害灯管制器

・建物開口部竜巻防護対策設備

・循環水ポンプ渦防止板

土木構造物 

・取水槽海水ポンプエリア防護対策設備

・取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備

・１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版

・免震重要棟遮蔽壁

・復水貯蔵タンク遮蔽壁

・仮設耐震構台

・土留め工（親杭）

注記＊：以下「サイトバンカ建物（増築部含む）」という。 
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3.  耐震評価方針 

 3.1 耐震評価部位 

   耐震評価部位については，対象設備の構造及び波及的影響の観点を考慮し，「原子力発電所耐

震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１—1987」

という。）及び工事計画での実績を参照した上で，耐震評価上厳しい箇所を選定する。 

 

  3.1.1 不等沈下又は相対変位の観点 

      (1) 地盤の不等沈下による影響 

不等沈下による影響は，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「4.1 不等沈下又

は相対変位の観点」に示すように，不等沈下の観点で波及的影響を及ぼす下位クラス施設

はない。 

 

      (2) 建物間の相対変位による影響 

        a. １号機タービン建物 

            １号機タービン建物は，相対変位により制御室建物及び２号機タービン建物に衝突す

る可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力

に対して，１号機タービン建物の相対変位による衝突の有無の確認を行い，衝突する場

合には衝突時に制御室建物及び２号機タービン建物に影響がないことを確認する。 

 

        b. １号機廃棄物処理建物 

 １号機廃棄物処理建物は，相対変位により制御室建物及び２号機廃棄物処理建物に衝

突する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地

震力に対して，１号機廃棄物処理建物の相対変位による衝突の有無の確認を行い，衝突

する場合には衝突時に制御室建物及び２号機廃棄物処理建物に影響がないことを確認す

る。 

 

        c. ２号機排気筒モニタ室 

 ２号機排気筒モニタ室は，相対変位により２号機排気筒に衝突する可能性が否定でき

ないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，２号機排

気筒モニタ室の相対変位による衝突の有無の確認を行い，衝突する場合には衝突時に２

号機排気筒に影響がないことを確認する。 

 

        d. ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備は，相対変位により２号機排気筒に衝

突する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地

震力に対して，ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備の相対変位による衝突の

有無の確認を行い，衝突する場合には衝突時に２号機排気筒に影響がないことを確認す

る。 
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        e. 仮設耐震構台 

仮設耐震構台は，相対変位により２号機原子炉建物，第１ベントフィルタ格納槽等に

衝突する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は

地震力に対して，仮設耐震構台の相対変位による衝突の有無の確認を行い，衝突する場

合には衝突時に２号機原子炉建物，第１ベントフィルタ格納槽等に影響がないことを確

認する。 

 

    3.1.2 接続部の観点 

      (1) 接続部における相互影響 

a. 燃料プール冷却ポンプ室冷却機 

 原子炉補機冷却系配管に系統上接続されている下位クラス施設である燃料プール冷却

ポンプ室冷却機の損傷により，上位クラス施設の原子炉補機冷却系配管の機能喪失の可

能性が否定できない。このため，上位クラス施設の原子炉補機冷却系配管と系統上接続

されている下位クラス施設の燃料プール冷却ポンプ室冷却機について，上位クラス施設

の設計に適用する地震動又は地震力に対して，支持部の評価を実施する。 

 

      b. 原子炉浄化系補助熱交換器 

            原子炉補機冷却系配管に系統上接続されている下位クラス施設である原子炉浄化系補

助熱交換器の損傷により，上位クラス施設の原子炉補機冷却系配管の機能喪失の可能性

が否定できない。このため，上位クラス施設の原子炉補機冷却系配管と系統上接続され

ている下位クラス施設の原子炉浄化系補助熱交換器について，上位クラス施設の設計に

適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評価を実施する。 

 

3.1.3 建物内施設の損傷，転倒，落下等の観点 

(1) 施設の損傷，転倒，落下等による影響 

        a. ガンマ線遮蔽壁 

            ガンマ線遮蔽壁は，転倒により原子炉圧力容器に衝突し，原子炉圧力容器が損傷する

可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に

対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        b. 原子炉建物天井クレーン 

            原子炉建物天井クレーンは，本体及び吊荷の転倒又は落下により燃料プール，使用済

燃料貯蔵ラック等に衝突し，燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等が損傷する可能性が

否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，

主要構造部材及び吊具の評価を実施する。 

 

        c. 燃料取替機 

            燃料取替機は，本体及び吊荷の転倒又は落下により燃料プール，使用済燃料貯蔵ラッ
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ク等に衝突し，燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等が損傷する可能性が否定できない

ことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材

及び吊具の評価を実施する。 

 

        d. 制御棒貯蔵ハンガ 

            制御棒貯蔵ハンガは，転倒又は落下により燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等に衝

突し，燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等が損傷する可能性が否定できないことから，

上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部

の評価を実施する。 

 

        e. チャンネル着脱装置 

            チャンネル着脱装置は，転倒又は落下により燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等に

衝突し，燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等が損傷する可能性が否定できないことか

ら，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材，支持

部及び吊具の評価を実施する。 

 

        f. 耐火障壁 

            耐火障壁は，転倒により原子炉補機冷却系熱交換器，中央制御室送風機等に衝突し，

原子炉補機冷却系熱交換器，中央制御室送風機等が損傷する可能性が否定できないこと

から，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び

支持部の評価を実施する。 

 

        g. 原子炉ウェルシールドプラグ 

            原子炉ウェルシールドプラグは，落下により原子炉格納容器に衝突し，原子炉格納容

器が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動

又は地震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        h. 中央制御室天井設置設備 

            中央制御室天井設置設備は，落下により安全設備制御盤，原子炉制御盤等に衝突し，

安全設備制御盤，原子炉制御盤等が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラ

ス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評価を

実施する。 

 

        i. チャンネル取扱ブーム 

            チャンネル取扱ブームは，転倒又は落下により燃料プール及び使用済燃料貯蔵ラック

に衝突し，燃料プール及び使用済燃料貯蔵ラックが損傷する可能性が否定できないこと

から，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び

支持部の評価を実施する。 
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        j. 燃料プール冷却ポンプ室冷却機 

            燃料プール冷却ポンプ室冷却機は，転倒により原子炉補機冷却系配管に衝突し，原子

炉補機冷却系配管が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に

適用する地震動又は地震力に対して，支持部の評価を実施する。 

 

        k. 原子炉浄化系補助熱交換器 

            原子炉浄化系補助熱交換器は，転倒により原子炉補機冷却系配管に衝突し，原子炉補

機冷却系配管が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用

する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評価を実施する。 

 

        l. 循環水系配管 

            循環水系配管は，転倒及び落下により復水器エリア防水壁及びタービン建物漏えい検

知器に衝突し，復水器エリア防水壁及びタービン建物漏えい検知器が損傷する可能性が

否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，

配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        m. タービン補機海水系配管 

            タービン補機海水系配管は，落下により原子炉補機海水系配管（放水配管含む）及び

復水器エリア防水壁に衝突し，原子炉補機海水系配管（放水配管含む）及び復水器エリ

ア防水壁が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する

地震動又は地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        n. 給水系配管 

            給水系配管は，落下により原子炉補機海水系配管に衝突し，原子炉補機海水系配管が

損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は

地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        o. タービンヒータドレン系配管 

            タービンヒータドレン系配管は，落下により原子炉補機海水系配管に衝突し，原子炉

補機海水系配管が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適

用する地震動又は地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        p. タービン補機冷却系熱交換器 

            タービン補機冷却系熱交換器は，転倒により原子炉補機海水系配管（放水配管）に衝

突し，原子炉補機海水系配管（放水配管）が損傷する可能性が否定できないことから，

上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，支持部の評価を実施する。 
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        q. 復水輸送系配管 

            復水輸送系配管は，落下により非常用ガス処理系配管に衝突し，非常用ガス処理系配

管が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動

又は地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        r. 復水系配管 

            復水系配管は，落下により非常用ガス処理系配管に衝突し，非常用ガス処理系配管が

損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は

地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        s. グランド蒸気排ガスフィルタ 

            グランド蒸気排ガスフィルタは，転倒により非常用ガス処理系配管，高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電設備燃料配管等に衝突し，非常用ガス処理系配管，高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電設備燃料配管等が損傷する可能性が否定できないことから，上位ク

ラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，支持部の評価を実施する。 

 

        t. 格納容器空気置換排風機 

            格納容器空気置換排風機は，転倒により原子炉棟空調換気系入口隔離弁に衝突し，原

子炉棟空調換気系入口隔離弁が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施

設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，支持部の評価を実施する。 

 

        u. 消火系配管 

            消火系配管は，落下により高圧炉心スプレイ補機海水系配管に衝突し，高圧炉心スプ

レイ補機海水系配管が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計

に適用する地震動又は地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        v. 廃棄物処理建物排気処理装置 

            廃棄物処理建物排気処理装置は，転倒により高圧原子炉代替注水ポンプ用電路に衝突

し，高圧原子炉代替注水ポンプ用電路が損傷する可能性が否定できないことから，上位

クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，支持部の評価を実施する。 

 

        w. 液体廃棄物処理系配管  

            液体廃棄物処理系配管は，落下により高圧炉心スプレイ補機海水系配管に衝突し，高

圧炉心スプレイ補機海水系配管が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス

施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        x. 床ドレン系配管 

            床ドレン系配管は，落下により高圧炉心スプレイ補機海水系配管に衝突し，高圧炉心
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スプレイ補機海水系配管が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の

設計に適用する地震動又は地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

    3.1.4 屋外施設の損傷，転倒，落下等の観点  

      (1) 施設の損傷，転倒，落下等による影響 

        a. 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備 

            取水槽海水ポンプエリア防護対策設備は，落下により原子炉補機海水ポンプ，原子炉

補機海水系配管，取水槽水位計等に衝突し，原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系

配管，取水槽水位計等が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設

計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        b. 取水槽ガントリクレーン 

            取水槽ガントリクレーンは，転倒及び落下により原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機

海水系配管等に衝突し，原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管等が損傷する可

能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対

して，主要構造部材及び吊具の評価を実施する。 

 

        c. １号機排気筒 

            １号機排気筒は，損傷及び転倒により原子炉補機海水ポンプ，２号機原子炉建物等に

衝突し，原子炉補機海水ポンプ，２号機原子炉建物等が損傷する可能性が否定できない

ことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材

の評価を実施する。 

 

        d. 除じん機 

            除じん機は，損傷により原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ

に衝突し，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプが損傷する可能

性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対し

て，主要構造部材及び支持部の評価を実施する。 

 

        e. 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 

            取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備は，落下により原子炉補機海水系配管，高圧

炉心スプレイ補機海水系配管等に衝突し，原子炉補機海水系配管，高圧炉心スプレイ補

機海水系配管等が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適

用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        f. タービン補機海水ストレーナ 

            タービン補機海水ストレーナは，転倒により循環水系配管（ポンプ出口～タービン建

物外壁）に衝突し，循環水系配管（ポンプ出口～タービン建物外壁）が損傷する可能性

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
1 

R1
 



 

10 

  

が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，

支持部の評価を実施する。 

 

        g. サイトバンカ建物（増築部含む） 

            サイトバンカ建物（増築部含む）は，損傷及び転倒により防波壁に衝突し，防波壁が

損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は

地震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

      h. １号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版 

１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版は，損傷及び落下により１

号機取水槽流路縮小工及び１号機取水槽北側壁に衝突し，１号機取水槽流路縮小工及び

１号機取水槽北側壁が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計

に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        i. １号機原子炉建物  

１号機原子炉建物は，損傷及び転倒により制御室建物及び２号機廃棄物処理建物に衝

突し，制御室建物及び２号機廃棄物処理建物が損傷する可能性が否定できないことから，

上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評価を実

施する。 

 

        j. １号機タービン建物 

            １号機タービン建物は，損傷及び転倒により制御室建物，２号機タービン建物等に衝

突し，制御室建物，２号機タービン建物等が損傷する可能性が否定できないことから，

上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評価を実

施する。 

 

        k. １号機廃棄物処理建物 

            １号機廃棄物処理建物は，損傷及び転倒により制御室建物及び２号機廃棄物処理建物

に衝突し，制御室建物及び２号機廃棄物処理建物が損傷する可能性が否定できないこと

から，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評

価を実施する。 

 

        l. ２号機排気筒モニタ室 

            ２号機排気筒モニタ室は，損傷及び転倒により２号機排気筒に衝突し，２号機排気筒

が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又

は地震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 
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        m. ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備 

            ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備は，転倒及び落下により２号機排気筒，

非常用ディーゼル発電設備 A-ディーゼル燃料移送ポンプ等に衝突し，２号機排気筒，非

常用ディーゼル発電設備 A-ディーゼル燃料移送ポンプ等が損傷する可能性が否定でき

ないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造

部材の評価を実施する。 

 

        n. 主排気ダクト 

            主排気ダクトは，転倒及び落下により２号機排気筒に衝突し，２号機排気筒が損傷す

る可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力

に対して，主要構造部材及び支持部の評価を実施する。 

 

        o. 免震重要棟遮蔽壁 

            免震重要棟遮蔽壁は，転倒により緊急時対策所に衝突し，緊急時対策所が損傷する可

能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対

して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        p. 復水貯蔵タンク遮蔽壁 

            復水貯蔵タンク遮蔽壁は，転倒によりＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽に衝突し，

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽が損傷する可能性が否定できないことから，上位

クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評価を実施す

る。 

 

        q. 高光度航空障害灯管制器 

            高光度航空障害灯管制器は，転倒により排気筒（非常用ガス処理系用）に衝突し，排

気筒（非常用ガス処理系用）が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施

設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，支持部の評価を実施する。 

 

        r. タービン補機海水系配管 

            タービン補機海水系配管は，落下により原子炉補機海水系配管（放水配管）に衝突し，

原子炉補機海水系配管（放水配管）が損傷する可能性が否定できないことから，上位ク

ラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施

する。 

 

        s. 建物開口部竜巻防護対策設備 

            建物開口部竜巻防護対策設備は，比較的大型の鋼製構造物であり，地震により破損・

脱落した場合，原子炉建物及び制御室建物等に波及的影響を及ぼすおそれが否定できな

いことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部
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材及び支持部の評価を実施する。 

 

        t. 仮設耐震構台 

            仮設耐震構台は，比較的大型の鋼製構造物であり，損傷及び転倒により２号機原子炉

建物，第１ベントフィルタ格納槽等が損傷する可能性が否定できないことから，上位ク

ラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評価

を実施する。 

 

        u. 土留め工（親杭） 

            土留め工（親杭）は，損傷及び転倒により２号機原子炉建物，２号機廃棄物処理建物

等に衝突し，２号機原子炉建物，２号機廃棄物処理建物等が損傷する可能性が否定でき

ないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造

部材及び支持部の評価を実施する。 

 

        v. ディーゼル燃料貯蔵タンク室 

ディーゼル燃料貯蔵タンク室は，損傷により非常用ディーゼル発電設備 A-ディーゼ

ル燃料貯蔵タンク，屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）等に衝突し，非常用ディ

ーゼル発電設備 A-ディーゼル燃料貯蔵タンク，屋外配管ダクト（タービン建物～放水

槽）等が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地

震動又は地震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        w. 循環水ポンプ渦防止板 

            循環水ポンプ渦防止板は，損傷により原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補

機海水ポンプに衝突し，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプが

損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は

地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評価を実施する。 

 

           なお，防波壁（西端部）周辺斜面，防波壁（東端部）周辺斜面，２号機南側切取斜面，

２号機西側切取斜面，緊急時対策所周辺斜面，ガスタービン発電機建物周辺斜面，２号機

南側盛土斜面及び緊急時対策所敷地下斜面については，基準地震動Ｓｓに対して斜面の

崩壊のおそれがないことを確認している。 

           また，補助消火水槽，放水槽及び浄化槽については，上位クラス施設に対して保守的な

条件となるよう，構造物全体を埋戻土とした評価を実施する。同様に，２号機放水路，３

号機放水路，１号機取水管及び施設護岸による波及的影響を踏まえて，上位クラス施設で

ある防波壁の評価を実施する。 
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 3.2 地震応答解析 

      地震応答解析については，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5.2 地震応答解析」

に基づき，下位クラス施設に適用する方法として，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記

載の建物・構築物，機器・配管系又は屋外重要土木構造物それぞれの地震応答解析の方針に従

い実施する。 

 

 3.3 設計用地震動又は地震力 

      設計用地震動又は地震力については，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5.3 設計

用地震動又は地震力」に基づき，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力として，

基準地震動Ｓｓを適用する。 

 

 3.4 荷重の種類及び荷重の組合せ 

      荷重の種類及び荷重の組合せについては，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5.4 荷

重の種類及び荷重の組合せ」に基づき，波及的影響を受けるおそれのある上位クラス施設の運

転状態において下位クラス施設に発生する荷重として，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の設

計基準対象施設又は常設重大事故等対処施設の荷重の組合せを適用し，上位クラス施設が設計

基準対象施設のうち耐震重要度分類のＳクラスに属する施設（以下「Ｓクラス施設」という。）

の場合は運転状態Ⅰ～Ⅳとして，重大事故等対象施設のうち常設耐震重要重大事故防止設備，

常設重大事故緩和設備及び常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要

度分類がＳクラスのもの）並びにこれらが設置される常設重大事故等対処施設（以下「重要Ｓ

Ａ施設」という。）の場合は運転状態Ｖとして発生する荷重を設定する。また，屋外に設置され

ている施設については，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の風荷重及び積雪荷重の組合せの考

え方に基づき設定する。 

 

 3.5 許容限界 

      波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の評価に用いる許容限界については，Ⅵ-2-1-5

「波及的影響に係る基本方針」の「5.5 許容限界」に基づき，波及的影響を受けるおそれのあ

る上位クラス施設と同じ運転状態において，下位クラス施設が波及的影響を及ぼすおそれがな

いよう，また，上位クラス施設の機能に影響がないよう，以下，建物・構築物，機器・配管系

及び土木構造物に分けて設定する。 

 

    3.5.1 建物・構築物 

           建物・構築物については，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5.5 許容限界」

に基づき，距離，許容応力度，せん断ひずみ及び層間変形角を許容限界とする。 

許容応力度においては「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法

－（（社）日本建築学会，1999 改定）」に基づき，許容応力度を設定する。せん断ひずみに

おいては，「ＪＥＡＧ４６０１—1987」に基づく終局点に対応するせん断ひずみを許容限界

として設定する。層間変形角においては，「建築基準法及び同施行令」に基づく評価基準
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値を許容限界として設定する。 

なお，建物・構築物のうちディーゼル燃料貯蔵タンク室については，圧縮縁コンクリー

ト限界ひずみ及びせん断耐力を許容限界とし，「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震

性能照査指針・マニュアル（（社）土木学会，2005 年）」（以下「土木学会マニュアル 2005」

という。）に基づき設定する。 

 

    3.5.2 機器・配管系 

           機器・配管系については，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5.5 許容限界」

に基づき，下位クラス施設が破断延性限界に十分な余裕を有していることに相当する許

容限界として，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示す許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳの

許容限界を設定する。 

 

    3.5.3 土木構造物 

           土木構造物については，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5.5 許容限界」

に基づき，距離，構造部材の短期許容応力度，圧縮縁コンクリート限界ひずみ，降伏強度，

全塑性モーメント，降伏曲げモーメント，終局曲げモーメント，限界水平支圧応力度，限

界水平押し抜きせん断応力度，せん断耐力及びアンカー耐力等並びに基礎地盤の極限支

持力度に対して妥当な安全余裕を考慮して設定する。 

 

 3.6 まとめ 

      以上を踏まえ，波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針を表 3－1 に示

す。 

評価の観点の欄については，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」において設定した以下

の４つの設計の観点のうち，当該施設に該当する項目を記載する。 

 

    ①設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不等沈下による影響 

②耐震重要施設と下位のクラスの施設との接続部における相互影響 

③建屋内における下位のクラスの施設の損傷，転倒及び落下等による耐震重要施設への影響 

④建屋外における下位のクラスの施設の損傷，転倒及び落下等による耐震重要施設への影響 

 

     評価条件の欄については，波及的影響を受けるおそれのある上位クラス施設と同じ運転状態

を想定することから，上位クラス施設がＳクラス施設等の場合は「ＤＢ」，重要ＳＡ施設の場合

は「ＳＡ」と評価条件に明記する。また，荷重の種類及び荷重の組合せに用いている記号はⅥ

-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づく。 

各施設の詳細な評価は，Ⅵ-2-11-2「波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震性について

の計算書」以降の各計算書に示す。 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
11
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（1/17） 

（建物・構造物） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

１号機タービン建物 
①（相対変位） 

④ 
主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

①１号機タービン建物と制御室建

物及び２号機タービン建物との

離隔距離を適用する。 

④「ＪＥＡＧ４６０１-1987」に基づ

く終局点に対応するせん断ひず

みを適用する。 

ＳＡ 

１号機廃棄物処理建物 
①（相対変位） 

④ 
主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

①１号機廃棄物処理建物と制御室

建物及び２号機廃棄物処理建物

との離隔距離を適用する。 

④「ＪＥＡＧ４６０１-1987」に基づ

く終局点に対応するせん断ひず

みを適用する。 

ＳＡ 

２号機排気筒モニタ室 
①（相対変位） 

④ 
主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 
①２号機排気筒モニタ室と２号機

排気筒との離隔距離を適用する。 

④「ＪＥＡＧ４６０１-1987」に基づ

く終局点に対応するせん断ひず

みを適用する。 
ＳＡ 
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S2 補 Ⅵ-2-11-1 R1 

 

表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（2/17） 

（建物・構造物） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

ディーゼル燃料移送ポ

ンプエリア防護対策設

備 

①（相対変位） 

④ 
主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 
①ディーゼル燃料移送ポンプエリ

ア防護対策設備と２号機排気筒

との離隔距離を適用する。 

④「建築基準法及び同施行令」に基

づく層間変形角の評価基準値を

許容限界として設定する。 
ＳＡ 

原子炉ウェルシールド

プラグ 
③ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

「鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説 －許容応力度設計法－

（（社）日本建築学会，1999 改定）」

等に基づき，許容応力度を設定す

る。 

ＳＡ 

１号機排気筒 ④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 「建築基準法及び同施行令」に基づ

く層間変形角の評価基準値を許容

限界として設定する。 ＳＡ 

サイトバンカ建物 

（増築部含む） 
④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ ＤＢ 

「ＪＥＡＧ４６０１-1987」に基づ

く終局点に対応するせん断ひずみ

を適用する。 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（3/17） 

（建物・構造物） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

１号機原子炉建物 ④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

「ＪＥＡＧ４６０１-1987」に基づ

く終局点に対応するせん断ひずみ

を適用する。 

「建築基準法及び同施行令」に基づ

く層間変形角の評価基準値を許容

限界として設定する。 

ＳＡ 

ディーゼル燃料貯蔵タ

ンク室 
④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 「土木学会マニュアル 2005」に基づ

く圧縮縁コンクリート限界ひずみ

及びせん断耐力を設定する。 ＳＡ 
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S2 補 Ⅵ-2-11-1 R1 

 

表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（4/17） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

燃料プール冷却ポンプ

室冷却機 
②，③ 支持部 Ｓｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他支持構造物の許容応力

（許容応力状態ⅣＡＳ）を適用する。 

原子炉浄化系補助熱交

換器 
②，③ 

主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すクラス３容器及びクラス３支

持構造物の許容応力（許容応力状態

ⅣＡＳ）を適用する。 

ガンマ線遮蔽壁 ③ 主要構造部材 Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
「鋼構造設計規準－許容応力度設

計法－((社)日本建築学会,2005 改

定)」に基づく許容応力度を適用す

る。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 

＋Ｓｓ 
ＳＡ 
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S2 補 Ⅵ-2-11-1 R1 

 

表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（5/17） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

原子炉建物天井 

クレーン 
③ 

主要構造部材 

吊具 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 

吊具については，「クレーン構造規

格（平成 15 年 12 月 19 日厚生労働

省告示 399 号）」に基づく許容荷重

を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

燃料取替機 ③ 
主要構造部材 

吊具 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 

吊具については，「クレーン構造規

格（平成 15 年 12 月 19 日厚生労働

省告示 399 号）」に基づく許容荷重

を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（6/17） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

制御棒貯蔵ハンガ ③ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

チャンネル着脱装置 ③ 

主要構造部材 

支持部 

吊具 

Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

耐火障壁 ③ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

中央制御室天井設置設

備（中央制御室天井照

明） 

③ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 

支持部については「各種合成構造設

計指針・同解説((社)日本建築学

会,2010 改定」に基づく許容荷重を

適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（7/17） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

中央制御室天井設置設備

（排煙ダクト） 
③ 

主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

中央制御室天井設置設備

（防煙垂れ壁） 
③ 

主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

チャンネル取扱ブーム ③ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

循環水系配管 ③ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すクラス３管及びクラス３支持

構造物の許容応力（許容応力状態Ⅳ

ＡＳ）を適用する。 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（8/17） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

タービン補機海水系配管 ③，④ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すクラス３管及び重大事故等ク

ラス２管（クラス３管）並びにクラ

ス３支持構造物及び重大事故等ク

ラス２支持構造物の許容応力（許

容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）を適

用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

給水系配管 ③ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すクラス３管及び重大事故等ク

ラス２管（クラス３管）並びにクラ

ス３支持構造物及び重大事故等ク

ラス２支持構造物の許容応力（許

容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）を適

用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（9/17） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

タービンヒータドレン系

配管 
③ 

配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス３管及び重大事故

等クラス２管（クラス３管）並び

にクラス３支持構造物及び重大

事故等クラス２支持構造物の許

容応力（許容応力状態ⅣＡＳ及び

ⅤＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

タービン補機冷却系熱交

換器 
③ 支持部 Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許

容応力（許容応力状態ⅣＡＳ及び

ⅤＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

復水輸送系配管 ③ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス３管及び重大事故

等クラス２管（クラス３管）並び

にクラス３支持構造物及び重大

事故等クラス２支持構造物の許

容応力（許容応力状態ⅣＡＳ及び

ⅤＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（10/17） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

復水系配管 ③ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス３管及び重大事故

等クラス２管（クラス３管）並び

にクラス３支持構造物及び重大

事故等クラス２支持構造物の許

容応力（許容応力状態ⅣＡＳ及び

ⅤＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

グランド蒸気排ガスフィ

ルタ 
③ 支持部 Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許

容応力（許容応力状態ⅣＡＳ及び

ⅤＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

格納容器空気置換排風機 ③ 支持部 Ｓｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許

容応力（許容応力状態ⅣＡＳ）を

適用する。 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（11/17） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

消火系配管 ③ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス３管及び重大事故

等クラス２管（クラス３管）並び

にクラス３支持構造物及び重大

事故等クラス２支持構造物の許

容応力（許容応力状態ⅣＡＳ及び

ⅤＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

廃棄物処理建物排気処理

装置 
③ 支持部 Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許

容応力（許容応力状態ⅤＡＳ）を

適用する。 

液体廃棄物処理系配管 ③ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス３管及び重大事故

等クラス２管（クラス３管）並び

にクラス３支持構造物及び重大

事故等クラス２支持構造物の許

容応力（許容応力状態ⅣＡＳ及び

ⅤＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（12/17） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

床ドレン系配管 ③ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス３管及び重大事故

等クラス２管（クラス３管）並び

にクラス３支持構造物及び重大

事故等クラス２支持構造物の許

容応力（許容応力状態ⅣＡＳ及び

ⅤＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

取水槽ガントリ 

クレーン 
④ 

主要構造部材 

吊具 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許

容応力（許容応力状態ⅣＡＳ及び

ⅤＡＳ）を適用する。 

吊具については，「クレーン構造

規格（平成 15 年 12 月 19 日厚生

労働省告示 399 号）」に基づく許

容荷重を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（13/17） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

除じん機 ④ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 
Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

タービン補機海水ストレ

ーナ 
④ 支持部 Ｓｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ）を適用す

る。 

主排気ダクト ④ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 
Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

高光度航空障害灯管制器 ④ 支持部 Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋

ＰＫ＋ＰＳ 
ＤＢ Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 
Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ＋ＰＫ＋ＰＳ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（14/17） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

建物開口部竜巻防護対策

設備 
④ 

主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ Ｄ＋Ｓｓ＋Ｐｓ 

ＤＢ 

「鋼構造設計規準－許容応力度設

計法－((社)日本建築学会,2005 改

定)」に基づく許容応力度を適用す

る。 

「各種合成構造設計指針・同解説

((社)日本建築学会,2010 改定)」に

基づくアンカー耐力を適用する。 

ＳＡ 

循環水ポンプ渦防止板 ④ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（15/17） 

（土木構造物） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

取水槽海水ポンプエリ

ア防護対策設備 
④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

「鋼構造設計規準－許容応力度設計法

－((社)日本建築学会,2005改定)」に基

づく短期許容応力度，「各種合成構造設

計指針・同解説((社)日本建築学

会,2010 改定)」に基づくアンカー耐力

を適用する。 

ＳＡ 

取水槽循環水ポンプエ

リア防護対策設備 
④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

「鋼構造設計規準－許容応力度設計法

－((社)日本建築学会,2005改定)」に基

づく短期許容応力度，「各種合成構造設

計指針・同解説((社)日本建築学

会,2010 改定)」に基づくアンカー耐力

を適用する。 

ＳＡ 

１号機取水槽ピット部 

及び１号機取水槽漸拡

ダクト部底版 

④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ ＤＢ 

「コンクリート標準示方書[構造性能

照査編]((社)土木学会,2002 年制定）」

に基づく引張強度，「コンクリート標準

示方書[ダムコンクリート編]((社)土

木学会,2013 年制定)」に基づくせん断

強度を適用し，地盤の支持性能につい

ては極限支持力度とする。 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（16/17） 

（土木構造物） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

免震重要棟遮蔽壁 ④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ ＳＡ 

遮蔽壁については「土木学会マニュアル

2005」に基づく圧縮縁コンクリート限界

ひずみ及びせん断耐力，鋼管杭について

は「道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計

編（平成 14年 3月）」に基づく全塑性モ

ーメント及び降伏強度，杭頭部について

は「杭基礎設計便覧（（社）日本道路協会，

2007 年）」に基づく降伏曲げモーメント，

限界水平支圧応力度及び限界水平押し

抜きせん断応力度を適用し，地盤の支持

性能については極限支持力度とする。 

復水貯蔵タンク遮蔽壁 ④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

「コンクリート標準示方書[構造性能照

査編]((社)土木学会,2002 年制定）」に基

づく終局曲げモーメント及び短期許容

応力度，「鋼構造設計規準－許容応力度

設計法－((社)日本建築学会,2005 改

定)」等に基づく短期許容応力度及びア

ンカー耐力を適用し，地盤の支持性能に

ついては極限支持力度とする。 

ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（17/17） 

（土木構造物） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

仮設耐震構台 
①（相対変位） 

④ 
主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

①仮設耐震構台と２号機原子炉建物，

第１ベントフィルタ格納槽，第１ベ

ントフィルタ格納槽遮蔽及び低圧

原子炉代替注水ポンプ格納槽との

離隔距離を適用する。 

④「道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編

（平成 14 年 3 月）」，「道路橋示方

書・同解説 Ⅴ耐震設計編（平成 14

年 3 月）」等に基づく許容応力度を

適用し，地盤の支持性能については

極限支持力度とする。 

ＳＡ 

土留め工（親杭） ④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造

編（平成 14年 3月）」に基づく短期許

容応力度を適用し，地盤の支持性能に

ついては極限支持力度とする。 ＳＡ 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，１号機原子炉建物が制御室建物及び廃棄物処理建物に対して，波及的

影響を及ぼさないことを説明するものである。 

その波及的影響の評価は，制御室建物及び廃棄物処理建物の有する機能が保持される

ことを確認するために，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，１号機原子炉建

物の構造物全体としての変形性能の評価を実施する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

１号機原子炉建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 １号機原子炉建物の設置位置 

 PN

１号機原子炉建物 
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2.2 構造概要 

１号機原子炉建物は，地上 5 階，地下 1 階建の鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）

の建物である。１号機原子炉建物の概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2－3 に，

建物配置図を図 2－4 に示す。 

１号機原子炉建物の平面は，49.01m＊（ＮＳ）×41.96m＊（ＥＷ）であり，基礎スラ

ブ底面からの高さは 59.7m である。 

１号機原子炉建物の基礎は厚さ 3.0m のべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。 



 

3 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
1 
R
1 

R1R2R3R4R5R6R7

RA
RB

RC
RD

RE
RF

RG

41.96

6.766.766.766.766.766.76

PN

(単位:m)
RH

0.7 0.7

  

図 2－2 １号機原子炉建物の概略平面図（EL 3.1m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－3(1) １号機原子炉建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) １号機原子炉建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向） 
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図 2－4 建物配置図 
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2.3 評価方針 

１号機原子炉建物は，制御室建物及び廃棄物処理建物と同じ運転状態を想定するこ

とから，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価を行う。 

１号機原子炉建物の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価においては，基準

地震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うことと

する。１号機原子炉建物の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすお

それのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価にお

いて，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体としての変形性能の

評価を行う。なお，１号機原子炉建物は，制御室建物と 14m 以上，廃棄物処理建物と

35m 以上離れており，１号機原子炉建物が倒壊しない限り衝突・接触することはない。

評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。 

また，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価においては，Ｓｓ地震時に対

する評価を行う。ここで，１号機原子炉建物では，設計基準事故時及び重大事故等時

の状態における圧力，温度等の条件に有意な差異がないことから，重大事故等対処施

設に対する波及的影響の評価は，設計基準対象施設に対する波及的影響の評価と同一

となる。 

図 2－5 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価＊

（層間変形角及びせん断ひずみの評価）

評価終了

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－5 １号機原子炉建物の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

１号機原子炉建物の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等を以下に示

す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

１号機原子炉建物の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる鉄骨部の最大層間変形角及び耐震壁の最大応答せん断ひずみが，

「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」及び「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」により設定した許容限界を超え

ないことを確認する。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

１号機原子炉建物の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設である制御室

建物及び廃棄物処理建物の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用

地震動Ｓｄの策定概要」に示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基準地

震動Ｓｓを用いることとする。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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(b) ＥＷ方向 

 

図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

１号機原子炉建物の制御室建物及び廃棄物処理建物に対する波及的影響の評価に

おける許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の

耐震評価方針」に記載の許容限界に基づき，表 3－2 及び表 3－3 のとおり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

制御室建物及び

廃棄物処理建物

に波及的影響を

及ぼさない 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

鉄骨部 

最大層間変形角が波及

的影響を及ぼさないた

めの許容限界を超えな

いことを確認 

層間変形角 

1/120＊ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

4.0×10-3 

注記＊：「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定。 

 

表 3－3 波及的影響の評価における許容限界 

（重大事故等対処施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

制御室建物及び

廃棄物処理建物

に波及的影響を

及ぼさない 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

鉄骨部 

最大層間変形角が波及

的影響を及ぼさないた

めの許容限界を超えな

いことを確認 

層間変形角 

1/120＊ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

4.0×10-3 

注記＊：「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定。 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝22.1（N/mm2） 

（Fc＝225（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD35（SD345 相当） 

2.20×104 9.18×103 5 ― 

鉄骨： 

SS41 （SS400 相当） 
2.05×105 7.90×104 2 

EL 59.8m～ 

EL 44.0m 
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地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，曲げ及びせん断剛性を考

慮した質点系モデルとし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，Ｎ

Ｓ方向及びＥＷ方向それぞれについて行っているが，ＥＷ方向においては，燃料

プール壁による拘束効果を考慮して回転ばねを取り付けている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 に示す。 

地震応答解析モデルは，基礎底面のロッキング地盤ばねに基礎浮上りによる幾

何学的非線形性を考慮したモデル及び誘発上下動を考慮したモデルによる地震応

答解析に基づく接地率が適用範囲を満足しないこと，並びに基礎底面のロッキン

グ地盤ばねを線形としたモデルによる地震応答解析に基づく基礎浮上りが生じな

いために必要な付着力が，建物基礎底面と地盤の間の付着力 0.40N/mm2 を超える

ことから，地盤を 3 次元ＦＥＭを用いてモデル化した地盤－建物の一体モデルと

し，基礎スラブは剛板と仮定した多点拘束を設定する。 

地盤は，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版

（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」という。）

により，成層補正を行ったのち，等価な一様地盤としての物性値を定める。なお，

基礎底面と地盤の各節点の間には付着力 0.40N/mm2 を考慮したジョイント要素を

設けることにより基礎の浮上りを評価する。基礎底面のジョイント要素のばね定

数は，解析上不安定な挙動を起こさない程度に十分大きい値とする。 

入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓから以下の手順で算

定する。まず，解放基盤表面以深の地盤を 1 次元地盤としてモデル化し，一次元

波動論に基づく評価により，EL-215m の入射波を算定する。算定した EL-215m の

入射波を 2 次元地盤に入力して有限要素法による応答計算を行い，建物基礎底面

での地盤応答を評価して入力地震動とする。ただし，地盤を 3 次元ＦＥＭでモデ

ル化していることから，基礎底面レベルにおける地盤の応答が入力地震動と一致

するように補正した地震動を，地盤モデル底面に入力する。地震応答解析に用い

る地盤モデルの地盤物性値を表 3－5 に示す。表 3－5 に示す地盤物性値のうち，

表層①-1 については，地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性

を考慮した等価物性値とする。 

なお，2 次元ＦＥＭ地盤モデルの側面はエネルギ伝達境界，底面は粘性境界を

設けることにより，遠方地盤への波動の逸散を考慮する。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－5 に，2 次元ＦＥＭ地盤

モデルを図 3－6 に，基礎底面位置（EL 0.1m）における入力地震動の加速度応答

スペクトルを図 3－7 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」

及び「ＳｕｐｅｒＦＬＵＳＨ」を用いる。評価に用いる解析コードの検証，妥当

性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に

示す。 
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図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 

誘発上下動を 

考慮する建物モデル 
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図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 

誘発上下動を 

考慮する建物モデル 
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表 3－5 １号機原子炉建物の地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 * 422 * 20.7 0.45 0.341* 8 * 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値



S2 補 Ⅵ-2-11-2-1-1 R1 
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図 3－5 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図
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(a) ＮＳ方向 

 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 3－6 2 次元ＦＥＭ地盤モデル 
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(b) ＥＷ方向 

 

図 3－7 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，EL 0.1m） 
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3.5.2 解析方法 

１号機原子炉建物の地震応答解析には，解析コード「ＮＡＰＩＳＯＳ」を用い

る。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁

のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－8 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－8 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－9 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－9 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－10 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－10 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－11 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－11 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) 鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係（Ｑ－γ関係） 

鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係（Ｑ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，バイリニア型スケルトン曲線とする。鉄骨部のせん断

力－せん断ひずみ関係を図 3－12 に示す。 

 

γ1

γ

Ｑ

0

Ｑ1

Ｋ2＝0

Ｋ1

 

 

Ｑ１ ： 第 1 折点のせん断力 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

Ｋ１ ： 第 1 せん断剛性 

Ｋ２ ： 第 2 せん断剛性 

 

図 3－12 鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係 
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(6) 鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係の履歴特性 

鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，完全弾塑性型モデルとスリップ型モデルの混合型として設定

する。鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－13 に示す。 

 

γ
0

Ｑｐ1

Ｑ1

Ｑ

－Ｑｐ1

－Ｑ1

 

 

図 3－13 鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(7) スケルトン曲線の諸数値 

１号機原子炉建物の各耐震壁及び鉄骨部について算定したせん断及び曲げスケ

ルトン曲線の諸数値を表 3－6～表 3－9 に示す。 



 

 

34 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
1 
R
1 

表 3－6 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

O.W

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

59.8～50.9 19.9  ― ― 2.16 ― ―

50.9～44.0 19.3  ― ― 2.10 ― ―

44.0～36.1 1.65 2.23 4.03 0.180 0.540 4.00

36.1～31.0 1.74 2.34 4.48 0.189 0.567 4.00

31.0～23.8 1.77 2.39 4.56 0.193 0.579 4.00

23.8～15.3 1.80 2.42 4.74 0.195 0.586 4.00

15.3～3.1 1.89 2.55 4.52 0.206 0.617 4.00

EL
(m)

 

 

S.W

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

44.0～36.1 1.58 2.13 3.41 0.172 0.515 4.00 

36.1～31.0 1.69 2.28 4.28 0.184 0.552 4.00 

31.0～23.8 1.63 2.20 4.55 0.178 0.533 4.00 

23.8～15.3 1.75 2.37 4.12 0.191 0.573 4.00 

15.3～11.3 2.12 2.87 4.39 0.231 0.694 4.00 

11.3～3.1 1.89 2.55 4.00 0.206 0.617 4.00 

EL
(m)
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表 3－7(1) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

O.W-1

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

59.8～50.9 14.2  ― ― 1.55 ― ―

50.9～44.0 19.4  ― ― 2.12 ― ―

44.0～36.1 1.65 2.23 4.48 0.180 0.540 4.00

36.1～31.0 1.74 2.34 4.83 0.189 0.567 4.00

31.0～23.8 1.77 2.39 4.44 0.193 0.579 4.00

23.8～15.3 1.80 2.42 4.44 0.195 0.586 4.00

15.3～3.1 1.89 2.55 3.98 0.206 0.617 4.00

EL
(m)

 

 

S.W

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

44.0～36.1 1.58 2.13 4.57 0.172 0.515 4.00

36.1～31.0 1.69 2.28 4.69 0.184 0.552 4.00

31.0～23.8 1.63 2.20 4.39 0.178 0.533 4.00

23.8～15.3 1.75 2.37 4.01 0.191 0.573 4.00

15.3～11.3 2.12 2.87 4.14 0.231 0.694 4.00

11.3～3.1 1.89 2.55 4.00 0.206 0.617 4.00

EL
(m)
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表 3－7(2) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

O.W-2

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

59.8～50.9 14.2  ― ― 1.55 ― ―

50.9～44.0 19.4  ― ― 2.12 ― ―

44.0～36.1 1.65 2.23 3.76 0.180 0.540 4.00

36.1～31.0 1.74 2.34 3.76 0.189 0.567 4.00

31.0～23.8 1.77 2.39 3.63 0.193 0.579 4.00

EL
(m)

 

 

O.W-3

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

31.0～23.8 1.77 2.39 5.27 0.193 0.579 4.00

23.8～15.3 1.80 2.42 5.20 0.195 0.586 4.00

15.3～3.1 1.89 2.55 4.48 0.206 0.617 4.00

EL
(m)

 



 

 

37 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
1 
R
1 

表 3－8 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

O.W

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

44.0～36.1 0.915  1.82   2.36   6.48 61.2  1220    

36.1～31.0 1.62   2.55   3.43   7.12 63.3  1270    

31.0～23.8 2.56   6.11   8.43   5.56 50.7  1010    

23.8～15.3 4.28   8.32   11.0    5.76 49.9  999    

15.3～3.1 6.74   17.5    23.7    5.39 45.2  562    

EL
(m)

 

 

S.W

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

44.0～36.1 0.119  0.200  0.386  25.6  267    4710    

36.1～31.0 0.826  1.65   2.44   13.7  140    2180    

31.0～23.8 0.578  1.75   2.47   11.7  138    1600    

23.8～15.3 1.68   3.65   5.00   10.7  107    1870    

15.3～11.3 1.63   3.36   4.34   15.2  118    1380    

11.3～3.1 2.34   5.14   6.88   13.1  122    1540    

EL
(m)
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表 3－9(1) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

O.W-1

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

44.0～36.1 0.757  1.33   1.81   4.90 46.7  933    

36.1～31.0 1.10   2.22   3.04   5.43 49.5  990    

31.0～23.8 1.46   2.59   3.40   5.56 49.5  989    

23.8～15.3 1.89   3.94   5.50   5.74 49.6  992    

15.3～3.1 3.92   10.6    13.7    6.28 51.5  1030    

EL
(m)

 

 

S.W

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

44.0～36.1 1.85   2.58   4.52   4.69 50.5  943    

36.1～31.0 1.78   2.50   4.51   7.68 74.7  1490    

31.0～23.8 0.578  1.75   2.47   11.7  138    1600    

23.8～15.3 1.68   3.65   5.00   10.7  107    1870    

15.3～11.3 1.63   3.36   4.34   15.2  118    1380    

11.3～3.1 2.34   5.14   6.88   13.1  122    1540    

EL
(m)
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表 3－9(2) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

O.W-2

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

44.0～36.1 0.614  1.14   1.49   4.91 46.5  930    

36.1～31.0 1.01   1.62   1.98   5.31 47.9  958    

31.0～23.8 1.56   2.80   3.30   5.53 47.3  946    

EL
(m)

 

 

O.W-3

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

31.0～23.8 0.701  2.13   2.94   5.62 50.5  1010    

23.8～15.3 2.16   4.35   6.21   5.78 50.2  1000    

15.3～3.1 3.37   7.18   9.29   6.29 51.5  1030    

EL
(m)
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3.5.4 材料物性の不確かさ等 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基

本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施す

ることとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，地盤調査結果の平均値を基

に設定した数値を基本ケースとし，地盤物性の不確かさ検討にあたっては，Ｓ波

速度に対して標準偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。なお，建物剛性

の不確かさについては，コンクリートの実強度は設計基準強度よりも大きくなる

こと及び建物剛性として考慮していない壁の建物剛性への寄与については構造耐

力の向上が見られることから，保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－10 に，地盤物性の

不確かさを考慮した解析用地盤物性値を表 3－11 に示す。 

 

表 3－10 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％）＊ 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％）＊ 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 

注記＊：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地盤のＳ波速度Ｖｓ

の不確かさを設定する。 
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表 3－11 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

層番号 
地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 127 153 102 

岩盤①-2 250 300 200 

岩盤② 900 1080 720 

岩盤③ 1600 1760 1440 

岩盤④ 1950 2145 1755 

岩盤⑤ 2000 2200 1800 

岩盤⑥ 2350 2585 2115 

 



 

 

42 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
1 
R
1 

3.6 評価方法 

１号機原子炉建物の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける質点系モデルの

地震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，層間変形角及び応答せん断ひずみを算定し，最大層間変形角及び最大応答せ

ん断ひずみが許容限界を超えないことを確認する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

4.1.1 層間変形角の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大層間変形角を表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大層間変形角は，1/233（O.W-2 軸，EL 59.8m

～EL 50.9m，ＥＷ方向，Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさを考慮し

た場合の最大層間変形角は，最大で 1/221（O.W-1 軸，EL 59.8m～EL 50.9m，ＥＷ

方向，ケース 3，Ｓｓ－Ｄ）であり，いずれの場合においても許容限界（1/120）

を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大層間変形角（EL 59.8m～EL 44.0m） 

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 許容限界 

ＮＳ 
1/330 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/316 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/366 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/326 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

ＥＷ 
1/233 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/250 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/221 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/247 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の

不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，

Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実

施。 
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4.1.2 せん断ひずみの評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大応答せん断ひずみを表 4－2 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大応答せん断ひずみは，0.77×10-3（O.W

軸，EL 44.0m～EL 36.1m，ＮＳ方向，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ）である。また，材料物性

の不確かさを考慮した場合の最大応答せん断ひずみは，最大で 0.84×10-3（O.W

軸，EL 44.0m～EL 36.1m，ＮＳ方向，ケース 4，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ）であり，いず

れの場合においても許容限界（4.0×10-3）を超えないことを確認した。 

 

表 4－2 建物の最大応答せん断ひずみ（EL 44.0m～EL 3.1m） 

（単位：×10-3） 

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 許容限界 

ＮＳ 
0.77 

(Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ) 

0.77 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.63 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.84 

(Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ) 
4.0 

ＥＷ 
0.67 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

0.63 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

0.72 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

0.70 

(Ｓｓ－Ｎ１) 
4.0 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさ

を考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２， 

Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 
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Ⅵ-2-11-2-1-2 １号機タービン建物の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，１号機タービン建物が制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物

に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

その波及的影響の評価は，制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物の有する機

能が保持されることを確認するために，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，

１号機タービン建物の構造物全体としての変形性能の評価を，建物間の相対変位による

影響では，制御室建物及びタービン建物への衝突の有無を確認する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

１号機タービン建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 １号機タービン建物の設置位置 

 PN

1 号機タービン建物 
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2.2 構造概要 

１号機タービン建物は，地上 1 階（一部地上 2 階），地下 2 階建の鉄筋コンクリー

ト造（一部鉄骨造）の建物であり，隣接する制御室建物及びタービン建物と構造的に

分離している。１号機タービン建物の概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2－3

に，建物配置図を図 2－4 に，１号機タービン建物と制御室建物のクリアランスを図 2

－5 に，１号機タービン建物とタービン建物のクリアランスを図 2－6 に示す。 

１号機タービン建物の平面は，64.75m（一部 47.0m）＊（ＮＳ）×104.0m＊（ＥＷ）

であり，基礎スラブ底面からの高さは 34.0m である。 

１号機タービン建物の基礎は厚さ 1.7m～2.0m のべた基礎で，岩盤に直接設置して

いる。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。
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図 2－2 １号機タービン建物の概略平面図（EL 1.8m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－3(1) １号機タービン建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) １号機タービン建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向） 
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図 2－4 建物配置図
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図 2－5(1) １号機タービン建物と制御室建物のクリアランス 

（ＮＳ方向）
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図 2－5(2) １号機タービン建物と制御室建物のクリアランス 

（ＥＷ 方向）
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図 2－6 １号機タービン建物とタービン建物のクリアランス 

（ＥＷ 方向） 
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2.3 評価方針 

１号機タービン建物は，制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物と同じ運転

状態を想定することから，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に対する波及的

影響の評価を行う。 

１号機タービン建物の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価においては，基

準地震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うこと

とする。１号機タービン建物の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼ

すおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価

において，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体としての変形性

能の評価を行う。建物間の相対変位による影響では，制御室建物及びタービン建物と

の相対変位による評価を行うことで，制御室建物及びタービン建物への衝突の有無の

確認を行う。この相対変位による評価では，１号機タービン建物の最大応答変位に加

えて，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」及びⅥ-2-2-7「タービン建物の地震

応答計算書」に基づく最大応答変位を用いる。１号機タービン建物は廃棄物処理建物

と 9m 以上離れており，１号機タービン建物が倒壊しない限り衝突・接触することは

ない。評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。 

なお，１号機タービン建物は，その配置上，制御室建物と接触する可能性が高いＮ

Ｓ方向及びＥＷ方向並びにタービン建物と接触する可能性が高いＥＷ方向に対して

波及的影響の評価を行う。 

また，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価においては，Ｓｓ地震時に対

する評価を行う。ここで，１号機タービン建物では，設計基準事故時及び重大事故等

時の状態における圧力，温度等の条件に有意な差異がないことから，重大事故等対処

施設に対する波及的影響の評価は，設計基準対象施設に対する波及的影響の評価と同

一となる。 

図 2－7 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価＊

（せん断ひずみの評価）
建物間の最大相対変位による評価＊

（制御室建物及びタービン建物への影響評価）

添付書類
Ⅵ-2-2-5「 制御室建物の地震応答計算書」
Ⅵ-2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」

建物間の時刻歴相対変位による評価＊

（制御室建物及びタービン建物への影響評価）

評価終了

最大相対変位
50mm又は100mm未満

最大相対変位
50mm又は100mm以上

時刻歴相対変位
50mm又は100mm未満

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－7 １号機タービン建物の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

１号機タービン建物の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等を以下に

示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法

3.1 評価対象部位及び評価方針 

１号機タービン建物の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる耐震壁の最大応答せん断ひずみが，「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」により設定した許容限界を超え

ないことを確認する。 

制御室建物及びタービン建物との相対変位による評価では，１号機タービン建物と

それぞれの建物の最大応答変位の絶対値和（以下「最大相対変位」という。）と建物

間のクリアランスの大小関係により，隣接する制御室建物及びタービン建物への衝突

の有無を確認する。なお，最大相対変位が許容限界を超過する場合には，１号機ター

ビン建物とそれぞれの建物の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

3.2 設計に用いる地震波 

１号機タービン建物の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設である制御

室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動

Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に示す解放基盤表面レベルに想定する地

震波のうち，基準地震動Ｓｓを用いることとする。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図�3－3�に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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(b) ＥＷ方向 

 

 

図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

１号機タービン建物の制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物に対する波及

的影響の評価における許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下

位クラス施設の耐震評価方針」に記載の許容限界に基づき，表 3－2 及び表 3－3 のと

おり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

制御室建物，

タービン建物及

び廃棄物処理建

物に波及的影響

を及ぼさない 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 

１号機タービン 

建物及び 

制御室建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

50mm 

１号機タービン 

建物及び 

タービン建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

100mm 

注記＊：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，１号機タービン建物とそれぞれの

建物の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 
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表 3－3 波及的影響の評価における許容限界 

（重大事故等対処施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

制御室建物，

タービン建物及

び廃棄物処理建

物に波及的影響

を及ぼさない 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 

１号機タービン 

建物及び 

制御室建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

50mm 

１号機タービン 

建物及び 

タービン建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

100mm 

注記＊：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，１号機タービン建物とそれぞれの

建物の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝22.1（N/mm2） 

（Fc＝225（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD35（SD345 相当） 

2.20×104 9.18×103 5 ― 
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地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，曲げ及びせん断剛性を考

慮した質点系モデルとし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，Ｎ

Ｓ方向及びＥＷ方向それぞれについて行っている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 に示す。 

基礎底面の地盤ばねについては，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」という。）により，成層補正を行ったのち，振動アドミッタンス理論に

基づき求めたスウェイ及びロッキングの地盤ばねを，近似法により定数化して用

いる。このうち，基礎底面のロッキング地盤ばねには，基礎浮上りによる幾何学

的非線形性を考慮する。地盤ばねの定数化の概要を図 3－5 に，地盤ばね定数及び

減衰係数を表 3－5 に示す。基礎底面ばねの評価には解析コード「ＡＤＭＩＴＨＦ」

を用いる。評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については， 

Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓから以下の手順で算

定する。まず，解放基盤表面以深の地盤を 1 次元地盤としてモデル化し，一次元

波動論に基づく評価により，EL-215m の入射波を算定する。算定した EL-215m の

入射波を建物位置での地盤をモデル化した 1 次元地盤に入力して一次元波動論に

基づく評価を行い，建物基礎底面での地盤応答を評価して入力地震動とする。地

震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値を表 3－6 に示す。表 3－6 に示す地

盤物性値のうち，表層①-1 については，地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻

土のひずみ依存性を考慮した等価物性値とする。また，建物基礎底面レベルにお

けるせん断力（以下「切欠き力」という。）を入力地震動に付加することにより，

地盤の切欠き効果を考慮する。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－6 に，1 次元地盤モデル

を図 3－7 に，基礎底面位置（EL-0.3m）における入力地震動の加速度応答スペク

トルを図 3－8 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」を用い

る。評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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注記＊：回転慣性重量(68.47×107kN・m2)

 

図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 
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Ｋｃ

ω1

Ｃｃ

実部 RＫ(ω)

虚部 IＫ(ω)

円振動数(ω)

地盤ばね(Ｋ)

 

ばね定数 ：0Hz のばね定数Ｋｃで定数化 

減衰係数 ：地盤－建物連成系の 1 次固有円振動数ω1 に対応する虚部の値と原

点とを結ぶ直線の傾きＣｃで定数化 

 

図 3－5 地盤ばねの定数化の概要 

 

表 3－5 地盤ばね定数と減衰係数 

(a) ＮＳ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 1.30×109 （kN/m） 1.85×107 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 9.51×1011（kN・m/rad） 2.71×109 （kN・m・s/rad） 

 

 

(b) ＥＷ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 1.23×109 （kN/m） 1.60×107 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 2.67×1012（kN・m/rad） 1.54×1010（kN・m・s/rad） 
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表 3－6 １号機タービン建物の地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 * 422 * 20.7 0.45 0.341* 8 * 

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値 
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基準地震動Ｓｓ

EL -215.0m

解放基盤表面
 

EL -10.0m

入射波(E1)反射波(F1)

〔解放地盤モデル〕

EL -215.0m

EL -0.3m

入射波(E1) 反射波(F2)

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F2)

〔実地盤モデル〕

EL 15.0m

入力地震動
(E+F)

〔地震応答解析モデル〕

入力地震動(E+F)
切欠き力（P）

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F1)

(2E0)

 

図 3－6 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図
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［実地盤モデル］［解放地盤モデル］

建物基礎下端
EL -0.3m

地表面
EL 15.0m

入力地震動
(E+F)

切欠き力(P)

反射波(F2)入射波(E1)入射波(E1)反射波(F1)

EL -160.0m

解放基盤表面
EL -10.0m

EL -60.0m

EL -110.0m

EL -215.0m

一次元波動論に
よる応答計算

EL -175.0m

EL -145.0m

一次元波動論に
よる応答計算

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層 -1

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

EL -215.0m

基準地震動Ｓｓ
(2E0)

EL -120.0m

 

図 3－7 1 次元地盤モデル 
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(a) ＮＳ方向 
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(b) ＥＷ方向 

 

図 3－8 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，EL-0.3m） 
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3.5.2 解析方法 

１号機タービン建物の地震応答解析には，解析コード「ＮＵＰＰ４」を用いる。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁

のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－9 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－9 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－10 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－10 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－11 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－11 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－12 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－12 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) スケルトン曲線の諸数値 

１号機タービン建物の各耐震壁について算定したせん断及び曲げスケルトン曲

線の諸数値を表 3－7～表 3－10 に示す。 
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表 3－7(1) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

T1-T5

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

33.7～23.8 1.65 2.23 4.14 0.180 0.540 4.00

23.8～15.9 1.68 2.27 4.22 0.183 0.550 4.00

15.9～8.8 1.63 2.20 3.15 0.177 0.532 4.00

8.8～1.8 1.73 2.34 3.72 0.189 0.566 4.00

EL
(m)

 

 

T6-T9(TA側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

33.7～23.8

23.8～21.1

21.1～15.9 1.62 2.18 3.53 0.176 0.529 4.00

15.9～8.8 1.70 2.30 3.20 0.185 0.556 4.00

8.8～1.8 1.78 2.40 2.98 0.194 0.581 4.00

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

T6-T9(TF側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

33.7～23.8

23.8～15.9 1.61 2.17 3.86 0.175 0.526 4.00

15.9～8.8 1.66 2.25 4.23 0.181 0.544 4.00

8.8～1.8 1.82 2.46 4.11 0.199 0.596 4.00

EL
(m)

―＊

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－7(2) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

T10-T12

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

33.7～23.8 1.63 2.19 4.14 0.177 0.531 4.00

23.8～15.9 1.74 2.35 3.99 0.190 0.569 4.00

15.9～8.8 1.68 2.26 3.80 0.183 0.548 4.00

8.8～1.8 1.78 2.40 3.99 0.193 0.580 4.00

EL
(m)
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表 3－8 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

TA-TC

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

33.7～23.8 1.97 2.66 4.65 0.215 0.645 4.00

23.8～15.9 2.06 2.78 4.61 0.224 0.671 4.00

15.9～8.8 1.83 2.46 4.41 0.199 0.596 4.00

8.8～1.8 1.85 2.50 4.39 0.201 0.604 4.00

EL
(m)

 

 

TD-TF

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

33.7～23.8 1.98 2.68 4.66 0.216 0.648 4.00

23.8～15.9 1.98 2.67 4.48 0.216 0.647 4.00

15.9～8.8 1.90 2.57 4.39 0.207 0.622 4.00

8.8～1.8 1.97 2.66 4.49 0.215 0.644 4.00

EL
(m)

 

 

TG-TH

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

23.8～15.9 1.84 2.48 4.47 0.200 0.601 4.00

15.9～8.8 1.80 2.43 4.43 0.196 0.588 4.00

8.8～1.8 1.92 2.59 4.50 0.209 0.626 4.00

EL
(m)
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表 3－9(1) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

T1-T5

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

33.7～23.8 0.203  0.328  0.425  6.16 62.0  1240    

23.8～15.9 0.620  0.801  1.08   3.90 41.4  829    

15.9～8.8 3.15   3.59   4.93   4.08 41.9  838    

8.8～1.8 2.76   3.47   4.85   3.62 40.1  802    

EL
(m)

 

 

T6-T9(TA側)

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

33.7～23.8

23.8～21.1

21.1～15.9 0.183  0.272  0.344  14.1  179    3570    

15.9～8.8 0.376  0.601  0.855  10.2  112    2250    

8.8～1.8 0.296  0.447  0.636  10.1  111    2220    

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

T6-T9(TF側)

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

33.7～23.8

23.8～15.9 0.110  0.208  0.356  8.87 101    2020    

15.9～8.8 0.904  1.27   1.92   4.48 52.6  1050    

8.8～1.8 1.20   2.05   3.13   5.65 58.8  1180    

EL
(m)

―＊

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－9(2) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

T10-T12

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

33.7～23.8 0.254  0.357  0.457  5.56 57.6  1150    

23.8～15.9 0.322  0.476  0.587  6.47 59.3  1190    

15.9～8.8 0.741  0.993  1.36   5.28 57.5  1150    

8.8～1.8 2.75   3.03   3.54   6.92 59.0  1180    

EL
(m)
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表 3－10 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

TA-TC

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

33.7～23.8 2.01   3.25   4.24   2.86 22.4  448    

23.8～15.9 2.41   4.56   5.98   3.04 23.5  375    

15.9～8.8 4.16   8.52   12.6    2.16 21.5  195    

8.8～1.8 5.92   9.66   13.7    2.34 21.2  387    

EL
(m)

 

 

TD-TF

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

33.7～23.8 2.03   3.28   4.27   2.88 22.4  449    

23.8～15.9 2.68   4.60   6.08   2.55 22.2  445    

15.9～8.8 1.53   2.43   3.35   3.55 34.1  663    

8.8～1.8 4.03   6.60   9.06   3.35 28.1  423    

EL
(m)

 

 

TG-TH

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

23.8～15.9 0.897  1.91   2.88   3.43 32.8  445    

15.9～8.8 2.86   3.19   4.27   2.99 27.6  553    

8.8～1.8 3.96   5.44   7.42   3.39 29.4  446    

EL
(m)
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3.5.4 地盤の回転ばねの復元力特性 

地盤の回転ばねに関する曲げモーメント－回転角の関係は「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，浮上りによる幾何学的非線形性を考慮する。地盤の回

転ばねの曲げモーメント－回転角の関係を図 3－13 に示す。 

浮上り時の地盤の回転ばねの剛性は，図 3－13 の曲線で表され，減衰係数は，

回転ばねの接線剛性に比例するものとして考慮する。 
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Ｍ ：転倒モーメント 

Ｍ０ ：浮上り限界転倒モーメント(=Ｗ･Ｌ/6) 

θ ：回転角 

θ０ ：浮上り限界回転角 

Ｋ０ ：地盤の回転ばね定数（浮上り前） 

Ｋ ：地盤の回転ばね定数（浮上り後） 

Ｗ  ：建物総重量 

Ｌ  ：建物基礎幅 

 

図 3－13 地盤の回転ばねの曲げモーメント－回転角関係 
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3.5.5 材料物性の不確かさ等 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基

本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施す

ることとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，地盤調査結果の平均値を基

に設定した数値を基本ケースとし，地盤物性の不確かさ検討にあたっては，Ｓ波

速度に対して標準偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。なお，建物剛性

の不確かさについては，コンクリートの実強度は設計基準強度よりも大きくなる

こと及び建物剛性として考慮していない壁の建物剛性への寄与については構造耐

力の向上が見られることから，保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－11 に，地盤物性の

不確かさを考慮した解析用地盤物性値を表 3－12 に示す。 

 

 

表 3－11 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％）＊ 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％）＊ 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 

注記＊：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地盤のＳ波速度Ｖｓ

の不確かさを設定する。 
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表 3－12 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

層番号 
地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 127 153 102 

岩盤③ 1600 1760 1440 

岩盤④ 1950 2145 1755 

岩盤⑤ 2000 2200 1800 

岩盤⑥ 2350 2585 2115 
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3.6 評価方法 

１号機タービン建物の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける質点系モデル

の地震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，応答せん断ひずみを算定し，最大応答せん断ひずみが許容限界を超えないこ

とを確認する。 

 

3.6.2 相対変位による評価方法 

相対変位による評価は，「3.5 解析方法」に示す１号機タービン建物の地震応

答解析モデルによる解析結果とⅥ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」及びⅥ

-2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」における地震応答解析結果から，地震

動毎に最大応答変位の和を算定し，その値が許容限界を超えないことを確認する。

最大相対変位を算定する際の基準点は，各建物の基礎底面レベルの地盤面とする。 

また，衝突のおそれのある床レベルに地震応答解析モデルの質点がない場合に

は，当該床レベルの上下質点の応答変位を用いた線形補間により，当該床レベル

の変位を算定する。 

さらに，上記の最大相対変位が許容限界を超える場合には，各建物の時刻歴応

答変位による相対変位が，許容限界を超えないことを確認する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大応答せん断ひずみを表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大応答せん断ひずみは，1.54×10-3（T10-T12

軸，EL 23.8m～EL 15.9m，ＮＳ方向，Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさ

を考慮した場合の最大応答せん断ひずみは，最大で 1.73×10-3（T10-T12 軸，EL 23.8m

～EL 15.9m，ＮＳ方向，ケース 2，Ｓｓ－Ｄ）であり，いずれの場合においても許容

限界（4.0×10-3）を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大応答せん断ひずみ 

（単位：×10-3）     

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 許容限界 

ＮＳ 
1.54 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1.73 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1.36 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1.63 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

ＥＷ 
0.33 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.36 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.29 

(Ｓｓ－Ｆ２) 

0.34 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性

の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－

Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷ

に対して実施。 
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4.2 相対変位による評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する１号機タービン建物及び制御室建物間のＮＳ方向の最大

相対変位を表 4－2 に示す。また，各建物の最大応答変位とクリアランスを図 4－1 に

示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大相対変位は，EL 22.05m で 23.41mm（Ｓｓ

－Ｄ）である。 

材料物性の不確かさを考慮した場合の最大相対変位は，ケース 1 と同一のレベルで，

24.48mm（ケース 2，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（50mm）を超えないことを確認した。 

 

表 4－2 １号機タービン建物と制御室建物の最大相対変位 

（ＮＳ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

１号機タービン

建物 
制御室建物 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 
許容 

限界 
質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

＊ 22.05 ① 22.05 23.41 
（Ｓｓ－Ｄ） 

24.48 
（Ｓｓ－Ｄ） 

21.15 
（Ｓｓ－Ｄ） 

24.19 
（Ｓｓ－Ｄ） 

50 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを

考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－ 

Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊：制御室建物の質点①（EL 22.05m）の応答変位に加算する１号機タービン建物の

応答変位は，１号機タービン建物の上下質点間（EL 23.8m～EL 15.9m）で線形補

間して算定。
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図 4－1 １号機タービン建物と制御室建物の最大応答変位とクリアランス  

（ＮＳ方向） 



 

49 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
2 
R
1 

基準地震動Ｓｓに対する１号機タービン建物及び制御室建物間のＥＷ方向の最大

相対変位を表 4－3 に示す。また，各建物の最大応答変位とクリアランスを図 4－2 に

示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大相対変位は，EL 22.05m で 15.34mm（Ｓｓ

－Ｄ）である。 

材料物性の不確かさを考慮した場合の最大相対変位は，ケース 1 と同一のレベルで，

15.51mm（ケース 4，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（50mm）を超えないことを確認した。 

 

表 4－3 １号機タービン建物と制御室建物の最大相対変位 

（ＥＷ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

１号機タービン

建物 
制御室建物 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 
許容 

限界 
質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

＊ 22.05 ① 22.05 15.34 
（Ｓｓ－Ｄ） 

15.43 
（Ｓｓ－Ｄ） 

14.60 
（Ｓｓ－Ｄ） 

15.51 
（Ｓｓ－Ｄ） 

50 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを

考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－ 

Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊：制御室建物の質点①（EL 22.05m）の応答変位に加算する１号機タービン建物の

応答変位は，１号機タービン建物の上下質点間（EL 23.8m～EL 15.9m）で線形補

間して算定。
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図 4－2 １号機タービン建物と制御室建物の最大応答変位とクリアランス  

（ＥＷ方向） 
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基準地震動Ｓｓに対する１号機タービン建物及びタービン建物間のＥＷ方向の最

大相対変位を表 4－4 に示す。また，各建物の最大応答変位とクリアランスを図 4－3

に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大相対変位は，EL 33.7m で 23.20mm（Ｓｓ

－Ｄ）である。 

材料物性の不確かさを考慮した場合の最大相対変位は，ケース 1 と同一のレベルで，

23.90mm（ケース 4，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（100mm）を超えないことを確認し

た。 

 

表 4－4 １号機タービン建物とタービン建物の最大相対変位 

（ＥＷ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

１号機タービン

建物 
タービン建物 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 
許容 

限界 
質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

①，⑤ 33.7 ＊ 33.7 23.20 
（Ｓｓ－Ｄ） 

22.51 
（Ｓｓ－Ｄ） 

23.04 
（Ｓｓ－Ｄ） 

23.90 
（Ｓｓ－Ｄ） 

100 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを

考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－ 

Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊：１号機タービン建物の質点①及び⑤（EL 33.7m）の応答変位に加算するタービン

建物の応答変位は，タービン建物の上下質点間（EL 41.6m～EL 30.55m）で線形補

間して算定。 
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図 4－3 １号機タービン建物とタービン建物の最大応答変位とクリアランス  

（ＥＷ方向） 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，１号機廃棄物処理建物が制御室建物及び廃棄物処理建物に対して，波

及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

その波及的影響の評価は，制御室建物及び廃棄物処理建物の有する機能が保持される

ことを確認するために，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，１号機廃棄物処

理建物の構造物全体としての変形性能の評価を，建物間の相対変位による影響では，制

御室建物及び廃棄物処理建物への衝突の有無を確認する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

１号機廃棄物処理建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 １号機廃棄物処理建物の設置位置 

 PN

1 号機廃棄物処理建物 
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2.2 構造概要 

１号機廃棄物処理建物は，地上 3 階，地下 1 階建の鉄筋コンクリート造の建物であ

り，隣接する制御室建物及び廃棄物処理建物と構造的に分離している。１号機廃棄物

処理建物の概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2－3 に，建物配置図を図 2－4

に，１号機廃棄物処理建物と制御室建物のクリアランスを図 2－5 に，１号機廃棄物

処理建物と廃棄物処理建物のクリアランスを図 2－6 に示す。 

１号機廃棄物処理建物の平面は，33.91m＊（ＮＳ）×35.0m＊（ＥＷ）であり，基礎

スラブ底面からの高さは 24.0m である。 

１号機廃棄物処理建物の基礎は厚さ 1.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。
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図 2－2 １号機廃棄物処理建物の概略平面図（EL 6.5m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－3(1) １号機廃棄物処理建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) １号機廃棄物処理建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向）
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図 2－4 建物配置図 
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図 2－5 １号機廃棄物処理建物と制御室建物のクリアランス 

 

 



 

6 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
3 
R
1 

 

100mm

EL 22.25

EL  5.0

EL 42.0

EL 37.5

EL 26.7

EL 22.1

EL  8.0
(一般部：EL 8.8)

１号機廃棄物処理建物廃棄物処理建物

EL 15.2
(一般部：EL 15.3)

w1 w5

1070mm

EL 29.0
6m以上

(単位：m)

 

 

図 2－6 １号機廃棄物処理建物と廃棄物処理建物のクリアランス 
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2.3 評価方針 

１号機廃棄物処理建物は，制御室建物及び廃棄物処理建物と同じ運転状態を想定す

ることから，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価を

行う。 

１号機廃棄物処理建物の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価においては，

基準地震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うこ

ととする。１号機廃棄物処理建物の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を

及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による

評価において，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体としての変

形性能の評価を行う。建物間の相対変位による影響では，制御室建物及び廃棄物処理

建物との相対変位による評価を行うことで，制御室建物及び廃棄物処理建物への衝突

の有無の確認を行う。この相対変位による評価では，１号機廃棄物処理建物の最大応

答変位に加えて，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」及びⅥ-2-2-9「廃棄物処

理建物の地震応答計算書」に基づく最大応答変位を用いる。評価にあたっては，材料

物性の不確かさを考慮する。 

なお，１号機廃棄物処理建物は，その配置上，制御室建物と接触する可能性が高い

ＮＳ方向及び廃棄物処理建物と接触する可能性が高いＥＷ方向に対して波及的影響

の評価を行う。 

また，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価においては，Ｓｓ地震時に対

する評価を行う。ここで，１号機廃棄物処理建物では，設計基準事故時及び重大事故

等時の状態における圧力，温度等の条件に有意な差異がないことから，重大事故等対

処施設に対する波及的影響の評価は，設計基準対象施設に対する波及的影響の評価と

同一となる。 

図 2－7 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価＊

（せん断ひずみの評価）
建物間の最大相対変位による評価＊

（制御室建物及び廃棄物処理建物への影響評価）

添付書類
Ⅵ-2-2-5「 制御室建物の地震応答計算書」
Ⅵ-2-2-9「 廃棄物処理建物の地震応答計算書」

建物間の時刻歴相対変位による評価＊

（制御室建物及び廃棄物処理建物への影響評価）

評価終了

最大相対変位
50mm又は100mm未満

最大相対変位
50mm又は100mm以上

時刻歴相対変位
50mm又は100mm未満

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－7 １号機廃棄物処理建物の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

１号機廃棄物処理建物の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等を以下

に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

１号機廃棄物処理建物の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる耐震壁の最大応答せん断ひずみが，「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」により設定した許容限界を超え

ないことを確認する。 

制御室建物及び廃棄物処理建物との相対変位による評価では，１号機廃棄物処理建

物とそれぞれの建物の最大応答変位の絶対値和（以下「最大相対変位」という。）と

建物間のクリアランスの大小関係により，隣接する制御室建物及び廃棄物処理建物へ

の衝突の有無を確認する。なお，最大相対変位が許容限界を超過する場合には，１号

機廃棄物処理建物とそれぞれの建物の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認す

る。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

１号機廃棄物処理建物の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設である制

御室建物及び廃棄物処理建物の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設

計用地震動Ｓｄの策定概要」に示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基

準地震動Ｓｓを用いることとする。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 



 

15 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
3 
R
1 

0

1000

2000

3000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
（

c
m/
s
2 ）

周期（s）

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

減衰定数:0.05

 

(a) ＮＳ方向 

 

0

1000

2000

3000

0.01 0.1 1 10

加
速
度
（

c
m/
s
2 ）

周期（s）

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

減衰定数:0.05

 

(b) ＥＷ方向 

 

 

図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

１号機廃棄物処理建物の制御室建物及び廃棄物処理建物に対する波及的影響の評

価における許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」に記載の許容限界に基づき，表 3－2 及び表 3－3 のとおり設定す

る。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

制御室建物及び 

廃棄物処理建物

に波及的影響を

及ぼさない 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 

１号機廃棄物処理

建物及び 

制御室建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

50mm 

１号機廃棄物処理

建物及び 

廃棄物処理建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

100mm 

注記＊：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，１号機廃棄物処理建物とそれぞれ

の建物の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 
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表 3－3 波及的影響の評価における許容限界 

（重大事故等対処施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

制御室建物及び 

廃棄物処理建物

に波及的影響を

及ぼさない 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 

１号機廃棄物処理

建物及び 

制御室建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

50mm 

１号機廃棄物処理

建物及び 

廃棄物処理建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

100mm 

注記＊：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，１号機廃棄物処理建物とそれぞれ

の建物の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝22.1（N/mm2） 

（Fc＝225（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD35（SD345 相当） 

2.20×104 9.18×103 5 ― 
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地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，曲げ及びせん断剛性を考

慮した質点系モデルとし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，Ｎ

Ｓ方向及びＥＷ方向それぞれについて行っている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 に示す。 

基礎底面の地盤ばねについては，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」という。）により，成層補正を行ったのち，振動アドミッタンス理論に

基づき求めたスウェイ及びロッキングの地盤ばねを，近似法により定数化して用

いる。このうち，基礎底面のロッキング地盤ばねに基礎浮上りによる幾何学的非

線形性を考慮したモデル及び誘発上下動を考慮したモデルによる地震応答解析に

基づく接地率が適用範囲を満足しないことから，基礎底面のロッキング地盤ばね

には，建物基礎底面と地盤の間の付着力 0.40N/mm2 を考慮し，線形とする。地盤

ばねの定数化の概要を図 3－5 に，地盤ばね定数及び減衰係数を表 3－5 に示す。

基礎底面ばねの評価には解析コード「ＡＤＭＩＴＨＦ」を用いる。評価に用いる

解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓから以下の手順で算

定する。まず，解放基盤表面以深の地盤を 1 次元地盤としてモデル化し，一次元

波動論に基づく評価により，EL-215m の入射波を算定する。算定した EL-215m の

入射波を建物位置での地盤をモデル化した 1 次元地盤に入力して一次元波動論に

基づく評価を行い，建物基礎底面での地盤応答を評価して入力地震動とする。地

震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値を表 3－6 に示す。表 3－6 に示す地

盤物性値のうち，表層①-1 については，地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻

土のひずみ依存性を考慮した等価物性値とする。また，建物基礎底面レベルにお

けるせん断力（以下「切欠き力」という。）を入力地震動に付加することにより，

地盤の切欠き効果を考慮する。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－6 に，1 次元地盤モデル

を図 3－7 に，基礎底面位置（EL 5.0m）における入力地震動の加速度応答スペク

トルを図 3－8 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」を用い

る。評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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1

2

3

4

5

6

EL 29.0

(m)

EL 25.0

EL 20.0

EL 15.3

EL  6.5

EL  5.0

23281

29312

46748

48082

50622

74756

質点番号質点重量(kN)

せん断断面積（m2)
断面二次モーメント
　　　　（×102m4）

3
3.

9
1m

35.0m

75.0
58.0

84.3
83.9

98.5
104.6

128.7
213.7

1186.9
1137.3

K1

K2

JF＊

振動方向

PN

注記＊：回転慣性重量(28.31×106 kN・m2)

 

図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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1

2

3

4

5

6

EL 29.0

(m)

EL 25.0

EL 20.0

EL 15.3

EL  6.5

EL  5.0

23281

29312

46748

48082

50622

74756

質点番号質点重量(kN)

せん断断面積（m2)
断面二次モーメント
　　　　（×102m4）

3
3.

9
1m

35.0m

58.9
23.2

76.7
38.2

74.6
88.1

116.6
139.3

1186.9
1211.6

K1

K2

JF＊

振動方向

PN

注記＊：回転慣性重量(30.02×106 kN・m2)

 

図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 
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Ｋｃ

ω1

Ｃｃ

実部 RＫ(ω)

虚部 IＫ(ω)

円振動数(ω)

地盤ばね(Ｋ)

 

ばね定数 ：0Hz のばね定数Ｋｃで定数化 

減衰係数 ：地盤－建物連成系の 1 次固有円振動数ω1 に対応する虚部の値と原

点とを結ぶ直線の傾きＣｃで定数化 

 

図 3－5 地盤ばねの定数化の概要 

 

表 3－5 地盤ばね定数と減衰係数 

(a) ＮＳ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 5.99×108 （kN/m） 3.90×106 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 1.84×1011（kN・m/rad） 1.77×108 （kN・m・s/rad） 

 

 

(b) ＥＷ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 5.98×108 （kN/m） 3.87×106 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 1.92×1011（kN・m/rad） 1.70×108 （kN・m・s/rad） 
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表 3－6 １号機廃棄物処理建物の地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 * 422 * 20.7 0.45 0.341* 8 * 

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値 
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基準地震動Ｓｓ

EL -215.0m

解放基盤表面
 

EL -10.0m

入射波(E1)反射波(F1)

〔解放地盤モデル〕

EL -215.0m

EL 5.0m

入射波(E1) 反射波(F2)

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F2)

〔実地盤モデル〕

EL 15.0m

入力地震動
(E+F)

〔地震応答解析モデル〕

入力地震動(E+F)
切欠き力（P）

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F1)

(2E0)

 

図 3－6 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図
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［実地盤モデル］［解放地盤モデル］

建物基礎下端
EL 5.0m

地表面
EL 15.0m

入力地震動
(E+F)

切欠き力(P)

反射波(F2)入射波(E1)入射波(E1)反射波(F1)

EL -160.0m

解放基盤表面
EL -10.0m

EL -60.0m

EL -110.0m

EL -215.0m

一次元波動論に
よる応答計算

EL -150.0m

EL -125.0m

EL -80.0m

一次元波動論に
よる応答計算

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層
 -1

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

EL -215.0m

基準地震動Ｓｓ
(2E0)

 

図 3－7 1 次元地盤モデル 
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0

1000

2000

3000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
（

c
m/
s
2 ）

周期（s）

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

減衰定数:0.05

  

(a) ＮＳ方向 

 

 

0

1000

2000

3000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
（

c
m/
s
2 ）

周期（s）

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

減衰定数:0.05

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 3－8 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，EL 5.0m） 
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3.5.2 解析方法 

１号機廃棄物処理建物の地震応答解析には，解析コード「ＮＵＰＰ４」を用い

る。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁

のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－9 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－9 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－10 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－10 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－11 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－11 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－12 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－12 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) スケルトン曲線の諸数値 

１号機廃棄物処理建物の各耐震壁について算定したせん断及び曲げスケルトン

曲線の諸数値を表 3－7～表 3－10 に示す。 
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表 3－7 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

29.0～25.0 1.34 1.81 3.74 0.146 0.508 4.00

25.0～20.0 1.36 1.84 3.59 0.149 0.533 4.00

20.0～15.3 1.76 2.37 4.24 0.191 0.563 4.00

15.3～6.5 1.75 2.36 3.77 0.191 0.581 4.00

EL
(m)

 

 

表 3－8 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

29.0～25.0 1.44 1.94 3.95 0.157 0.506 4.00

25.0～20.0 1.63 2.21 4.09 0.178 0.533 4.00

20.0～15.3 1.81 2.44 4.36 0.197 0.563 4.00

15.3～6.5 2.03 2.75 4.36 0.222 0.581 4.00

EL
(m)
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表 3－9 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

29.0～25.0 0.769 0.852 1.23  6.01 70.7  1410    

25.0～20.0 1.08  1.20  1.65  5.86 63.9  1280    

20.0～15.3 1.47  1.76  2.30  6.36 73.2  1470    

15.3～6.5 2.73  3.03  3.78  5.80 67.8  1350    

EL
(m)

 

 

表 3－10 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

29.0～25.0 0.412 0.500 0.731 8.05 87.3  1750    

25.0～20.0 0.598 0.760 1.09  7.10 90.6  1810    

20.0～15.3 1.10  1.35  1.78  5.67 64.2  1280    

15.3～6.5 2.10  2.50  3.23  6.83 68.5  1360    

EL
(m)
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3.5.4 材料物性の不確かさ等 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基

本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施す

ることとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，地盤調査結果の平均値を基

に設定した数値を基本ケースとし，地盤物性の不確かさ検討にあたっては，Ｓ波

速度に対して標準偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。なお，建物剛性

の不確かさについては，コンクリートの実強度は設計基準強度よりも大きくなる

こと及び建物剛性として考慮していない壁の建物剛性への寄与については構造耐

力の向上が見られることから，保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－11 に，地盤物性の

不確かさを考慮した解析用地盤物性値を表 3－12 に示す。 

 

 

表 3－11 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％）＊ 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％）＊ 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 

注記＊：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地盤のＳ波速度Ｖｓ

の不確かさを設定する。 
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表 3－12 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

層番号 
地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 127 153 102 

岩盤③ 1600 1760 1440 

岩盤④ 1950 2145 1755 

岩盤⑤ 2000 2200 1800 

岩盤⑥ 2350 2585 2115 
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3.6 評価方法 

１号機廃棄物処理建物の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける質点系モデ

ルの地震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，応答せん断ひずみを算定し，最大応答せん断ひずみが許容限界を超えないこ

とを確認する。 

 

3.6.2 相対変位による評価方法 

相対変位による評価は，「3.5 解析方法」に示す１号機廃棄物処理建物の地震

応答解析モデルによる解析結果とⅥ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」及び

Ⅵ-2-2-9「廃棄物処理建物の地震応答計算書」における地震応答解析結果から，

地震動毎に最大応答変位の和を算定し，その値が許容限界を超えないことを確認

する。最大相対変位を算定する際の基準点は，各建物の基礎底面レベルの地盤面

とする。 

また，衝突のおそれのある床レベルに地震応答解析モデルの質点がない場合に

は，当該床レベルの上下質点の応答変位を用いた線形補間により，当該床レベル

の変位を算定する。 

さらに，上記の最大相対変位が許容限界を超える場合には，各建物の時刻歴応

答変位による相対変位が，許容限界を超えないことを確認する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大応答せん断ひずみを表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大応答せん断ひずみは，0.19×10-3（EL 20.0m

～EL 15.3m，ＥＷ方向，Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさを考慮した場

合の最大応答せん断ひずみは，最大で 0.19×10-3（EL 20.0m～EL 15.3m，ＥＷ方向，

ケース 2，Ｓｓ－Ｄ）であり，いずれの場合においても許容限界（4.0×10-3）を超え

ないことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大応答せん断ひずみ 

（単位：×10-3）     

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 許容限界 

ＮＳ 
0.18 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.18 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.18 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.19 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

ＥＷ 
0.19 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.19 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.19 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.19 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性

の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－

Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷ

に対して実施。 
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4.2 相対変位による評価結果 

　基準地震動Ｓｓに対する１号機廃棄物処理建物及び制御室建物間の最大相対変位

を表�4－2�に示す。また，各建物の最大応答変位とクリアランスを図�4－1�に示す。 

その結果，ケース�1（工認モデル）の最大相対変位は， EL 22.05m�で�16.99mm

（Ｓｓ－Ｄ）である。 

材料物性の不確かさを考慮した場合の最大相対変位は，ケース�1�と同一のレベルで， 

17.58mm（ケース�4，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（50mm）を超えないことを確認した。 

表 4－2 １号機廃棄物処理建物と制御室建物の最大相対変位 

（ＮＳ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

１号機廃棄物 

処理建物 
制御室建物 

ケース 1
（工認モデル）

ケース 2 ケース 3 ケース 4
許容 

限界 
質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

＊ 22.05 ① 22.05 16.99 
（Ｓｓ－Ｄ）

17.15 
（Ｓｓ－Ｄ） 

15.97 
（Ｓｓ－Ｄ）

17.58 
（Ｓｓ－Ｄ）

50 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを

考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－ 

Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊：制御室建物の質点①（EL 22.05m）の応答変位に加算する１号機廃棄物処理建物

の応答変位は，１号機廃棄物処理建物の上下質点間（EL 25.0m～EL 20.0m）で線

形補間して算定。
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図 4－1 １号機廃棄物処理建物と制御室建物の最大応答変位とクリアランス  

（ＮＳ方向） 
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　基準地震動Ｓｓに対する１号機廃棄物処理建物及び廃棄物処理建物間の最大相対

変位を表�4－3�に示す。また，各建物の最大応答変位とクリアランスを図�4－2�に示す。 

その結果，ケース�1（工認モデル）の最大相対変位は， EL 22.25m�で�21.02mm

（Ｓｓ－Ｄ）である。 

材料物性の不確かさを考慮した場合の最大相対変位は，ケース�1�と同一のレベルで， 

21.34mm（ケース�4，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（100mm）を超えないことを確認し

た。 

なお，１号機廃棄物処理建物と廃棄物処理建物間の�EL 22.25m�から上部においては，

クリアランスが十分に大きいため（6m�以上），評価対象外としている。

表 4－3 １号機廃棄物処理建物と廃棄物処理建物の最大相対変位 

（ＥＷ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

１号機廃棄物 

処理建物 

廃棄物 

処理建物 
ケース 1

（工認モデル）
ケース 2 ケース 3 ケース 4

許容 

限界 
質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

＊ 22.25 ＊ 22.25 21.02 
（Ｓｓ－Ｄ）

21.16 
（Ｓｓ－Ｄ） 

19.86 
（Ｓｓ－Ｄ）

21.34 
（Ｓｓ－Ｄ）

100 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを

考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－ 

Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊：１号機廃棄物処理建物の応答変位は上下質点間（EL 25.0m～EL 20.0m）で線形補

間して算定。また，廃棄物処理建物の応答変位は上下質点間（EL 26.7m～EL 

22.1m）で線形補間して算定。
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注記＊：EL 22.25m から上部のクリアランスは 6m 以上。 

 

図 4－2 １号機廃棄物処理建物と廃棄物処理建物の最大応答変位とクリアランス  

（ＥＷ方向） 
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Ⅵ-2-11-2-1-4 サイトバンカ建物の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，サイトバンカ建物が防波壁に対して，波及的影響を及ぼさないことを

説明するものである。 

その波及的影響の評価は，防波壁の有する機能が保持されることを確認するために，

施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，サイトバンカ建物の構造物全体としての

変形性能の評価を実施する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

サイトバンカ建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 サイトバンカ建物の設置位置 

 PN
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2.2 構造概要 

サイトバンカ建物は，3 階建の鉄筋コンクリート造の建物である。サイトバンカ建

物の概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2－3 に，建物配置図を図 2－4 に示す。 

サイトバンカ建物の平面は，60.0m＊（ＮＳ）×30.0m＊（ＥＷ）であり，基礎スラブ

底面からの高さは 29.975m である。 

サイトバンカ建物の基礎は厚さ 1.5m～2.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置してい

る。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。 
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図 2－2 サイトバンカ建物の概略平面図（EL 8.8m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－3(1) サイトバンカ建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) サイトバンカ建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向） 
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図 2－4 建物配置図 
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2.3 評価方針 

サイトバンカ建物は，防波壁と同じ運転状態を想定することから，設計基準対象施

設に対する波及的影響の評価を行う。 

サイトバンカ建物の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価においては，基準

地震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うことと

する。サイトバンカ建物の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすお

それのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価にお

いて，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体としての変形性能の

評価を行う。サイトバンカ建物は，防波壁と 3m 以上離れており，サイトバンカ建物

が倒壊しない限り衝突・接触することはない。評価にあたっては，材料物性の不確か

さを考慮する。 

図 2－5 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価＊

（せん断ひずみの評価）

評価終了

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－5 サイトバンカ建物の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

サイトバンカ建物の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等を以下に示

す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

サイトバンカ建物の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる耐震壁の最大応答せん断ひずみが，「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」により設定した許容限界を超え

ないことを確認する。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

サイトバンカ建物の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設である防波壁

の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」

に示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基準地震動Ｓｓを用いることと

する。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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(b) ＥＷ方向 

 

図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

サイトバンカ建物の防波壁に対する波及的影響の評価における許容限界は，Ⅵ

-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に記載

の許容限界に基づき，表 3－2 のとおり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

防波壁に波及的

影響を及ぼさな

い 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝23.5（N/mm2） 

（Fc＝240（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD35（SD345 相当） 

2.25×104 9.38×103 5 ― 
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地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，曲げ及びせん断剛性を考

慮した質点系モデルとし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，Ｎ

Ｓ方向及びＥＷ方向それぞれについて行っている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 に示す。なお，図 3－5 に示す誘発上下動を考慮

する場合の地震応答解析モデルについては，「原子力発電所耐震設計技術規程 Ｊ

ＥＡＣ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＣ４６０１-2008」

という。）を参考に，水平加振により励起される上下応答を評価するために，耐

震壁の軸剛性を考慮した質点系モデルである鉛直方向モデル及び接地率に応じて

変化する回転・鉛直連成ばねＫＶＲについても考慮している。 

基礎底面の地盤ばねについては，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」という。）により，振動アドミッタンス理論に基づき求めたスウェイ及

びロッキングの地盤ばねを，近似法により定数化して用いる。このうち，基礎底

面のロッキング地盤ばねには，基礎浮上りによる幾何学的非線形性を考慮する。

地盤ばねの定数化の概要を図 3－6 に，地盤ばね定数及び減衰係数を表 3－4 及び

表 3－5 に示す。基礎底面ばねの評価には解析コード「ＡＤＭＩＴＨＦ」を用いる。

評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

なお，誘発上下動を考慮する場合の鉛直方向モデルの基礎底面地盤ばねについ

ては，スウェイ及びロッキングばね定数の評価法と同様，振動アドミッタンス理

論に基づき求めた鉛直ばねを，近似法により定数化して用いる。 

入力地震動は，「3.1 評価対象部位及び評価方針」に示す基準地震動Ｓｓを基

礎底面レベルに直接入力する。なお，基準地震動Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２に関

しては，サイトバンカ建物の配置に応じて方位を補正した波形を用いる。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－7 に示す。
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図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向）
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図 3－5 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 

（誘発上下動を考慮する場合） 
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Ｋｃ

ω1

Ｃｃ

実部 RＫ(ω)

虚部 IＫ(ω)

円振動数(ω)

地盤ばね(Ｋ)

 

ばね定数 ：0Hz のばね定数Ｋｃで定数化 

減衰係数 ：地盤－建物連成系の 1 次固有円振動数ω1 に対応する虚部の値と原

点とを結ぶ直線の傾きＣｃで定数化 

 

図 3－6 地盤ばねの定数化の概要 

 

表 3－4 地盤ばね定数と減衰係数（水平方向） 

(a) ＮＳ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 7.05×108 （kN/m） 5.72×106 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 5.90×1011（kN・m/rad） 1.57×109 （kN・m・s/rad） 

 

(b) ＥＷ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 7.49×108 （kN/m） 6.49×106 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 2.18×1011（kN・m/rad） 1.97×108 （kN・m・s/rad） 

 

表 3－5 地盤ばね定数と減衰係数（誘発上下動を考慮する場合の鉛直方向） 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K3 底面・鉛直 9.46×108 （kN/m） 1.22×107 （kN・s/m） 
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基準地震動Ｓｓ
(2E0)  

図 3－7 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図 
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3.5.2 解析方法 

サイトバンカ建物の地震応答解析には，解析コード「ＮＵＰＰ４」を用いる。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁

のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－8 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度＊ 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

注記＊：フランジ壁を有しない内壁又は壁厚が薄くフランジ壁の剛性を評価できな

い外壁を主体とした平面形状であることから「保有水平耐力の計算方法（平

成 19 年 5 月 18 日国交省告示 594 号第四）」に基づき算出 

 

図 3－8 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－9 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－9 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－10 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－10 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－11 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－11 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) スケルトン曲線の諸数値 

サイトバンカ建物の各耐震壁について算定したせん断及び曲げスケルトン曲線

の諸数値を表 3－6～表 3－8 に示す。 
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表 3－6(1) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

SE

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0 1.69 2.29 3.74 0.181 0.542 4.00

28.0～19.8 1.71 2.31 3.87 0.182 0.546 4.00

19.8～14.1 1.79 2.41 2.64 0.190 0.571 4.00

14.1～8.8 1.90 2.56 2.92 0.202 0.607 4.00

EL
(m)

 

 

SD(S1側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0

28.0～19.8

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

SC(S1側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0

28.0～19.8

―＊

―＊

EL
(m)

 

 

SD(S3側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0 ―＊

EL
(m)

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－6(2) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

SC(S3側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0 ―＊

EL
(m)

 

 

SC-SD(S3側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

28.0～19.8 1.72 2.33 4.09 0.184 0.567 4.00

EL
(m)

 

 

SC-SD

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

19.8～14.1 1.61 2.17 2.91 0.171 0.566 4.00

14.1～8.8 1.80 2.42 2.67 0.191 0.617 4.00

EL
(m)

 

 

SA-SB

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0 1.64 2.21 3.87 0.175 0.525 4.00

28.0～19.8 1.65 2.23 3.88 0.176 0.535 4.00

19.8～14.1 1.68 2.27 3.04 0.179 0.538 4.00

14.1～8.8 1.75 2.37 3.02 0.187 0.562 4.00

EL
(m)

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－7(1) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

S8

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

28.0～19.8 1.66 2.25 3.89 0.177 0.532 4.00

19.8～14.1 1.75 2.36 3.68 0.186 0.559 4.00

14.1～8.8 1.86 2.51 3.74 0.198 0.594 4.00

EL
(m)

 

 

S7

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

28.0～19.8 1.81 2.45 3.90 0.193 0.580 4.00

19.8～14.1

14.1～8.8 2.39 3.22 4.15 0.255 0.764 4.00

EL
(m)

―＊

 

 

S6

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

28.0～19.8 1.73 2.34 4.21 0.184 0.553 4.00

19.8～14.1 1.67 2.25 3.38 0.178 0.543 4.00

14.1～8.8 1.72 2.32 3.07 0.183 0.576 4.00

EL
(m)

 

 

S4-S5

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

28.0～19.8

19.8～14.1

14.1～8.8 1.07 1.44 1.77 0.114 0.767 4.00

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－7(2) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

S3

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0 1.69 2.28 4.17 0.180 0.539 4.00

28.0～19.8 1.52 2.06 2.12 0.162 0.567 4.00

19.8～14.1 1.77 2.39 3.11 0.189 0.565 4.00

14.1～8.8 1.88 2.54 3.19 0.200 0.601 4.00

EL
(m)

 

 

S2(SA側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0

28.0～19.8

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

S2(SE側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0

28.0～19.8

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

S2

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

19.8～14.1 1.52 2.05 2.96 0.162 0.559 4.00

14.1～8.8 1.96 2.65 3.19 0.209 0.628 4.00

EL
(m)

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－7(3) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

S1

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0 1.72 2.32 4.21 0.183 0.549 4.00

28.0～19.8 1.80 2.43 3.70 0.192 0.575 4.00

19.8～14.1 1.84 2.49 3.19 0.196 0.589 4.00

14.1～8.8 1.95 2.64 3.27 0.208 0.624 4.00

EL
(m)
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表 3－8(1) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

S8

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

28.0～19.8 3.35 7.02 10.2 6.52 68.4  1370    

19.8～14.1 5.26 9.44 13.1 7.13 69.3  1390    

14.1～8.8 5.74 10.0 13.6 7.75 70.3  1410    

EL
(m)

 

 

S7

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

28.0～19.8 1.45 2.91 3.58 10.4  104    2080    

19.8～14.1

14.1～8.8 1.89 4.22 5.63 12.4  93.9  1880    

EL
(m)

―＊

 

 

S6

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

28.0～19.8 2.89 6.74 9.48 6.71 70.5  1410    

19.8～14.1 3.83 6.16 8.38 10.3  108    2170    

14.1～8.8 4.25 7.24 9.55 11.4  115    2290    

EL
(m)

 

 

S4-S5

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

28.0～19.8

19.8～14.1

14.1～8.8 3.19 5.65 7.49 7.33 68.3  1360    

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－8(2) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

S3

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

37.275～28.0 2.43 5.92 8.70 6.84 69.8  1400    

28.0～19.8 0.627 1.50 1.87 13.3  174    3490    

19.8～14.1 8.86 13.4 19.7 6.61 68.3  1370    

14.1～8.8 10.2 16.1 22.5 7.40 70.4  1410    

EL
(m)

 

 

S2(SA側)

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

37.275～28.0

28.0～19.8

―＊

―＊

EL
(m)

 

 

S2(SE側)

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

37.275～28.0

28.0～19.8

―＊

―＊

EL
(m)

 

 

S2

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

19.8～14.1 2.92 6.07 8.67 9.71 105    2100    

14.1～8.8 1.62 3.45 4.72 16.7  164    3280    

EL
(m)

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－8(3) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

S1

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

37.275～28.0 2.87 6.55 9.33 7.05 69.1  1380    

28.0～19.8 4.50 8.45 11.6 7.55 68.0  1360    

19.8～14.1 4.87 8.34 12.2 6.67 66.4  1330    

14.1～8.8 5.46 9.34 13.6 7.33 67.6  1350    

EL
(m)
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3.5.4 地盤の回転ばねの復元力特性 

地盤の回転ばねに関する曲げモーメント－回転角の関係は「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，浮上りによる幾何学的非線形性を考慮する。地盤の回

転ばねの曲げモーメント－回転角の関係を図 3－12 に示す。 

浮上り時の地盤の回転ばねの剛性は，図 3－12 の曲線で表され，減衰係数は，

回転ばねの接線剛性に比例するものとして考慮する。 
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
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M
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Ｍ ：転倒モーメント 

Ｍ０ ：浮上り限界転倒モーメント（=Ｗ･Ｌ/6） 

θ ：回転角 

θ０ ：浮上り限界回転角 

Ｋ０ ：地盤の回転ばね定数（浮上り前） 

Ｋ ：地盤の回転ばね定数（浮上り後） 

Ｗ  ：建物総重量 

Ｌ  ：建物基礎幅 

 

図 3－12 地盤の回転ばねの曲げモーメント－回転角関係 
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3.5.5 誘発上下動を考慮する場合の基礎浮上り評価法 

誘発上下動を考慮した地震応答解析モデルでは，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 追

補版」に基づく基礎の浮上り非線形性を考慮できる水平ばねＫＨＨ及び回転ばね 

ＫＲＲに加えて，「ＪＥＡＣ４６０１-2008」を参考に，接地率ηｔに応じて時々刻々

と変化する鉛直ばねＫＶＶ及び回転・鉛直連成ばねＫＶＲを考慮している。 

図 3－13 に誘発上下動を考慮する場合の地震応答解析モデルの概念図を，表 3

－9 に基礎が浮上った場合の基礎底面につく地盤ばねの剛性と減衰の評価式を示

す。 
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ＣＲＲ ＣＨＨ
ＣＶＶ

ＫＨＨ

ＫＶＲ

ＫＶＶＫＲＲ

ＨＨ 0

ＶＶ ＶＲ 0

ＶＲ ＲＲ

Ｋ 0 0 ｕＰ

Ｎ ＝ 0 Ｋ Ｋ ｗ

Ｍ 0 Ｋ Ｋ θ

    
    

    
    
     

Ｐ：水平方向慣性力

Ｎ：鉛直方向慣性力

Ｍ：転倒モーメント

ＫＨＨ，ＫＶＶ，ＫＲＲ

　：水平，鉛直，回転ばねの対角項

ＫＶＲ：回転・鉛直連成ばね

ｕ0，ｗ0，θ：基礎底面中心の各変位

　　　　　　 及び回転角

ここで，

図 3－13 誘発上下動を考慮する場合の地震応答解析モデルの概念図 

 

表 3－9 誘発上下動考慮モデルの基礎浮上り時の地盤ばねの剛性と減衰 

 剛性 減衰係数 

鉛直ばね β
ＶＶ ｔ Ｖ０Ｋ ＝η Ｋ  

α

2
ＶＶ Ｖ0 ｔＣ ＝Ｃ η  

回転・鉛直 

連成ばね 

ｔ
ＶＲ ＶＶ

1－η
Ｋ ＝ Ｌ Ｋ

2
  ＶＲＣ ＝0 

回転ばね 
ＶＲ 0

ＲＲ

Ｍ－Ｋ ｗ
Ｋ ＝

θ


 

α

2
ＲＲ Ｒ0 ｔＣ ＝Ｃ η  

2

α－2
0

ｔ

θ
η＝

θ

 
 
 

 

θ：回転角 

Ｍ ：転倒モーメント 

ｗ0 ：基礎スラブ中心の鉛直変位 

θ0 ：浮上り限界回転角 

Ｌ ：建物基礎幅 

ＫＶ0：線形域の鉛直ばね剛性 

β ：0.46 

α ：地反力分布に応じた値 

（三角形分布 6.0） 

ＣＶ0：線形域の鉛直ばねの減衰係数 

ＣＲ0：線形域の回転ばねの減衰係数 
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3.5.6 材料物性の不確かさ 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基

本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施す

ることとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，地盤調査結果の平均値を基

に設定した数値を基本ケースとし，地盤物性の不確かさ検討にあたっては，Ｓ波

速度に対して標準偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。なお，建物剛性

の不確かさについては，コンクリートの実強度は設計基準強度よりも大きくなる

こと及び建物剛性として考慮していない壁の建物剛性への寄与については構造耐

力の向上が見られることから，保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－10 に，地盤物性の

不確かさを考慮した解析用地盤物性値を表 3－11 に示す。 

 

 

表 3－10 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％）＊ 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％）＊ 
 

注記＊：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地盤のＳ波速度Ｖｓ

の不確かさを設定する。 
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表 3－11 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

支持地盤 

地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

1600 1760 1440 
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3.6 評価方法 

サイトバンカ建物の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける質点系モデルの

地震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，応答せん断ひずみを算定し，最大応答せん断ひずみが許容限界を超えないこ

とを確認する。
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大応答せん断ひずみを表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大応答せん断ひずみは，1.00×10-3（S4-S5

軸，EL 14.1m～EL 8.8m，ＥＷ方向，Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさ

を考慮した場合の最大応答せん断ひずみは，最大で 1.01×10-3（S4-S5 軸，EL 14.1m

～EL 8.8m ，ＥＷ方向，ケース 2，Ｓｓ－Ｄ）であり，いずれの場合においても許容

限界（4.0×10-3）を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大応答せん断ひずみ 

（単位：×10-3）     

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 許容限界 

ＮＳ 
0.77 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.79 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.88 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

ＥＷ 
1.00 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1.01 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.99 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性

の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－ 

Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに

対して実施。 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，サイトバンカ建物（増築部）が防波壁に対して，波及的影響を及ぼさ

ないことを説明するものである。 

その波及的影響の評価は，防波壁の有する機能が保持されることを確認するために，

施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，サイトバンカ建物（増築部）の構造物全

体としての変形性能の評価を実施する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

サイトバンカ建物（増築部）の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 サイトバンカ建物（増築部）の設置位置 

 PN

サイトバンカ建物（増築部） 
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2.2 構造概要 

サイトバンカ建物（増築部）は，4 階建の鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）の建

物である。サイトバンカ建物（増築部）の概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2

－3 に，建物配置図を図 2－4 に示す。 

サイトバンカ建物（増築部）の平面は，31.3m＊（ＮＳ）×10.3m＊（ＥＷ）であり，

基礎スラブ底面からの高さは 25.9m である。 

サイトバンカ建物（増築部）の基礎は厚さ 1.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置し

ている。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。
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図 2－2 サイトバンカ建物（増築部）の概略平面図（EL 8.8m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－3(1) サイトバンカ建物（増築部）の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) サイトバンカ建物（増築部）の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ方向） 
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PN

サイトバンカ建物
防波壁 サイトバンカ建物

（増築部）

1m以上

 

図 2－4 建物配置図 
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2.3 評価方針 

サイトバンカ建物（増築部）は，防波壁と同じ運転状態を想定することから，設計

基準対象施設に対する波及的影響の評価を行う。 

サイトバンカ建物（増築部）の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価におい

ては，基準地震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を

行うこととする。サイトバンカ建物（増築部）の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波

及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答

解析による評価において，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体

としての変形性能の評価を行う。サイトバンカ建物（増築部）は，防波壁と 1m 以上

離れており，サイトバンカ建物（増築部）が倒壊しない限り衝突・接触することはな

い。評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。 

図 2－5 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価＊

（せん断ひずみの評価）

評価終了

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－5 サイトバンカ建物（増築部）の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

サイトバンカ建物（増築部）の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等

を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

サイトバンカ建物（増築部）の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる耐震壁の最大応答せん断ひずみが，「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」により設定した許容限界を超え

ないことを確認する。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

サイトバンカ建物（増築部）の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設で

ある防波壁の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの

策定概要」に示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基準地震動Ｓｓを用

いることとする。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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(b) ＥＷ方向 

 

図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 



 

17 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
5 
R
1 

3.4 許容限界 

サイトバンカ建物（増築部）の防波壁に対する波及的影響の評価における許容限界

は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

に記載の許容限界に基づき，表 3－2 のとおり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

防波壁に波及的

影響を及ぼさな

い 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひず

みが構造物全体とし

ての構造強度の確認

のための許容限界を

超えないことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝23.5（N/mm2） 

（Fc＝240（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD345 

2.25×104 9.38×103 5 ― 
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地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，曲げ及びせん断剛性を考

慮した質点系モデルとし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，Ｎ

Ｓ方向及びＥＷ方向それぞれについて行っている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 に示す。 

基礎底面の地盤ばねについては，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」という。）により，振動アドミッタンス理論に基づき求めたスウェイ及

びロッキングの地盤ばねを，近似法により定数化して用いる。このうち，基礎底

面のロッキング地盤ばねに基礎浮上りによる幾何学的非線形性を考慮したモデル

による接地率が適用範囲を満足しないことから，基礎底面のロッキング地盤ばね

は，建物基礎底面と地盤の間の付着力 0.68N/mm2 を考慮し，線形とする。地盤ば

ねの定数化の概要を図 3－5 に，地盤ばね定数及び減衰係数を表 3－4 に示す。基

礎底面ばねの評価には解析コード「ＡＤＭＩＴＨＦ」を用いる。評価に用いる解

析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

入力地震動は，「3.1 評価対象部位及び評価方針」に示す基準地震動Ｓｓを基

礎底面レベルに直接入力する。なお，基準地震動Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２に関

しては，サイトバンカ建物（増築部）の配置に応じて方位を補正した波形を用い

る。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－6 に示す。 
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図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 
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Ｋｃ

ω1

Ｃｃ

実部 RＫ(ω)

虚部 IＫ(ω)

円振動数(ω)

地盤ばね(Ｋ)

 

ばね定数 ：0Hz のばね定数Ｋｃで定数化 

減衰係数 ：地盤－建物連成系の 1 次固有円振動数ω1 に対応する虚部の値と原

点とを結ぶ直線の傾きＣｃで定数化 

 

図 3－5 地盤ばねの定数化の概要 

 

表 3－4 地盤ばね定数と減衰係数 

(a) ＮＳ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 3.05×108 （kN/m） 1.06×106 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 6.33×1010（kN・m/rad） 2.69×107 （kN・m・s/rad） 

 

 

(b) ＥＷ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 3.32×108 （kN/m） 1.26×106 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 1.24×1010（kN・m/rad） 3.58×105 （kN・m・s/rad） 
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図 3－6 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図 
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3.5.2 解析方法 

サイトバンカ建物（増築部）の地震応答解析には，解析コード「ＮＵＰＰ４」

を用いる。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁

のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－7 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－7 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－8 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－8 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－9 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－9 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－10 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－10 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) スケルトン曲線の諸数値 

サイトバンカ建物（増築部）の各耐震壁について算定したせん断及び曲げスケ

ルトン曲線の諸数値を表 3－5～表 3－8 に示す。 
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表 3－5 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

MA-MB

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

27.6～23.8 1.68 2.26 4.71 0.179 0.536 4.00

23.8～20.3 1.77 2.39 4.75 0.189 0.567 4.00

EL
(m)

 

 

MB

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

20.3～17.8 1.86 2.51 4.83 0.198 0.595 4.00

17.8～14.1 1.92 2.59 4.71 0.205 0.615 4.00

EL
(m)

 

 

MA

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

20.3～17.8 1.87 2.52 4.80 0.199 0.598 4.00

17.8～14.1 1.93 2.60 4.66 0.206 0.617 4.00

EL
(m)

 

 

MA-MB

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

14.1～8.8 2.03 2.74 4.59 0.216 0.639 4.00

EL
(m)
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表 3－6 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

M6

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

27.6～23.8 1.64 2.21 4.32 0.175 0.525 4.00

23.8～20.3 1.64 2.22 3.78 0.175 0.546 4.00

20.3～17.8 1.80 2.43 4.23 0.192 0.576 4.00

17.8～14.1 1.78 2.40 3.86 0.189 0.592 4.00

EL
(m)

 

 

M1

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

27.6～23.8 1.64 2.21 4.21 0.174 0.546 4.00

23.8～20.3 1.76 2.38 4.07 0.188 0.586 4.00

20.3～17.8 1.89 2.55 4.34 0.201 0.604 4.00

17.8～14.1 1.96 2.65 3.94 0.209 0.628 4.00

EL
(m)

 

 

M1-M6

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

14.1～8.8 1.91 2.58 4.35 0.204 0.629 4.00

EL
(m)
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表 3－7 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

MA-MB

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

27.6～23.8 4.75  6.63  9.19  6.30 62.9  1260    

23.8～20.3 5.23  7.45  10.1   6.93 64.1  1280    

EL
(m)

 

 

MB

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

20.3～17.8 3.19  5.41  7.13  7.50 66.3  1330    

17.8～14.1 3.37  5.71  7.48  7.93 67.0  1340    

EL
(m)

 

 

MA

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

20.3～17.8 2.79  4.76  6.13  7.94 66.8  1340    

17.8～14.1 2.95  5.02  6.41  8.39 67.6  1350    

EL
(m)

 

 

MA-MB

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

14.1～8.8 6.53  11.9   15.0   7.97 66.8  1340    

EL
(m)
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表 3－8 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

M6

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

27.6～23.8 0.893 1.20  1.43  17.3  182    3650    

23.8～20.3 0.945 1.24  1.39  18.3  183    3670    

20.3～17.8 1.05  1.50  1.82  20.5  188    3750    

17.8～14.1 1.10  1.51  1.75  21.3  188    3760    

EL
(m)

 

 

M1

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

27.6～23.8 0.906 0.984 1.14  20.3  186    3700    

23.8～20.3 1.02  1.13  1.29  22.9  190    3770    

20.3～17.8 1.12  1.63  1.96  24.7  195    3910    

17.8～14.1 1.20  1.73  2.07  26.4  198    3950    

EL
(m)

 

 

M1-M6

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

14.1～8.8 2.37  3.65  4.57  23.1  195    3890    

EL
(m)
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3.5.4 材料物性の不確かさ等 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基

本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施す

ることとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，地盤調査結果の平均値を基

に設定した数値を基本ケースとし，地盤物性の不確かさ検討にあたっては，Ｓ波

速度に対して標準偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。なお，建物剛性

の不確かさについては，コンクリートの実強度は設計基準強度よりも大きくなる

こと及び建物剛性として考慮していない壁の建物剛性への寄与については構造耐

力の向上が見られることから，保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－9 に，地盤物性の不

確かさを考慮した解析用地盤物性値を表 3－10 に示す。 

 

表 3－9 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％）＊ 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％）＊ 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 

注記＊：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地盤のＳ波速度Ｖｓ

の不確かさを設定する。 
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表 3－10 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

支持地盤 

地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

1600 1760 1440 

 



 

36 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
5 
R
1 

3.6 評価方法 

サイトバンカ建物（増築部）の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける質点

系モデルの地震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，応答せん断ひずみを算定し，最大応答せん断ひずみが許容限界を超えないこ

とを確認する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大応答せん断ひずみを表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大応答せん断ひずみは，0.60×10-3（EL 14.1m

～EL 8.8m，ＥＷ方向，Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさを考慮した場

合の最大応答せん断ひずみは，最大で 0.65×10-3（EL 14.1m～EL 8.8m，ＥＷ方向，ケー

ス 2，Ｓｓ－Ｄ）であり，いずれの場合においても許容限界（4.0×10-3）を超えない

ことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大応答せん断ひずみ 

（単位：×10-3）     

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 許容限界 

ＮＳ 
0.50 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.52 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.46 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.48 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

ＥＷ 
0.60 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.65 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.60 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.64 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性

の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－

Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷ

に対して実施。 
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Ⅵ-2-11-2-1-6 排気筒モニタ室の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，排気筒モニタ室が排気筒に対して，波及的影響を及ぼさないことを説

明するものである。 

その波及的影響の評価は，排気筒の有する機能が保持されることを確認するために，

施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，排気筒モニタ室の構造物全体としての変

形性能の評価を，建物・構築物間の相対変位による影響では，排気筒への衝突の有無を

確認する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

排気筒モニタ室の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 排気筒モニタ室の設置位置 

 PN

排気筒モニタ室 
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2.2 構造概要 

排気筒モニタ室は，1 階建の鉄筋コンクリート造の建物である。排気筒モニタ室の

概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2－3 に，建物配置図を図 2－4 に，排気筒

モニタ室と排気筒のクリアランスを図 2－5 に示す。 

排気筒モニタ室の平面は，11.55m＊（ＮＳ）×11.5m＊（ＥＷ）であり，1 階床面か

らの高さは 3.45m である。 

排気筒モニタ室の基礎は排気筒の基礎（筒身基礎及びディーゼル燃料貯蔵タンク室

の側壁）と一体構造である。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。
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(単位:m)

A
C

B

0.125 7.75 3.5 0.125

11.5

321 PN

  

図 2－2 排気筒モニタ室の概略平面図（EL 8.8m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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(単位:m)

11.55

5.7 5.6 0.1250.125

CBA

A

A

EL  8.8

EL 12.25

3.
45

 

図 2－3(1) 排気筒モニタ室の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 

 

(単位:m)

11.5

7.75 3.5 0.1250.125

321

PN

BB

EL  8.8

EL 12.25
3.
45

 

図 2－3(2) 排気筒モニタ室の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向）
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PN

排気筒（鉄塔）

排気筒
モニタ室 排気筒（筒身）

燃料移送ポンプエリア
竜巻防護対策設備

（南側）

燃料移送ポンプエリア
竜巻防護対策設備

（北側）

0.6m以上

 

 

図 2－4 建物配置図 

 

ディーゼル燃料移送ポンプ

エリア防護対策設備（北側） 

 

ディーゼル燃料移送ポンプ

エリア防護対策設備（南側） 
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(単位:m)

97mm

EL 12.25

EL  8.8

EL 12.65

排気筒（鉄塔）排気筒モニタ室

EL  23.9

 

図 2－5 排気筒モニタ室と排気筒（鉄塔）のクリアランス 

（ＮＳ方向） 
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2.3 評価方針 

排気筒モニタ室は，排気筒と同じ運転状態を想定することから，設計基準対象施設

及び重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価を行う。 

排気筒モニタ室の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価においては，基準地

震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うこととす

る。排気筒モニタ室の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれ

のある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価において，

施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体としての変形性能の評価を

行う。建物・構築物間の相対変位による影響では，排気筒（鉄塔）との相対変位によ

る評価を行うことで，排気筒への衝突の有無の確認を行う。この相対変位による評価

では，排気筒モニタ室の最大応答変位に加えて，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算

書」に基づく最大応答変位を用いる。評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮

する。 

なお，排気筒モニタ室は，排気筒（筒身）と 0.6m 以上離れており，排気筒モニタ

室が倒壊しない限り衝突・接触することはない。 

また，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価においては，Ｓｓ地震時に対

する評価を行う。ここで，排気筒モニタ室では，設計基準事故時及び重大事故等時の

状態における圧力，温度等の条件に有意な差異がないことから，重大事故等対処施設

に対する波及的影響の評価は，設計基準対象施設に対する波及的影響の評価と同一と

なる。 

図 2－6 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価＊

（せん断ひずみの評価）
建物・構築物間の最大相対変位による評価＊

（排気筒への影響評価）

添付書類
Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」

建物・構築物間の時刻歴相対変位による評価＊

（排気筒への影響評価）

評価終了

最大相対変位
97mm未満

最大相対変位
97mm以上

時刻歴相対変位
97mm未満

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－6 排気筒モニタ室の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

排気筒モニタ室の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

排気筒モニタ室の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる耐震壁の最大応答せん断ひずみが，「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」により設定した許容限界を超え

ないことを確認する。 

排気筒との相対変位による評価では，排気筒モニタ室と排気筒の最大応答変位の絶

対値和（以下「最大相対変位」という。）と建物・構築物間のクリアランスの大小関

係により，隣接する排気筒への衝突の有無を確認する。なお，最大相対変位が許容限

界を超過する場合には，排気筒モニタ室と排気筒の時刻歴上の相対変位から衝突の有

無を確認する。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

排気筒モニタ室の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設である排気筒の

評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に

示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基準地震動Ｓｓを用いることとす

る。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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(b) ＥＷ方向 

 

図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

排気筒モニタ室の排気筒に対する波及的影響の評価における許容限界は， 

Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に記

載の許容限界に基づき，表 3－2 及び表 3－3 のとおり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

排気筒に波及的

影響を及ぼさな

い 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 

排気筒モニタ室 

及び 

排気筒（鉄塔） 

建物・構築物間の最大

相対変位が波及的影響

を及ぼさないための許

容限界を超えないこと

を確認＊ 

相対変位 

97mm 

注記＊：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，排気筒モニタ室と排気筒の時刻歴

上の相対変位から衝突の有無を確認する。 

 

表 3－3 波及的影響の評価における許容限界 

（重大事故等対処施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

排気筒に波及的

影響を及ぼさな

い 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 

排気筒モニタ室 

及び 

排気筒（鉄塔） 

建物・構築物間の最大

相対変位が波及的影響

を及ぼさないための許

容限界を超えないこと

を確認＊ 

相対変位 

97mm 

注記＊：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，排気筒モニタ室と排気筒の時刻歴

上の相対変位から衝突の有無を確認する。 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝20.6（N/mm2） 

（Fc＝210（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD35（SD345 相当） 

2.15×104 8.98×103 5 ― 
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地震応答解析モデルは，排気筒モニタ室が排気筒の基礎に設置されていること

から 1 階床面（EL 8.8m）を固定し，曲げ及びせん断剛性を考慮した質点系モデル

とし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，ＮＳ方向及びＥＷ方向

それぞれについて行っている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 に示す。 

入力地震動は，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」で算定した基準地震動  

Ｓｓによる排気筒（筒身）の基礎上端位置の応答を用いることとし，排気筒モニ

タ室の 1 階床面レベルに直接入力する。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－5 に，排気筒モニタ室へ

の入力地震動とする排気筒（筒身）の基礎上端位置における加速度応答スペクト

ルを図 3－6 に示す。 
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図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 
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〔排気筒の地震応答解析モデル〕

入力地震動

排気筒（筒身）の基礎上端位置における
基準地震動Ｓｓの時刻歴応答加速度

1

〔排気筒モニタ室の地震応答解析モデル〕

 

図 3－5 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図
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(b) ＥＷ方向 

 

図 3－6 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，排気筒（筒身）基礎上） 
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3.5.2 解析方法 

排気筒モニタ室の地震応答解析には，解析コード「ＮＵＰＰ４」を用いる。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「原子力発電所

耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」（以

下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」という。）に基づき，トリリニア型スケル

トン曲線とする。耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－7 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－7 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－8 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－8 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－9 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－9 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－10 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－10 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) スケルトン曲線の諸数値 

排気筒モニタ室の各耐震壁について算定したせん断及び曲げスケルトン曲線の

諸数値を表 3－5～表 3－8 に示す。 
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表 3－5 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

12.25～8.8 1.48 2.00 4.19 0.165 0.495 4.00

EL
(m)

 

 

表 3－6 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向）

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

12.25～8.8 1.48 2.00 4.19 0.165 0.495 4.00

EL
(m)

 

 

表 3－7 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×10
5 
kN･m) (×10

5 
kN･m) (×10

5 
kN･m) (×10

-6 
/m) (×10

-6 
/m) (×10

-6 
/m)

12.25～8.8 0.472 0.631 0.833 15.2  166    3320    

EL
(m)

 

 

表 3－8 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

12.25～8.8 0.454  0.628  0.849  15.3  167    3350    

EL
(m)
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3.5.4 材料物性の不確かさ等 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基

本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施す

ることとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，排気筒の基礎に設置された

建物であることから基礎固定モデルとしており地盤ばねの変動はなく，また，地

盤物性のばらつきに伴う排気筒基礎からの入力地震動による影響は小さいため，

考慮しない。また，建物剛性の不確かさについては，コンクリートの実強度は設

計基準強度よりも大きくなること及び建物剛性として考慮していない壁の建物剛

性への寄与については構造耐力の向上が見られることから，保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－9 に示す。 

 

 

表 3－9 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 ― 基本ケース 

ケース 2 

（積雪） 
設計基準強度 ― 

積雪荷重との 

組合せを考慮 
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3.6 評価方法 

排気筒モニタ室の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける質点系モデルの地

震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，応答せん断ひずみを算定し，最大応答せん断ひずみが許容限界を超えないこ

とを確認する。 

 

3.6.2 相対変位による評価方法 

相対変位による評価は，「3.5 解析方法」に示す排気筒モニタ室の地震応答解

析モデルによる解析結果とⅥ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」における地震応

答解析結果から，地震動毎に最大応答変位の和を算定し，その値が許容限界を超

えないことを確認する。最大相対変位を算定する際の基準点は，排気筒の基礎底

面レベルの地盤面とする。 

また，衝突のおそれのある床レベルに地震応答解析モデルの質点がない場合に

は，当該床レベルの上下質点の応答変位を用いた線形補間により，当該床レベル

の変位を算定する。 

さらに，上記の最大相対変位が許容限界を超える場合には，各建物・構築物の

時刻歴応答変位による相対変位が，許容限界を超えないことを確認する。 

なお，排気筒モニタ室は 1 階床面（EL 8.8m）を固定したモデルのため，地盤物

性の不確かさを考慮していないことから，地震応答解析ケースはケース 1（工認

モデル）及びケース 2（積雪）の 2 ケースである。一方，排気筒では地盤物性の

不確かさ及び制震装置（粘性ダンパ）の不確かさを考慮しており，Ⅵ-2-2-13「排

気筒の地震応答計算書」において地震応答解析ケースを 5 ケースとしている。こ

のため，相対変位による評価について，排気筒モニタ室のケース 1 は排気筒の全

5 ケースと，排気筒モニタ室のケース 2 は排気筒のケース 1（工認モデル）との相

対変位を評価する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大応答せん断ひずみを表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大応答せん断ひずみは，0.04×10-3（ＮＳ方

向，Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさを考慮した場合の最大応答せん断

ひずみは，最大で 0.04×10-3（ＮＳ方向，ケース 2，Ｓｓ－Ｄ）であり，いずれの場

合においても許容限界（4.0×10-3）を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大応答せん断ひずみ 

（単位：×10-3）     

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 許容限界 

ＮＳ 
0.04 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.04 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

ＥＷ 
0.04 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.04 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性

の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－

Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷ

に対して実施。 
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4.2 相対変位による評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物・構築物間の最大相対変位を表 4－2 に示す。また，

各建物・構築物の最大応答変位とクリアランスを図 4－1 に示す。 

その結果，材料物性の不確かさを考慮した場合も含め，最大相対変位は，EL 12.25m

で 4.29mm（Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（97mm）を超えないことを確認した。 

 

 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-1-6 R1 
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表 4－2 排気筒モニタ室と排気筒（鉄塔）の最大相対変位 

（ＮＳ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

排気筒モニタ室 
排気筒 

（鉄塔） 

ケース 1＊1 

（工認モデル） 
ケース 2＊1 

許容 

限界 質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

ケース 1＊2 

（工認モデル） 

ケース 2＊2 

（地盤物性＋σ） 

ケース 3＊2 

（地盤物性－σ） 

ケース 4＊2 

（減衰係数上限） 

ケース 5＊2 

（減衰係数下限） 

ケース 1＊2 

（工認モデル） 

① 12.25 ＊3 12.25 
3.54 

(Ｓｓ－Ｄ) 

3.19 

(Ｓｓ－Ｄ) 

4.29 

(Ｓｓ－Ｄ) 

3.52 

(Ｓｓ－Ｄ) 

3.60 

(Ｓｓ－Ｄ) 

3.54 

(Ｓｓ－Ｄ) 
97 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震

動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊1：排気筒モニタ室の地震応答解析ケースを示す。 

＊2：排気筒の地震応答解析ケースを示す。 

＊3：排気筒モニタ室の質点①（EL 12.25m）の応答変位に加算する排気筒の応答変位は，排気筒（鉄塔）の上下質点間

（EL 23.9m～EL 8.5m）で線形補間して算定。
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注記＊1：排気筒モニタ室の地震応答解析ケースを示す。 

＊2：排気筒の地震応答解析ケースを示す。 

 

図 4－1 排気筒モニタ室と排気筒（鉄塔）の最大応答変位とクリアランス（ＮＳ方向） 
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Ⅵ-2-11-2-2 １号機排気筒の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」に基づき，１号機排気筒が原子炉補機海水ポンプ，原子炉建物等に対して，波及的影

響を及ぼさないことを説明するものである。 

その波及的影響の評価は，原子炉補機海水ポンプ，原子炉建物等の有する機能が保持さ

れることを確認するために，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，１号機排気筒

の構造物全体としての変形性能の評価を行う。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

１号機排気筒の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 １号機排気筒の設置位置 

 PN

１号機排気筒 
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2.2 構造概要 

１号機排気筒は，地盤からの高さ 120m である内径 2.8m の鋼板製筒身を鋼管四角形鉄

塔で支えた鋼製鉄塔支持型排気筒である。 

１号機排気筒の基礎は鉄筋コンクリート造であり，岩盤に直接設置している。 

筒身は支持点位置(EL 37.5m，EL 59.5m，EL 89.5m 及び EL 113.5m＊)にて鉄塔と接合

されている。 

１号機排気筒の概要図を図 2－2 に，配置図を図 2－3 に示す。 

 

構造概要 

構造形状 鋼製鉄塔支持型 

排気筒高さ 筒身 120.0m（EL 128.5m） 

鉄塔高さ 105.0m（EL 113.5m） 

鉄塔幅 頂 部  6.0m 

 根開き  26.0m 

筒身支持点位置 EL 37.5m，EL 59.5m，EL 89.5m，EL 113.5m 

基礎 鉄筋コンクリート造 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－2 １号機排気筒の概要図（単位：m） 
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図 2－3 １号機排気筒の配置図 

１号機排気筒

１号機排気筒の転倒範囲（半径約120m）

 PN
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2.3 評価方針 

１号機排気筒は，原子炉補機海水ポンプ，原子炉建物等と同じ運転状態を想定するこ

とから，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価を行う。 

１号機排気筒の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価においては，基準地震動

Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うこととする。１

号機排気筒の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位

クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価において，施設の損傷，

転倒及び落下等による影響では，構造物全体としての変形性能の評価を行う。評価にあ

たっては，材料物性の不確かさを考慮する。 

また，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価においては，Ｓｓ地震時に対す

る評価を行う。ここで，１号機排気筒では，設計基準事故時及び重大事故等時の状態に

おける圧力，温度等の条件に有意な差異がないことから，重大事故等対処施設に対する

波及的影響の評価は，設計基準対象施設に対する波及的影響の評価と同一となる。 

図 2－4 に１号機排気筒の波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

評価終了

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。

変形性能の評価＊

(鉄塔部及び筒身部の最大変形角の評価)

 

図 2－4 １号機排気筒の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

１号機排気筒の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・煙突構造設計施工指針（（財）日本建築センター，1982 年版） 

・煙突構造設計指針（（社）日本建築学会，2007 制定） 

・塔状鋼構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，1980 制定） 

・鋼構造座屈設計指針（（社）日本建築学会，1996 改定） 

・容器構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

１号機排気筒の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，立体架構モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる鉄塔部及び筒身部の頂部変位に基づく最大変形角が，「建築基準法施

行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定した許容限界を超えないことを確認する。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

１号機排気筒の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設である原子炉補機海

水ポンプ，原子炉建物等の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地

震動Ｓｄの策定概要」に示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基準地震動

Ｓｓを用いることとする。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図 3

－1～図 3－4 に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ 

 

 

(c) Ｓｓ－Ｆ２ 

 

図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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(d) Ｓｓ－Ｎ１ 

 

 

(e) Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 

 

 

(f) Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 

 

図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ 

 

 

(c) Ｓｓ－Ｆ２ 

 

図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 

最大値 820 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2
）

時間（s）

最大値 560 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2
）

時間（s）

最大値 777 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2
）

時間（s）



 

12 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
2 
R1
 

 

(d) Ｓｓ－Ｎ１ 

 

 

(e) Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 

 

 

(f) Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 

 

図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ 

 

 

(c) Ｓｓ－Ｆ２ 

 

図 3－3(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 
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(d) Ｓｓ－Ｎ１ 

 

 

(e) Ｓｓ－Ｎ２ 

 

図 3－3(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 
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(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 3－4(1) 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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(c) 鉛直方向 

 

図 3－4(2) 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス

施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組合せ

を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

１号機排気筒の原子炉補機海水ポンプ，原子炉建物等に対する波及的影響の評価にお

ける許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震

評価方針」に記載の許容限界に基づき，表 3－2 及び表 3－3 のとおり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

原子炉補機海水

ポンプ，原子炉

建物等に波及的

影響を及ぼさな

い 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

鉄塔部及び筒身部 

最大変形角が構造物全

体としての構造強度の

確認のための許容限界

を超えないことを確認 

1/120＊ 

注記＊：「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定。 

 

表 3－3 波及的影響の評価における許容限界 

（重大事故等対処施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

原子炉補機海水

ポンプ，原子炉

建物等に波及的

影響を及ぼさな

い 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

鉄塔部及び筒身部 

最大変形角が構造物全

体としての構造強度の

確認のための許容限界

を超えないことを確認 

1/120＊ 

注記＊：「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定。 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モデ

ルの設定方針に基づき設定する。地震応答解析モデルの設定に用いた使用材料の物

性値を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 使用材料の物性値 

使用材料 

ヤング係数 

Ｅ 

（N/mm2） 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

（N/mm2） 

減衰定数 

ｈ 

（％） 

備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝22.1（N/mm2） 

（Fc＝225（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD35（SD345 相当） 

2.20×104 9.18×103 5 基礎 

鋼材： 

SS41（SS400 相当） 

STK41（STK400 相当） 

2.05×105 7.90×104 2 鉄塔 

鋼材： 

SM41（SM400 相当） 
2.05×105 7.90×104 1 筒身 
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地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，構造物－地盤連成の立体架

構モデルとする。１号機排気筒の地震応答解析モデルを図 3－5 に，部材諸元一覧

を表 3－5～表 3－10 に示す。 

地震応答解析は，時刻歴応答解析により行う。なお，減衰は剛性比例型減衰（１

号機排気筒の水平方向 1 次固有振動数に対し，筒身は 1％，鉄塔は 2％，基礎は 5％

と設定）として評価する。 

基礎底面の地盤ばねについては，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」により，成層補正を行ったのち，

振動アドミッタンス理論に基づき求めたスウェイ，ロッキング及び鉛直の地盤ばね

を，近似法により定数化して用いる。地盤ばねの定数化の概要を図 3－6 に，地盤

ばね定数及び減衰係数を表 3－11 に示す。基礎底面ばねの評価には解析コード「Ａ

ＤＭＩＴＨＦ」を用いる。評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要に

ついては，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓから以下の手順で算定

する。まず，解放基盤表面以深の地盤を 1 次元地盤としてモデル化し，一次元波動

論に基づく評価により，EL-215m の入射波を算定する。算定した EL-215m の入射波

を１号機排気筒位置での地盤をモデル化した 1 次元地盤に入力して一次元波動論

に基づく評価を行い，１号機排気筒基礎底面での地盤応答を評価して入力地震動と

する。地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値を表 3－12 に示す。表 3－12

に示す地盤物性値のうち，表層①-1 については，地震動レベル及び試験結果に基づ

く埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値とする。また，１号機排気筒基礎底

面レベルにおけるせん断力及び軸力（以下「切欠き力」という。）を入力地震動に

付加することにより，地盤の切欠き効果を考慮する。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－7 に，1 次元地盤モデル

を図 3－8 に，基礎底面位置（EL 0.0m）における入力地震動の加速度応答スペクト

ルを図 3－9 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」を用いる。

評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プ

ログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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K2

K1

JF*

EL8.8

(m)

筒身支持点

筒身支持点

筒身支持点

筒身支持点

：質点

：曲げせん断ビーム要素
　又はトラス要素

：剛体要素

【凡例】

 

注記＊：回転慣性重量（9.976×106kN・m2） 

 

図 3－5 地震応答解析モデル 
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表 3－5 筒身部モデル諸元（断面諸元） 

高さ 

EL 

（m） 

断面形状 

(mm) 

断面性能 

断面積 

Ａ 

（×103 mm2） 

せん断 

断面積 

ＡＳｘ，ｙ 

（×103 mm2） 

断面二次 

モーメント 

Ｉｘ，ｙ 

(×109 mm4) 

ねじり 

定数 

Ｊ 

(×109 mm4) 

128.5 ～  8.8 φ2,816×8.0  71.0 35.5  70.0 139.1 

21.3 ～ 13.8 φ2,820×10.0  88.0 44.0  87.0 174.3 

128.5 ～  8.8 φ2,824×12.0＊ 106.0 53.0 105.0 209.6 

128.5 ～  8.8 φ2,828×14.0＊ 124.0 62.0 123.0 245.0 

注記＊：筒身支持点の上下区間の断面形状を示す。 

 

表 3－6 筒身部モデル諸元（質点重量） 

高さ 

EL（m） 

質点重量 

（kN） 

128.5 40.0 

113.5 310.0 

89.5 250.0 

59.5 260.0 

37.5 200.0 

8.8 460.0 
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表 3－7 鉄塔部モデル諸元（断面諸元） 

部材 

高さ 

EL 

（m） 

使用部材 

（mm） 

断面性能 

断面積 

Ａ 

（mm2） 

せん断 

断面積 

ＡＳｘ，ｙ 

（mm2） 

断面二次 

モーメント 

Ｉｘ，ｙ 

(×106 mm4) 

ねじり 

定数 

Ｊ 

(×106 mm4) 

主柱材 

113.5 ～ 102.5 φ267.4× 6.6 5408 2704 46.0 92.0 

102.5 ～  89.5 φ355.6× 6.4 7021 3511 107.1 214.0 

89.5 ～  75.5 φ508.0× 7.9 12410 6205 388.1 776.0 

75.5 ～  59.5 φ609.6× 9.5 17910 8955 806.4 1612.0 

59.5 ～  37.5 φ711.2×12.7 27870 13935 1700.0 3399.0 

37.5 ～   8.5 φ812.8×16.0 40050 20025 3180.0 6357.0 

斜材 

113.5 ～  89.5 φ216.3× 5.8 3836 ― ― ― 

89.5 ～  75.5 φ267.4× 6.6 5408 ― ― ― 

75.5 ～  59.5 φ318.5× 6.9 6755 ― ― ― 

59.5 ～  37.5 φ406.4× 7.9 9890 ― ― ― 

37.5 ～   8.5 φ508.0× 9.5 14880 ― ― ― 

水平材 

113.5 H-500×200×10×16＊ 11080 
6400 460.4 

0.7021 
5000 21.4 

108.8 φ165.2× 4.5 2272 1136 7.3 14.7 

102.5 ～  83.3 φ216.3× 5.8 3836 1918 21.3 42.5 

75.5 ～  68.3 φ267.4× 6.6 5408 2704 46.0 92.0 

59.5 φ355.6× 6.4 7021 3511 107.1 214.0 

49.8 φ406.4× 7.9 9890 4945 196.4 392.6 

37.5 φ508.0× 9.5 14880 7440 462.3 924.3 

24.7 φ457.2× 6.4 9064 4532 230.3 460.5 

注記＊：Ｈ形鋼のせん断断面積及び断面二次モーメントは上段がＡＳｘ及びＩｘ，下段が  

ＡＳｙ及びＩｙを示す。  

 

 

 

 

 

ｙ 

ｘ 
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表 3－8 鉄塔部モデル諸元（質点重量） 

高さ 

EL（m） 

質点重量＊ 

（kN） 

113.5 60.0 

108.8 35.2 

102.5 46.0 

96.9 56.0 

89.5 83.2 

83.3 75.2 

75.5 111.2 

68.3 138.0 

59.5 233.2 

49.8 278.0 

37.5 453.2 

24.7 473.2 

8.5 206.0 

注記＊：各高さの総重量を示す。 
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表 3－9 基礎部モデル諸元（断面諸元） 

高さ 

EL 

（m） 

断面形状 

(m) 

断面性能 

断面積 

Ａ 

（m2） 

せん断 

断面積 

ＡＳｘ，ｙ 

（m2） 

断面二次 

モーメント 

Ｉｘ，ｙ 

(m4) 

ねじり 

定数 

Ｊ 

(m4) 

8.8 ～ 4.5（筒身部） 6.0×6.0 36.00 30.00 108.00 182.20 

8.5 ～ 4.5（鉄塔部） 4.0×4.0 16.00 13.33 21.33 35.99 

4.5 ～ 0.0（地中梁部） － 516.0 430.0 59320 35430 

 

 

表 3－10 基礎部モデル諸元（質点重量） 

高さ 

EL（m） 

質点重量 

（kN） 

8.8 1760.0 

8.5 2980.0 

4.5 66420.0 

0.0 27330.0 
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Ｋｃ

ω1

Ｃｃ

実部 RＫ(ω)

虚部 IＫ(ω)

円振動数(ω)

地盤ばね(Ｋ)

 

ばね定数 ：0Hz のばね定数Ｋｃで定数化 

減衰係数 ：地盤－建物連成系の 1 次固有円振動数ω1 に対応する虚部の値と原

点とを結ぶ直線の傾きＣｃで定数化 

 

図 3－6 地盤ばねの定数化の概要 

 

表 3－11 地盤ばね定数と減衰係数 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 4.44×108（kN/m) 2.17×106（kN・s/m） 

K2 底面・鉛直 6.00×108（kN/m) 3.99×106（kN・s/m) 

K3 底面・回転 8.05×1010(kN・m/rad) 2.75×105（kN・m・s/rad) 
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表 3－12 １号機排気筒の地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 * 422 * 20.7 0.45 0.341* 8 * 

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値 
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基準地震動Ｓｓ

EL -215.0m

解放基盤表面
 

EL -10.0m

入射波(E1)反射波(F1)

〔解放地盤モデル〕

EL -215.0m

EL 0.0m

入射波(E1) 反射波(F2)

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F2)

〔実地盤モデル〕

EL 8.5m

入力地震動
(E+F)

〔地震応答解析モデル〕

入力地震動(E+F)
切欠き力（P）

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F1)

(2E0)

 

図 3－7 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図
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［実地盤モデル］［解放地盤モデル］

排気筒基礎下端
EL  0.0m

地表面
EL  8.5m

入力地震動
(E+F)

切欠き力(P)

反射波(F2)入射波(E1)入射波(E1)反射波(F1)

EL -160.0m

解放基盤表面
EL -10.0m

EL -60.0m

EL -110.0m

EL -215.0m

一次元波動論に
よる応答計算

EL -140.0m

EL -115.0m

一次元波動論に
よる応答計算

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層
 -1

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

EL -215.0m

基準地震動Ｓｓ
(2E0)

EL -200.0m

 

図 3－8(1) 1 次元地盤モデル（水平方向） 
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［実地盤モデル］［解放地盤モデル］

排気筒基礎下端
EL  0.0m

地表面
EL  8.5m

入力地震動
(E+F)

切欠き力(P)

反射波(F2)入射波(E1)入射波(E1)反射波(F1)

EL -160.0m

解放基盤表面
EL -10.0m

EL -60.0m

EL -110.0m

EL -215.0m

一次元波動論に
よる応答計算

EL -140.0m

EL -115.0m

一次元波動論に
よる応答計算

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層
 -1

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

EL -215.0m

基準地震動Ｓｓ
(2E0)

EL -200.0m

 

図 3－8(2) 1 次元地盤モデル（鉛直方向） 
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(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

 

図 3－9(1) 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，EL 0.0m） 
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(c) 鉛直方向 

 

図 3－9(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，EL 0.0m） 
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3.5.2 解析方法 

１号機排気筒の地震応答解析には，解析コード「ｆａｐｐａｓｅ」を用いる。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき，

時刻歴応答解析により実施する。 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ及びＳｓ－Ｎ１については，２方向（水平１方向（0°方向又

は 45°方向）及び鉛直方向）の同時入力とする。また，基準地震動Ｓｓ－Ｆ１，  

Ｓｓ－Ｆ２及びＳｓ－Ｎ２については，３方向（水平２方向及び鉛直方向）の同時

入力とする。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，

Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 材料物性の不確かさ 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地震

応答解析は，１号機排気筒応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，

基本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施

することとする。 

地盤物性の不確かさについては，地盤調査結果の平均値を基に設定した数値を基

本ケースとし，地盤物性の不確かさ検討にあたっては，Ｓ波速度及びＰ波速度に対

して標準偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－13 に，地盤物性の不

確かさを考慮した解析用地盤物性値を表 3－14 に示す。 

 

 

表 3－13 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％）＊ 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％）＊ 
 

注記＊：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地盤のＳ波速度Ｖｓ

及びＰ波速度Ｖｐの不確かさを設定する。 
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表 3－14 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

(a) Ｓ波速度 

層番号 
地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 127 153 102 

岩盤③ 1600 1760 1440 

岩盤④ 1950 2145 1755 

岩盤⑤ 2000 2200 1800 

岩盤⑥ 2350 2585 2115 

 

(b) Ｐ波速度 

層番号 
地盤のＰ波速度 Ｖｐ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 422 506 338 

岩盤③ 3600 3960 3240 

岩盤④ 4000 4400 3600 

岩盤⑤ 4050 4455 3645 

岩盤⑥ 4950 5445 4455 
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3.6 評価方法 

１号機排気筒の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける立体架構モデルの地震

応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価では，立体架構モデルによる地震応答解析を

行い，鉄塔部及び筒身部の頂部変位より最大変形角を算定し，許容限界を超えない

ことを確認する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する１号機排気筒の最大変形角を表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大変形角は，鉄塔部で 1/370（Ｓｓ－Ｄ），筒

身部で 1/308（Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさを考慮した場合の最大変

形角は，鉄塔部で 1/355（ケース 3，Ｓｓ－Ｄ），筒身部で 1/293（ケース 3，Ｓｓ－Ｄ）

であり，いずれの場合においても許容限界（1/120）を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 １号機排気筒の最大変形角 

ケース 

項目 

鉄塔部 筒身部 
許容 

限界 ケース 1 

（工認モデル） 
ケース 2 ケース 3 

ケース 1 

（工認モデル） 
ケース 2 ケース 3 

高さ＊1 

(m) 
105.0 105.0 105.0 119.7 119.7 119.7 ― 

水平 

応答変位 

(㎜) 
283.4 276.3 295.4 388.5 378.9 407.7 ― 

最大＊2 

変形角 

1/370 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/380 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/355 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/308 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/315 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/293 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

注記＊1：鉄塔部は EL 8.5m からの高さ，筒身部は EL 8.8m からの高さを示す。 

＊2：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確か

さを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，

Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２に対して実施。 
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Ⅵ-2-11-2-3 免震重要棟遮蔽壁の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」に基づき，免震重要棟遮蔽壁が，上位クラス施設である緊急時対策所に対して，波

及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

波及的影響の評価として，上位クラス施設の機能が保持されることを基準地震動Ｓｓ

を用いた地震応答解析を行い，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実

施することにより，免震重要棟遮蔽壁が十分な構造強度を有することを確認する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

免震重要棟遮蔽壁の設置位置を図 2－1 に，波及的影響範囲を図 2－2 に示す。 

 

 

図 2－1 免震重要棟遮蔽壁の設置位置 

 

 

                   ：免震重要棟遮蔽壁の波及的影響範囲（約 10m） 

                   ：構造目地 

図 2－2 免震重要棟遮蔽壁の波及的影響範囲 

免震重要棟遮蔽壁 

緊急時対策所 

免震重要棟遮蔽壁 
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2.2 構造概要 

免震重要棟遮蔽壁の平面図を図 2－3 に，断面図を図 2－4 に，概略配筋図を図 2－5 に

示す。 

免震重要棟遮蔽壁は，鉄筋コンクリート造の杭基礎（鋼管杭）構造であり，幅 0.5

～2.4m，高さ 10.3m の鉄筋コンクリート造の壁部と，直径 1.2m，長さ 6m の鋼管杭の

地下部により構成される。 

また，免震重要棟遮蔽壁は，鋼管杭を介して，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」

という。）及び十分な支持性能を有する岩盤に設置されている。 

 

 

図 2－3 免震重要棟遮蔽壁の概要図（平面図） 

 

図 2－4 免震重要棟遮蔽壁の概要図（断面図） 
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図 2－5(1) 免震重要棟遮蔽壁の概略配筋図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（断面図）              （平面図） 

 

図 2－5(2) 免震重要棟遮蔽壁の概略配筋図（杭頭補強筋） 

 

  

（単位：mm） 

（単位：mm） 
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2.3 評価方針 

図 2－6 に免震重要棟遮蔽壁の波及的影響の評価フローを示す。 

免震重要棟遮蔽壁の波及的影響評価は，地震応答解析により得られた解析結果に基

づき，表 2－1 の免震重要棟遮蔽壁の評価項目に示すとおり，構造部材の健全性評価及

び基礎地盤の支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を

有することを確認する。 

構造部材の健全性評価については，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，曲

げ・軸力系の破壊については構造部材の照査用ひずみ，照査用曲げモーメント，照査

用支圧応力度及び曲げモーメントが許容限界以下であることを確認する。せん断破壊

に対しては照査用せん断力，照査用押抜きせん断応力度及びせん断応力度が許容限界

以下であることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，基礎地盤に発生する接地圧が許容限界を下回

ることを確認する。 
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図 2－6 免震重要棟遮蔽壁の波及的影響の評価フロー 

  

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

地震応答解析 

（２次元有限要素法解析） 

構造部材の応答値算定 

構造部材の健全性評価 

評価終了 

基礎地盤に生じる接地圧の算定 

基礎地盤の支持性能評価 

解析方法の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 基準地震動Ｓｓ 

入力地震動の算定 

（一次元波動論による 

地震応答解析） 

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮） 

常時応力解析 

許容限界の設定 

入力地震動 
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表 2－1 免震重要棟遮蔽壁の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

構 造 部 材

の健全性 

遮蔽壁 

照査用ひずみ及び照査

用せん断力が許容限界

を下回ることを確認 

曲げ・軸力 

圧 縮 縁 コ ン

ク リ ー ト ひ

ずみ＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

鋼管杭 

曲げモーメント及びせ

ん断応力度が許容限界

を下回ることを確認 

曲げ・軸力 
全 塑 性 モ ー

メント 

せん断力 降伏強度 

杭頭部 

照査用支圧応力度，照査

用押抜きせん断応力度

及び照査用曲げモーメ

ントが許容限界を下回

ることを確認 

支 圧 応 力

度 

許 容 支 圧 応

力度＊ 

押 抜 き せ

ん 断 応 力

度 

許 容 押 抜 き

せ ん 断 応 力

度＊ 

曲 げ モ ー

メント 

降 伏 曲 げ モ

ーメント＊ 

基 礎 地 盤

の 支 持 性

能 

基礎地盤 
接地圧が許容限界を下

回ることを確認 
接地圧 

極 限 支 持 力

度＊ 

 注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協

会） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木

学会，2005 年） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，平成

14 年 3 月） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年

3 月） 

・杭基礎設計便覧（（社）日本道路協会，2007 年） 

・建築工事標準仕様書・同解説 JASS 5N 原子力発電所施設における鉄筋コンクリー

ト工事（（社）日本建築学会，2013 年） 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

免震重要棟遮蔽壁の評価対象断面位置図を図 3－1 に示す。免震重要棟遮蔽壁のう

ち，波及的影響を及ぼす恐れのある範囲から，評価対象断面を選定する。 

評価対象断面は，免震重要棟遮蔽壁の弱軸方向である，免震重要棟遮蔽壁の直交断

面を選定する。 

免震重要棟遮蔽壁の評価対象断面図を図 3－2 に示す。 

 

 

図 3－1 免震重要棟遮蔽壁の評価対象断面位置図 

 

 

図 3－2 評価対象断面図（Ａ－Ａ断面） 

  

免震重要棟遮蔽壁 
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3.2 解析方法 

地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に示す解析方法及び解析モデル

を踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析により，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間積分

の時刻歴応答解析を行う。免震重要棟遮蔽壁周辺の地下水位が免震重要棟遮蔽壁下端より

低いことから，解析手法は全応力解析とする。 

地震応答解析には， 解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。 

なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.2.1 地盤物性のばらつき 

図 3－2 に示すとおり，免震重要棟遮蔽壁の周辺には，主として岩盤が分布して

おり，この岩盤のせん断変形が地震時に免震重要棟遮蔽壁の応答に影響を与える

と判断されることから，この地盤の物性（せん断弾性係数）のばらつきについて

影響を確認する。 

解析ケースを表 3－1 に示す。 

せん断弾性係数の標準偏差σを用いて設定した解析ケース②～③を実施するこ

とにより，地盤物性のばらつきの影響を網羅的に考慮する。 

 

表 3－1 解析ケース（免震重要棟遮蔽壁） 

解析ケース 埋戻土 岩盤 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値 平均値＋1σ 

ケース③ 平均値 平均値－1σ 
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3.2.2 減衰定数 

構造部材の減衰定数は，粘性減衰で考慮する。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づき，  

 質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減  

衰を解析モデル全体に与える。固有値解析結果に基づき設定したα，βを表 3－2 

に示す。 

 

[C] ＝α[M]＋β[K] 

[C]  :減衰係数マトリックス 

[M]  :質量マトリックス 

[K]  :剛性マトリックス 

α，β:係数 

 

表 3－2 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

解析ケース α β 

ケース① 

（基本ケース） 
2.638 2.527×10-4 

ケース② 2.924 2.480×10-4 

ケース③ 1.941 3.829×10-4 
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3.2.3 地震応答解析の解析ケースの選定 

耐震評価においては，すべての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケ

ース）を実施する。解析ケース①において，遮蔽壁及び鋼管杭の曲げ・軸力系の

破壊，せん断破壊及び基礎地盤の支持力照査の各照杳項目ごとに照杳値が 0.5 を

超える照査項目に対して，最も厳しい地震動を用いて，表 3－1 に示す解析ケース

②及び③を実施する。すべての照査項目の照査値がいずれも 0.5 以下の場合は，

照査値が最も厳しくなる地震動を用いてケース②及び③を実施する。耐震評価に

おける解析ケースを表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，

「－」は位相を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位
相反転を考慮した地震動（6
波）を加えた全 12 波に対し，
ケース①（基本ケース）を実
施し，遮蔽壁及び鋼管杭の曲
げ・軸力系の破壊，せん断破
壊及び基礎地盤の支持力照査
の各照査項目ごとに照査値が
0.5 を超える照査項目に対し
て，最も厳しい（許容限界に
対する裕度が最も小さい）地
震動を用いてケース②及び③
を実施する。 
すべての照査項目の照査値が
いずれも 0.5 以下の場合は，
照査値が最も厳しくなる地震
動を用いてケース②及び③を
実施する。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 荷重 

免震重要棟遮蔽壁の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重を考慮する。 

 (2) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則に

より，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(3) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/s とし，建築基準法に基づき算定す

る。 

 (4) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

 

3.3.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐs＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐs ：積雪荷重 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3－3 に入力地震動算定の概念図を，図 3－4～図 3－15 に入力地震動の加速度時

刻歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コ－ド「Ｓ

ＨＡＫＥ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ」を使用する。なお，解析コ－ドの検証及び

妥当性確認等の概要については，Ⅵ－5「計算機プログラム（解析コ－ド）の概要」に

示す。 

 

 

図 3－3 入力地震動算定の概念図 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 

  

-1500

-750

0

750

1500

0 5 10 15 20

加
速

度
(c

m
/s

2
)

時刻 (s)

MAX  457cm/s² (7.60s)

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
(c

m
/s

2
)

周期 (s)

h=0.05



 

23 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
3 
R1
 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

免震重要棟遮蔽壁の地震応答解析モデルを図 3－16 に示す。 

 

(1) 解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物

と側方境界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

 

(2) 境界条件 

解析領域の側方及び底面には,エネルギ－の逸散効果を考慮するため，粘性境界

を設ける。 

 

(3) 構造物のモデル化 

構造部材のうち，遮蔽壁については非線形はり要素及び線形はり要素，鋼管杭に

ついては線形はり要素によりモデル化する。機器・配管荷重は解析モデルに付加重

量として与えることで考慮する。 

 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。埋戻土は，地盤の非線形性を考

慮した平面ひずみ要素でモデル化する。なお，ＭＭＲは周辺岩盤と同様とし，線

形の平面ひずみ要素としてモデル化する。 

 

(5) ジョイント要素の設定 

地震時の「地盤と構造物」の接合面における接触，剥離及びすべりを考慮する

ため，これらの接合面にジョイント要素を設定する。 
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図 3－16 免震重要棟遮蔽壁の地震応答解析モデル 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－5 に，材料の物性値を表 3－6 に示す。 

 

表 3－5 使用材料 

材料 仕様 

構造物 

（鉄筋コンクリート） 

コンクリート 設計基準強度 30.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

ＭＭＲ 設計基準強度 18.0N/mm2 

鋼管杭 SKK490 

 

表 3－6 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 

（鉄筋コンクリート） 
2.80×104 24.0 0.2 

ＭＭＲ 2.20×104 22.6 0.2 

鋼管杭（SKK490） 2.00×105 77.0 0.3 

 

3.5.3 地盤の物性値 

     地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定して 

いる物性値を用いる。 
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3.5.4 地下水位 

     設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計地下水位の一覧を表 3－7 に示す。 

なお，免震重要棟遮蔽壁については，地下水位が構造物基礎下端より十分低い

ため，地下水を考慮しない。 

 

表 3－7 設計地下水位 

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 備考 

免震重要棟遮蔽壁 Ａ－Ａ断面 

地下水位が構造物基礎下

端より十分低いため考慮

しない。 

３次元浸透流解析による

自然水位：EL 23.0m 
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3.6 許容限界 

免震重要棟遮蔽壁の緊急時対策所に対する波及的影響の評価における許容限界は，

Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づ

き設定する。 

 

3.6.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

(1) 遮蔽壁 

a. 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

構造部材の曲げ軸力に対する許容限界は，「原子力発電所屋外重要土木構造

物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木学会，2005 年）」（以下「土

木学会マニュアル 2005」という。）に基づき，圧縮縁コンクリート限界ひずみ

1.0%とする。 

鉄筋コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 3－8 に示す。 

 

表 3－8 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

確認項目 許容限界 

構造強度を有すること 圧縮縁コンクリート限界ひずみ 
1.0% 

(10000μ) 

 

b. せん断破壊に対する許容限界 

構造強度を有することの確認における構造部材（遮蔽壁）のせん断破壊に対

する許容限界は，土木学会マニュアル 2005 に基づきせん断耐力とする。せん断

耐力は，土木学会マニュアル 2005 に基づき棒部材式とする。 
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棒部材式 

Ⅴ
ｙｄ

＝Ⅴ
ｃｄ

＋Ⅴ
ｓｄ

 

ここで，Ⅴ
ｙｄ

：せん断耐力 

Ⅴ
ｃｄ

：コンクリートが分担するせん断耐力 

Ⅴ
ｓｄ

：せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 

 

Ⅴ
ｃｄ

＝β
ｄ
・β

ｐ
・β

ｎ
・β

ａ
・ｆ

ｖｃｄ
・ｂ

ｗ
・ｄ／γ

ｂｃ
 

ｆ
ｖｃｄ

＝0.20√ｆ’
ｃｄ

3
 ただし，ｆ

ｖｃｄ
＞0.72(N/mm2) となる場合は 

ｆ
ｖｃｄ

＝0.72(N/mm2) 

β
ｄ
＝√1／ｄ

4

 (ｄ[m])  ただし，β
ｄ
＞1.5 となる場合はβ

ｄ
＝1.5 

β
ｐ
＝√100ｐ

ｖ

3
     ただし，β

ｐ
＞1.5 となる場合はβ

ｐ
＝1.5 

β
ｎ
＝1＋2  Ｍ

о
/Ｍ

ｕｄ
 （Ｎ’

ｄ
≧0）  

ただし，β
ｎ
＞2.0 となる場合はβ

ｎ
＝2.0 

＝1＋4 Ｍ
о
/Ｍ

ｕｄ
 （Ｎ’

ｄ
＜0）  

β
ａ
＝0.75＋

1.4

ａ／ｄ
 ただし，β

ａ
＜1.0 となる場合はβ

ａ
＝1.0 

          （本検討では保守的にβａ＝1.0 とする。） 

ここで， 

ｆ’
ｃｄ

 ：コンクリート圧縮強度の設計用値(N/mm2)で設計基準強度 

 ｆ’
ｃｋ

を材料係数γ
ｍｃ

除したもの 

・ｐ
ｖ
 ：引張鉄筋比 ｐ

ｖ
＝Ａ

ｓ
/（ｂ

ｗ
・ｄ） 

・Ａ
ｓ
 ：引張側鋼材の断面積 

・ｂ
ｗ
 ：部材の有効幅 

・ｄ  ：部材の有効高さ 

・Ｎ’
ｄ
 ：設計軸圧縮力 

・Ｍ
ｄ
 ：設計曲げモーメント 

・Ｍ
о
 ：Ｍ

ｄ
に対する引張縁において，軸力方向によって発生する 

 応力を打ち消すのに必要なモーメント（デコンプレッション 

 モーメント） Ｍ
о
＝Ｎ’

ｄ
・Ｄ／6 

Ｍ
ｕｄ

 ：軸方向力を考慮しない純曲げ耐力 

・Ｄ ：断面高さ 

・ａ／ｄ ：せん断スパン比 

・γ
ｂｃ

 ：部材係数 
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Ｖ
ｓｄ

＝｛Ａ
ｗ
ｆ

ｗｙｄ
（ sinα＋ cosα）/ｓ｝ｚ/γ

ｂｓ
 

ここで， 

・Ａ
ｗ
 ：区間 s におけるせん断補強鉄筋の総断面積 

ｆ
ｗｙｄ

 ：せん断補強鉄筋の降伏強度をγ
ms
で除したもので，400N/mm2 

 以下とする。ただし，コンクリート圧縮強度の特性値f ’
ck
が 

 60N/mm2 以上のときは 800N/mm2 以下とする。 

・α ：せん断補強鉄筋と部材軸のなす角度 

・ｓ ：せん断補強鉄筋の配置間隔 

・ｚ ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で 

 ｄ⁄1.15 とする。 

・γ
ｂｓ

 ：部材係数 
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(2) 鋼管杭 

鋼管杭の断面照査は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説

（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」及び「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅱ鋼

橋編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき，曲げ・軸力

に対する断面照査（全塑性モーメントに対する評価）及びせん断に対する断面照

査（降伏強度に対する評価）を行う。 

 

a. 曲げ・軸力に対する断面照査（全塑性モーメントに対する評価） 

鋼管杭の曲げ・軸力に対する断面照査は，全塑性モーメント Mp を算定し，鋼

管杭に発生する最大曲げモーメントが全塑性モーメント以下となることを確認

する。 

 

     Mp = Mp0 cos (α π 2⁄ ) 

    ここで，  

     Mp：全塑性モーメント（kN・m）  

 Mp0：軸力がない場合の全塑性モーメント（kN・m）  

                Mp0 = Zpσy 

 α：モーメントがない場合の降伏軸力𝑁0と作用軸力 N の比 

                   α = N N0⁄  

 N0：モーメントがない場合の降伏軸力（kN）  

                   N0 = σy A 

 Zp：塑性断面係数（m3）  

                     Zp = 
4

3
 r3{1-(1- t r)

3⁄ } 

 σy：鋼管杭の降伏点強度（kN/ m2）  

 N：軸力（kN）  

 A：鋼管杭の断面積（m2） 

 t ：鋼管杭の板厚（m）  

 r ：鋼管杭の半径（m）  

 

b. せん断に対する断面照査 

鋼管杭のせん断に対する断面照査は，鋼管杭のせん断応力度が，降伏強度以

下となることを確認する。なお，鋼管杭のせん断応力度は，鋼管杭内部が中詰

めコンクリートで充填されているため，鋼管杭の全断面積を有効断面積として

算定する。 
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(3) 杭頭部 

a. 水平力に対する照査 

杭頭部の許容限界は，「杭基礎設計便覧（（社）日本道路協会，2007 年）」

に基づき，水平力に対する照査を行う。 

鋼管杭の水平力に対する照査は，図 3－17 に示す水平方向の支圧応力度σch

及び水平方向の押抜きせん断応力度τh が許容限界以下であることを確認する。 

 

σｃh＝ H/DL 

τh ＝ H/(h’(2L+D+2h’) ) 

 

ここに， 

σｃh  ：杭頭結合部に発生する水平方向の支圧応力度（N/mm2） 

τh  ：杭頭結合部に発生する水平方向の押抜きせん断応力度（N/mm2） 

H  ：杭頭結合部に作用する水平力 （N） 

D  ：鋼管杭径（mm） 

L  ：杭の埋込長（mm） 

h’  ：水平方向の押し抜きせん断に抵抗するフーチング有効厚（mm） 

 

 

図 3－17 水平力に対する照査 

（「杭基礎設計便覧（（社）日本道路協会，2007 年）」より引用に一部加筆） 
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b. 曲げモーメントに対する照査 

鋼管杭の杭頭部の曲げモーメントに対する照査は，杭頭部に発生する曲げモ

ーメントが，仮想鉄筋コンクリート断面の降伏曲げモーメント以下であること

を確認する。 
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3.6.2 基礎地盤の健全性に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 3－9 に示す。 

 

表 3－9 免震重要棟遮蔽壁の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＬ級岩盤 3.9 
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3.7 評価方法 

免震重要棟遮蔽壁の耐震評価は，地震応答解析により算定した照査用応答値が「3.6 

許容限界」で設定した許容限界を満足することを確認する。 

構造強度を有することの確認については，鉄筋コンクリートの曲げ・軸力系の破壊

及びせん断破壊に対する照査において，地震応答解析により算定した圧縮縁コンクリ

ートひずみ及びせん断力が許容限界以下であることを確認する。 
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4. 耐震評価結果 

4.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

4.1.1 遮蔽壁（鉄筋コンクリート部材） 

遮蔽壁（鉄筋コンクリート部材）の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を

表 4－1 に，せん断破壊に対する最大照査値を表 4－2 に示す。また，曲げ・軸力

系の破壊に対する照査が最も厳しくなるケースのひずみの時刻歴波形及び発生位

置を図 4－1 に，せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図を図 4－2 に示す。 

免震重要棟遮蔽壁の照査用ひずみ及び照査用せん断力が，許容限界以下である

ことを確認した。 

 

表 4－1 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

解析ケース 地震動 
照査用ひずみ＊ 

εｄ(μ) 

限界ひずみ 

εＲ(μ) 
照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 506 10000 0.06 

－＋ 471 10000 0.05 

＋－ 491 10000 0.05 

－－ 458 10000 0.05 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 389 10000 0.04 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 374 10000 0.04 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 484 10000 0.05 

－＋ 413 10000 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 425 10000 0.05 

－＋ 419 10000 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 402 10000 0.05 

－＋ 334 10000 0.04 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 473 10000 0.05 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 489 10000 0.05 

注記＊：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ(=1.2) 
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表 4－2 せん断破壊に対する最大照査値 

解析ケース 地震動 

照査用 

せん断力＊ 

Ｖｄ（kN） 

せん断耐力 

Ｖｙｄ（kN） 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 89 444 0.21 

－＋ 178 755 0.24 

＋－ 85 440 0.20 

－－ 171 759 0.23 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 77 442 0.18 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 146 760 0.20 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 177 754 0.24 

－＋ 147 756 0.20 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 144 758 0.19 

－＋ 86 443 0.20 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 86 443 0.20 

－＋ 121 767 0.16 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 176 756 0.24 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 179 756 0.24 

注記＊：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ(=1.05) 
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                                                        （圧縮を正で示す。） 

 

 

 

図 4－1 曲げ・軸力系の破壊に対する照査が最も厳しくなるケースのひずみの時刻歴波形

及び発生位置（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 
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数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN） 

 

図 4－2 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（解析ケース③，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），t＝7.56s） 
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4.1.2 鋼管杭 

鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 4－3 に，せん断破壊に対

する最大照査値を表 4－4 に示す。また，曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対

する照査値最大時の断面力図を図 4－3 及び図 4－4 に示す。 

鋼管杭の曲げモーメント及びせん断応力度が，許容限界以下であることを確認

した。 

 

表 4－3 鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

解析ケース 地震動 

曲げ 

モーメント＊ 

Ｍ(kN・m) 

全塑性 

モーメント＊ 

Ｍｐ(kN・m) 

照査値 

Ｍ/Ｍｐ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 3105 7884 0.40 

－＋ 3703 7883 0.47 

＋－ 2985 7880 0.38 

－－ 3561 7879 0.46 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 2405 7881 0.31 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 2897 7881 0.37 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 3778 7885 0.48 

－＋ 3205 7885 0.41 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 2920 7881 0.38 

－＋ 2903 7883 0.37 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 2839 7881 0.37 

－＋ 2336 7880 0.30 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 3756 7884 0.48 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 3816 7884 0.49 

注記＊：曲げモーメント及び全塑性モーメントは杭 1 本当りの数値を示す。 
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表 4－4 鋼管杭のせん断破壊に対する最大照査値 

解析ケース 地震動 
せん断応力度 

τ(N/mm2) 

降伏強度 

τｓ(N/mm2) 

照査値 

τ/τｓ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 61 181 0.34 

－＋ 73 181 0.41 

＋－ 59 181 0.33 

－－ 70 181 0.39 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 47 181 0.26 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 57 181 0.32 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 74 181 0.41 

－＋ 63 181 0.35 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 57 181 0.32 

－＋ 57 181 0.32 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 56 181 0.31 

－＋ 46 181 0.26 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 74 181 0.41 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 75 181 0.42 
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数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m／本） 

 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN／本）（＋：引張，－：圧縮） 

 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN／本） 

 

図 4－3 鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（解析ケース③，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），t＝7.56s） 
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数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m／本） 

 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN／本）（＋：引張，－：圧縮） 

 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN／本） 

 

図 4－4 鋼管杭のせん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（解析ケース③，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），t＝7.56s） 
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4.1.3 杭頭部 

杭頭部の水平方向の支圧応力度に対する最大照査値を表 4－5 に，水平方向の押

抜きせん断応力度に対する最大照査値を表 4－6 に，仮想鉄筋コンクリート断面の

曲げモーメントに対する最大照査値を表 4－7 に示す。 

杭頭部の照査用支圧応力度，照査用押抜きせん断応力度及び照査用曲げモーメ

ントが，許容限界を下回ることを確認した。 

 

表 4－5 水平方向の支圧応力度に対する最大照査値  

解析 

ケース 
地震動 

水平力 H＊ 

（kN/本） 

照査用支圧応力度 

σch（N/mm2） 

許容支圧応力度 

σba（N/mm2） 
照査値 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
1,004 5.58 13.5 0.42 

注記＊：水平力は，構造解析係数 1.05 を考慮した数値を示す。  

 

表 4－6 水平方向の押抜きせん断応力度に対する最大照査値  

解析 

ケース 
地震動 

水平力 H＊ 

（kN/本） 

照査用押抜き 

せん断応力度 

τh（N/mm2） 

許容押抜き 

せん断応力度 

τa1（N/mm2） 

照査値 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
1,004 0.62 1.0 0.62 

注記＊：水平力は，構造解析係数 1.05 を考慮した数値を示す。  

 

表 4－7 仮想鉄筋コンクリート断面の曲げモーメントに対する最大照査値  

解析 

ケース 
地震動 

照査用曲げ 

モーメント＊ 

（kN・m/本） 

照査用軸力＊
 

（kN/本） 

降伏曲げ 

モーメント 

（kN・m/本） 

照査値 

① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
3,938 572 6,622 0.60 

注記＊：発生断面力は，構造解析係数 1.05 を考慮した数値を示す。  
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4.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する評価結果を表 4－8 に示す。 

免震重要棟遮蔽壁の基礎地盤に発生する最大接地圧が許容限界を下回ることを確認

した。 

 

表 4－8 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

解析ケース 地震動 
最大接地圧 

Ｒｄ（N/mm2） 

極限支持力度 

ＲＵ（N/mm2） 

照査値 

Ｒｄ/ＲＵ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.85 3.9 0.22 

－＋ 0.84 3.9 0.22 

＋－ 0.82 3.9 0.22 

－－ 0.83 3.9 0.22 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.80 3.9 0.21 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.82 3.9 0.22 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.81 3.9 0.21 

－＋ 0.81 3.9 0.21 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 0.83 3.9 0.22 

－＋ 0.84 3.9 0.22 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 0.85 3.9 0.22 

－＋ 0.83 3.9 0.22 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 0.80 3.9 0.21 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 0.82 3.9 0.22 
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Ⅵ-2-11-2-4 １号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダク

ト部底版の耐震性についての計算書
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」に基づき，１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版が，上位クラ

スである１号機取水槽流路縮小工及び１号機取水槽北側壁に対して波及的影響を及ぼさ

ないことを説明するものである。 

波及的影響の評価として，構造部材の健全性評価を実施することにより，１号機取水

槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版が十分な構造強度を有することを確認す

る。図 1－1 に１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版の位置図を示

す。 

図 1－1 各部材位置図 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版が配置される，１号機取

水槽の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

図 2－1 １号機取水槽 位置図 
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2.2 構造概要と補強概要 

2.2.1 構造概要 

１号機取水槽の平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3 及び図 2－4 に示す。 

１号機取水槽は，地下２階構造となっており，上部は除じん機エリア，海水ポンプ

エリア，ストレーナエリアの３エリアに分かれている。漸拡ダクトエリアを含む下部

は水路となっており，除じん機エリアの下部は６連のボックスカルバート構造，海水

ポンプエリアの下部は３連のボックスカルバート構造となっている。 

１号機取水槽は，図 2－5 に示すようにＳクラス施設である津波防護施設に分類

される１号機取水槽流路縮小工（以下「流路縮小工」という。）の間接支持構造物

である北側壁を含む構造物である。 

１号機取水槽は，直接又はマンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）を介し

て十分な支持性能を有するＣＭ級又はＣＨ級岩盤に支持される。 

図 2―2 １号機取水槽 平面図 
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図 2－3 １号機取水槽 断面図(Ａ－Ａ断面) 

 

 

図 2－4 １号機取水槽 断面図(Ｂ－Ｂ断面) 
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図 2－5 １号機取水槽流路縮小工及び北側壁位置図 

 

  

（単位：mm） 
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2.2.2 補強概要 

流路縮小工の間接支持構造物である１号機取水槽北側壁は，設計当時からの基

準地震動Ｓｓの増大により，取水槽の耐震性を確保するため，後施工せん断補強

工法（ポストヘッドバー工法，以下「PHb 工法」という。）によるせん断補強を実

施する。 

１号機取水槽北側壁の波及的影響を及ぼすおそれのある部材（中床版，底版，

及び東西側壁）の補強を目的に漸拡ダクト部にコンクリートを充填する。漸拡ダ

クト部充填コンクリートには流路縮小工の内径と同じ開口を設け，取水機能を確

保する。なお，漸拡ダクト部充填コンクリートに設置した流路縮小工の内径と同

じ開口については，評価上考慮しないものの保守的に開口補強筋を設置する。 

また，１号機取水槽ピット部については下部に閉塞版を設置したのちに，コン

クリートを充填し，閉塞する。

補強工事を踏まえた，部材名称を図 2－6 に示す。補強工事の一覧表を表 2－1

に示す。また，補強工事の詳細図面を図 2－8～図 2－11 に示す。 

注：ピット部閉塞版と漸拡ダクト部底版を合わせて，以下「中床版」という。 

図 2－6 漸拡ダクト部部材名一覧断面図 
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表 2－1 補強工事一覧表 

部材名 部材位置＊1 補強工事概要 

北側壁 ① PHb 

漸拡ダクト部 ② 充填コンクリート打設＊2 

ピット部 ③ 充填コンクリート打設 

ピット部（閉塞版） ④ ピット部閉塞版コンクリート設置 

注記＊1：部材位置図については図 2－7 に示す。 

＊2：充填コンクリート内部には流路縮小工と同じ開口を設置 

図 2－7 補強工事実施部材位置 
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図 2－8 補強工事実施後平面図 

図 2－9 補強工事実施後Ａ－Ａ断面図 
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図 2－10 補強工事実施後Ｂ－Ｂ断面図 

図 2－11 補強工事実施後Ｃ－Ｃ断面図 



 

10 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-4
 R
1 

2.3 評価部材  

１号機取水槽の中で，上位クラスの１号機取水槽流路縮小工及び１号機取水槽北側

壁に波及的影響を及ぼすおそれのある部材の選定は以下の①，②の観点に基づいて行

う。 

①損傷した部材が流路縮小工に接触することの防止 

②北側壁が接続する部材の健全性確保 

 

上記①の観点より，波及的影響を考慮するエリアは図 2－6 に示す漸拡ダクトエリ

アであるが，ピット部についてはピット部（閉塞版）を設置したのち，充填コンクリ

ートを打設することにより，中床版より上部の部材については，損傷した部材が流路

縮小工と接触することが考えられないため，波及的影響を及ぼすおそれのある部材と

しては選定しない。 

また，側壁及び中床版については漸拡ダクト部充填コンクリートを打設することか

ら，損傷した部材が流路縮小工と接触することが考えられないため，波及的影響を及

ぼすおそれのある部材としては選定しない。 

上記①の観点から選定される波及的影響を及ぼすおそれのある部材は漸拡ダクト部

充填コンクートである。 

上記②の観点より，北側壁と接続する部材（東西側壁，中床版，底版及び漸拡ダク

ト部充填コンクリート）が対象となるが，北側壁の大部分が漸拡ダクト部充填コンク

リートと接しているため，上記②の観点として選定される波及的影響を及ぼすおそれ

のある部材は漸拡ダクト部充填コンクリートである。 

以上のことから，波及的影響を及ぼすおそれのある部材として漸拡ダクト部充填コ

ンクリートを選定する。 
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2.4 評価方針  

１号機取水槽の波及影響対象部材の耐震評価フローを図 2－12 に示す。 

漸拡ダクト部充填コンクリートの健全性評価としては，局所安全係数に対する照査

を実施する。表 2－2 に評価項目を示す。 

図 2－12 １号機取水槽 地震応答解析フロー 
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表 2－2 漸拡ダクト部充填コンクリート 評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有す

ること 

構造部材の

健全性 

漸拡ダクト

部充填コン

クリート 

局所安全係数

が 1.0 を上回

ることを確認 

せん断力 せん断強度 

引張力 引張強度 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する接地

圧が許容限界

を下回ること

を確認 

極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制定） 

・コンクリート標準示方書[ダムコンクリート編](（社）土木学会，2013 年制定) 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木学

会，2005 年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年

3 月） 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

波及影響対象部材の評価対象断面位置図を図 3－1 に示す。 

波及影響対象部材の耐震設計における評価対象断面は，図 3－1 のＡ－Ａ断面とす

る。評価対象地質断面図を図 3－2 に示す。 

 

  

図 3－1 １号機取水槽 評価対象断面位置図 
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図 3－2 １号機取水槽 評価対象地質断面図（Ａ－Ａ断面位置） 
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3.2 解析方法 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法により，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間

積分の時刻歴応答解析により行うこととする。 

１号機取水槽周辺には，地下水位以深の液状化対象層が存在し，施設が液状化対象

層と接することから，解析方法は有効応力解析とする。また，液状化しない場合の影

響を確認するため，全応力解析も実施する。 

構造部材については，鉄筋コンクリートのＭ－φ関係を適切にモデル化し，地盤に

ついては地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析の解析コードについては，有効応力解析及び全応力解析で「ＦＬＩ

Ｐ」を使用する。なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5

「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.2.1 構造部材 

地震応答解析に用いる構造モデルとしては，１号機取水槽北側壁については非線形

はり要素，その他の部材は線形はり要素でモデル化し，漸拡ダクト部充填コンクリー

ト及びピット部充填コンクリートについては線形の平面ひずみ要素でモデル化する。

また，漸拡ダクト部以外の妻壁については平面応力要素でモデル化する。 

なお，非線形はり要素については，図 3－3 に示すＭ－φ関係のトリリニアモデ

ルとする。履歴特性は，図 3－4 に示すとおり修正武田モデルを適用し，図 3－5

に示すコンクリートの応力－ひずみ関係を考慮する。図 3－6 に鉄筋の応力－ひず

み関係を示す。 
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（「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木学会，2005 年）」より引用） 

図 3－3 鉄筋コンクリート部材のＭ－φ関係 

 

（「道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説 （（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」より引用） 

図 3－4 鉄筋コンクリート部材の履歴特性（修正武田モデル） 
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（「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制定）」より引用） 

図 3－5 構造部材の非線形特性（コンクリートの応力－ひずみ関係） 

 

（「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制定）」より引用） 

図 3－6 構造部材の非線形特性（鉄筋の応力－ひずみ関係） 
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3.2.2 地盤 

地盤物性のばらつきの影響を考慮するため，表 3－1 に示す解析ケースを設定す

る。 

１号機取水槽は，直接又はＭＭＲを介して十分な支持性能を有するＣＭ級又は 

ＣＨ級岩盤に設置され，側面に埋戻土が分布し，主たる荷重は埋戻土の土圧とな

ることから，埋戻土の初期せん断弾性係数のばらつきを考慮する。 

解析ケースについては，せん断弾性係数の平均値を基本ケース（表 3－1 に示す

ケース①）とした場合に加えて，平均値±1.0×標準偏差（σ）のケース（表 3－1

に示すケース②及び③）について確認を行う。 

地盤のばらつきの設定方法の詳細は，「3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選

定」に示す。 

 

表 3－1 解析ケース（Ａ－Ａ断面） 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断 

弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
有効応力解析 平均値 平均値 

ケース② 有効応力解析 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 有効応力解析 平均値－１σ 平均値 

ケース④ 全応力解析 平均値 平均値 

ケース⑤ 全応力解析 平均値＋１σ 平均値 
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3.2.3 減衰定数 

構造部材の減衰定数は，粘性減衰及び履歴減衰で考慮する。 

Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰（α＝0，β＝0.002）とす

る。 
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3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定 

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考

慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，基本ケース（表 3－2 に示すケー

ス①）を実施する。基本ケースにおいて，局所安全係数による照査及び基礎地盤

の支持力照査の各照査項目で照査値が最も厳しくなる地震動を用いて，表 3－2 に

示す解析ケース②～⑤を実施する。 
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表 3－2 耐震評価における解析ケース 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

地震応答解析において，地震以外に考慮する状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただ

し，運転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪を考慮する。埋設構造物であるため風の影響は考慮しない。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重(Ｇ) 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重及び流路縮小工荷重を考慮する。 

(2) 積載荷重(Ｐ) 

積載荷重として，水圧，土圧及び積雪荷重Ｐｓを考慮する。 

(3) 積雪荷重(Ｐｓ) 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，「松江市建築基準法施行細則

（平成 17 年 3 月 31 日，松江市規則第 234 号）」により，積雪量１㎝ごとに

20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(4) 地震荷重(Ｓｓ) 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ：地震荷重(基準地震動Ｓｓ) 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」及び解析コード「ｍｉｃｒｏＳ

ＨＡＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5

「計算機プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

 

3.4.1 Ａ－Ａ断面 

図 3－7 に入力地震動算定の概念図を，図 3－8～図 3－19 に入力地震動の加速度

時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。 

 

図 3－7 入力地震動算定の概念図 

 

  

反射波
(F2)
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(解析モデル下端位置)
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基準地震動
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反射波
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入射波
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地表面
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地下構造モデル 構造物位置地盤モデル
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地震応答解析モデル
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入射波
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反射波
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・逆応答解析においては解析プログラム
「ＳＨＡＫＥ」を使用

・順応答解析においては解析プログラム
「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用

一次元波動論による

応答計算（順応答解
析）

一次元波動論による

応答計算（逆応答解
析）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 

  

-1000

-500

0

500

1000

0 10 20 30 40 50 60

加
速
度

(c
m

/s
2

)

時刻 (s)

MAX  -536cm/s² (24.9s)

0

500

1000

1500

2000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m

/s
2

)

周期 (s)

h=0.05



 

35 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-4
 R
1 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－17 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－18 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－19 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

１号機取水槽の地震応答解析モデル図を図 3－20 に示す。 

(1) 解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物

と側方境界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

(2) 境界条件 

解析領域の側方及び底面には,エネルギーの逸散効果を考慮するため，粘性境界

を設ける。 

(3) 構造物のモデル化 

鉄筋コンクリート部材は，線形はり要素，非線形はり要素及び平面応力要素で

モデル化する。充填コンクリート部材については線形の平面ひずみ要素でモデル

化する。 

機器・配管荷重は解析モデルに付加質量として与えることで考慮する。 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。また，埋戻土は，地盤の非線形

性をマルチスプリング要素で考慮した平面ひずみ要素でモデル化する。 

(5) 隣接構造物のモデル化 

Ａ－Ａ断面の解析モデル範囲において隣接構造物となるタービン建物は，等価

剛性として線形の平面ひずみ要素としてモデル化する。また，防波壁（多重鋼管

杭式擁壁）は，線形はり要素でモデル化する。 

(6) ＭＭＲのモデル化 

ＭＭＲは線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

(7) ジョイント要素の設定 

地震時の「地盤と構造物」及び「構造物とＭＭＲ」の接合面における接触，剥

離及びすべりを考慮するため，これらの接合面にジョイント要素を設定する。 

(8) 水位条件 

１号機取水槽の内水位は，EL 0.58m とする。 
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（全体図） 

 

（拡大図） 

図 3－20 地震応答解析モデル図（Ａ－Ａ断面） 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－4 に，材料の物性値を表 3－5 に示す。 

 

表 3－4 使用材料 

材料 仕様 

構造物 

コンクリート 設計基準強度 20.6N/mm2 

充填コンクリート 設計基準強度 21.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

ＭＭＲ 設計基準強度 18.0N/mm2 

 

 

表 3－5 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 

（鉄筋コンクリート） 
2.33×104 24.0＊1 

0.2 

構造物 

（漸拡ダクト部 

充填コンクリート）＊3 

2.33×104 24.0＊1 

構造物 

（ピット部 

充填コンクリート）＊3 

2.33×104 24.0＊1 

ＭＭＲ 2.20×104 22.6＊2 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊3：ヤング係数については設計基準強度 20.6N/mm2の鉄筋コンクリート構造物 

と同様の値を設定し，単位体積重量については鉄筋コンクリートの重量を 

設定する。 

  



 

41 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-4
 R
1 

3.5.3 地盤の物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。 

 

3.5.4 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計地下水位の一覧を表 3－6 に示す。 

 

表 3－6 設計地下水位の一覧 

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 

１号機取水槽 Ａ－Ａ断面 3.0 
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3.6 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.6.1 漸拡ダクト部充填コンクリートの健全性に対する許容限界 

漸拡ダクト部充填コンクリートの健全性評価としては，局所安全係数に対する

照査を実施する。局所安全係数に対する照査は各要素において，全時刻で実施す

る。なお，漸拡ダクト部充填コンクリートには開口補強筋を設置するが，保守的

に無筋コンクリートとして評価を行う。 

 

ｆ
ｓ
＝Ｒ／Ｓ 

ここに，ｆ
ｓ
：局所安全係数 

Ｒ：表 3－7 に示すせん断強度又は引張強度 

Ｓ：発生せん断応力又は発生引張応力 

 

表 3－7 漸拡ダクト部充填コンクリートの許容限界 

 評価項目 算定式 許容限界 

漸拡ダクト部 

充填コンクリート 

ｆ ’ｃｋ＝20.6（N/mm2） 

せん断強度（N/mm2） 1/5ｆ ’ｃｋ 4.12 

引張強度（N/mm2） 0.23ｆ ’ｃｋ
2/3 1.72 

 

 

 

3.6.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 3－8 に示す。 

 

表 3－8 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級 9.8 
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3.7 評価方法 

漸拡ダクト部充填コンクリートの耐震評価は，地震応答解析により算定した照査用

応答値が，「3.6 許容限界」に示す許容限界以下であることを確認する。 
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4. 耐震評価結果 

4.1 漸拡ダクト部充填コンクリートの健全性に対する評価結果 

漸拡ダクト部充填コンクリートのせん断破壊及び引張破壊に対して，すべての解析

ケースにおける局所安全係数の最小値を表 4－1 及び表 4－2 に示す。 

表 4－1 及び表 4－2 より漸拡ダクト部充填コンクリートのせん断及び引張破壊に対

する局所安全係数は 1.0 を上回っており，漸拡ダクト部充填コンクリートは健全であ

ることを確認した。 

 

表 4－1 漸拡ダクト部充填コンクリートのせん断破壊に対する局所安全係数 

解析 

ケース 
地震動 

せん断応力 

Ｓ（N/mm2） 

せん断強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全

係数 

ｆs 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
1.79 4.12 2.30 

 

 

 

表 4－2 漸拡ダクト部充填コンクリートの引張破壊に対する局所安全係数 

解析 

ケース 
地震動 

引張応力 

Ｓ（N/mm2） 

引張強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全

係数 

ｆs 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
0.74 1.72 2.32 
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4.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する評価結果を表 4－3 に示す。また，最大接地圧分布図を

図 4－3 に示す。ここで，最大接地圧が極限支持力度を下回ることを確認した。 

 

表 4－3 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒ
ｄ
(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒ
ｕ
(N/mm2) 

照査値

Ｒ
ｄ
/Ｒ

ｕ
 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
2.26 9.8 0.24 

 

 

図 4－3 最大接地圧分布図（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 
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Ⅵ-2-11-2-5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」に基づき，取水槽海水ポンプエリア防護対策設備が原子炉補機海水ポンプ，原子炉

補機海水系配管，取水槽水位計等に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するも

のである。 

その波及的影響の評価は，原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管，取水槽水   

位計等の有する機能が保持されることを確認するために，施設の損傷による影響では，

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の構造部材の健全性評価を実施する。構造部材の

健全性評価にあたっては，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」を基に算定した荷重を

評価式に代入すること及びフレーム計算に入力することにより確認する。  
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2. 基本方針 

2.1 位置 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1(1) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備 位置図 

 

  

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備 

 PN
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1 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側）） 

2 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側）） 

3 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2） 

 

図 2－1(2) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備 位置図（詳細図） 

  

 PN
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2.2 構造の概要 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備は，鋼板，はり，柱，架構，ベースプレート

及びアンカーボルトから構成され，取水槽にアンカーボルトで固定する構造とする。  

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の構造の概要を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1(1) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の構造の概要（区間-1（東，西側）） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

はり，柱で補

強した鋼板を

ベースプレー

トを介して取

水槽にアンカ

ーボルトにて

固定する。  

 

鋼板，はり，

柱，ベースプ

レート，アン

カーボルトに

より構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面図 

柱 

鋼板 

(状 d 名) 

正面図 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

ベースプレート 

(状 d 名) 

ベースプレート 

(状 d 名) 
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表 2－1(2) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の構造の概要（区間-1（南側）） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

はり，柱で補

強した鋼板を

ベースプレー

トを介して取

水槽にアンカ

ーボルトにて

固定する。  

 

鋼板，はり，

柱，ベースプ

レート，アン

カーボルトに

より構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

断面図 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

正面図 

はり 

(状 d 名) 

ベースプレート 

(状 d 名) 

ベースプレート 

(状 d 名) 



 

6 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
11

-2
-5
 R
1 

表 2－1(3) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の構造の概要 （区間-2） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

はり，柱で補

強した鋼板及

び架構をベー

スプレートを

介して取水槽

にアンカーボ

ルトにて固定

する。  

 

鋼板，はり，

柱，架構，ベ

ースプレー

ト，アンカー

ボルトにより

構成する。 

 

 

 

 

 

断面図（A-A 断面） 

 

 

断面図（B-B 断面，架構非表示） 

平面図 

柱 鋼板 

(状 d 名) 

架構 

(状 d

名) 

ネット 

アンカーボルト 

柱 

(状 d

名) 
鋼板 

(状 d

名) 
はり 

(状 d

名) 

ネット 

(状 d

名) 

架構 

(状 d

名) 

はり 

(状 d 名) 

柱 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

A
 

A
 

B
 

B
 

ベースプレート 

ベースプレート 
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2.3 評価方針 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響

を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の

組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造の概要」に示す取水槽海水ポンプエリア

防護対策設備の構造を踏まえ，第 3 章～第 5 章の各章の「評価対象部位」にて設定す

る評価対象部位について，「固有振動数及び設計用地震力」で算出した固有振動数に

基づく設計用地震力により算出した応力等が許容限界以下であることを，「3.2 耐震

評価方法」「4.2 耐震評価方法」「5.2 耐震評価方法」に示す方法にて確認する。

応力評価の確認結果を「6. 評価結果」にて確認する。 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価フローを図 2－2 に示す。 

 

図 2－2 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価フロー 

基準地震動Ｓｓ 

設計用地震力 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

評価条件の設定 

耐震評価 

固有値解析 

Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」 

 

評価対象部位の設定 



 

8 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
11

-2
-5
 R
1 

2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法及び同施行令 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・構造力学公式集（（社）土木学会） 
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3. 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側）） 

3.1 固有振動数及び設計用地震力 

3.1.1 固有振動数の算出方法 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側））の構造に応じて

解析モデルを設定し，固有振動数を算出する。 

 

(1) 解析モデルの設定 

当該防護対策設備は，鋼板，はり及び柱の組合せにより剛な断面を有している

とともに，アンカーボルトにて躯体に固定する構造であることから，当該防護対

策設備の鋼板を四辺固定の長方形板に，柱を片側固定-片側自由はりに，はりを両

端ピンはりに単純化したモデルとし，モデル化に用いるはり長さは，柱及びはり

の全長とする。図 3－1 に解析モデル図を示す。 

       

           

             

 

 

 

 

図 3－1 固有値解析モデル 

  

鋼板 

鋼
板
の
短
辺
長
さ 

はりの長さ 

はり 

柱の長さ

柱
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(2) 記号の説明 

当該防護対策設備の固有振動数算出に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 防護対策設備の 1 次固有振動数 

λ ― 定数 

ｈ m モデル化に用いる鋼板の厚さ 

a m モデル化に用いる鋼板の短辺長さ 

Ｅ N/m2 ヤング係数 

ν ― ポアソン比 

ρ kg/m3 材料の密度 

Ｌ mm モデル化に用いる架構の長さ 

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

(3) 固有振動数の算出方法 

固有振動数ｆを「構造力学公式集（（社）土木学会）」（以下「構造力学公式

集」という。）に基づき以下の式より算出する。 

 

a. 四辺固定の長方形板モデル（鋼板をモデル化） 

 

 

b. 片側固定-片側自由はりモデル（柱をモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
 

 

c. 両端ピンはりモデル（はりをモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
 

 

  

 2 2

πh Ｅ
ｆ＝

4a 3 1



  

λ2 
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3.1.2 固有振動数の計算条件 

固有振動数の計算条件を表 3－2 に示す。 

 

表 3－2(1) 固有振動数の計算条件（鋼板） 

項目 記号 単位 数値 

ヤング係数 Ｅ N/m2 2.05×1011 

定数 λ ― 2.73 

モデル化に用いる鋼板の長さ a m 1.5 

モデル化に用いる鋼板の厚さ h m 0.009 

ポアソン比 ν ― 0.3 

材料の密度 ρ kg/m3 7.85×103 

 

表 3－2(2) 固有振動数の計算条件（柱及びはり） 

項目 記号 単位 
数値 

柱 はり 

モデル化に用いる柱及びはりの長さ Ｌ m 2.0 1.5 

ヤング係数 Ｅ N/m2 2.05×1011 2.05×1011 

定数 λ － 1.8751 － 

断面二次モーメント Ｉ m4 4,720×10-8 37×10-8 

質量分布 ｍ kg/m 226.38 83.41 
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3.1.3 固有振動数の算出結果 

固有振動数の算出結果を表 3－3 に示す。固有振動数は 20Hz 以上であり，剛構

造であることを確認した。 

 

表 3－3 固有振動数 

名称 対象部位 固有振動数(Hz) 

取水槽海水ポンプエリア 

防護対策設備 

（区間-1（東，西側）） 

鋼板 26.53 

柱 28.92 

はり 21.00 
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3.1.4 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」

に基づき設定する。 

地震応答解析に基づいて算定された当該防護対策設備設置床の最大応答加速度

から設計震度を設定する。 

当該防護対策設備の設計震度を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 設計震度 

構造物 設置場所 

基準地震動Ｓｓの 

設計震度 

水平ｋＨ 鉛直ｋＶ 

取水槽 海水ポンプエリア 1.8 0.9 
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3.2 耐震評価方法 

当該防護対策設備の原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管，取水槽水位   

計等に対する波及的影響の評価はⅥ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位ク  

ラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ   

き，「2.2 構造の概要」に示す防護対策設備の構造を踏まえ，「3.2.2 評価対象部 

位」にて設定する評価部位において，「3.1 固有振動数及び設計用地震力」で算定し 

た固有振動数に基づく設計用地震力により算出した応力等が許容限界内に収まること 

を，「3.2.5 評価方法」に示す方法にて確認する。 

 

3.2.1 記号の説明 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側））の評価に用いる

記号を表 3－5 に示す。 

 

表 3－5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側））の 

耐震評価に用いる記号（1/3） 

記号 単位 定義 

ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

Ｇ kN 防護対策設備の自重 

ｗ kN/m2 風圧力 

Ｓｓ1 kN 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

ｗss１ kN/m2 鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重 

Ｂ1 m 支柱間隔 

Ｈ1 m 鋼板の高さ 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍmax1 kN・m 鋼板に生じる最大曲げモーメント 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 

Ｂ1’ m 鋼板の荷重載荷幅 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 

Ｓmax1 kN 鋼板に生じる最大せん断力 

ｈ1 mm 鋼板のせん断負担幅 

ｔ1 mm 鋼板の厚さ 

Ｓｓ2 kN 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 
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表 3－5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側））の 

耐震評価に用いる記号（2/3） 

記号 単位 定義 

Ｖ2 kN 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

ｗss2 kN/m 柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重 

Ｗ2 kN 柱に作用する風荷重 

Ｌ2 m 柱全長 

Ｗss2 kN 柱に作用する水平方向の荷重 

σb2 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 

Ｍmax2 kN・m 柱の最大曲げモーメント 

Ｚ2 cm3 柱の断面係数 

Ｌ22 m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重を集中荷

重にした時の作用位置 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 

Ｖmax2 kN 柱の最大鉛直荷重 

Ａ2 cm2 柱の断面積 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 

Ｓmax2 kN 柱に生じる最大せん断力 

Ａ2’ cm2 柱のせん断断面積 

Ｓｓ3 kN はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

ｗss3 kN/m2 はりに作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重 

Ａ m2 防護対策設備の面積 

σｂ3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 

Ｍmax3 kN・m はりの最大曲げモーメント 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 

Ｂ3 m はりの荷重載荷幅 

Ｌ3 m はりの部材長 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 

Ｓmax3 kN はりの最大せん断力 

ｈ3 mm はりのせん断負担幅 

ｔ3 mm はりの厚さ 

σｂ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度 

Ｍmax4 kN・m ベースプレート引張側の最大曲げモーメント 

Ｚ4 mm3 ベースプレートの断面係数 

Ｌ4 m 柱とアンカーボルト間の長さ 
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表 3－5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側））の 

耐震評価に用いる記号（3/3） 

記号 単位 定義 

τ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じるせん断応力度 

Ｓmax4 N ベースプレート引張側の最大せん断力 

ｔ4 mm ベースプレートの厚さ 

Ｂ4 m 部材断面有効幅 

σｂ4 ’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度 

Ｍmax4’ N・mm/mm ベースプレート押込側の最大曲げモーメント 

Ｍｘ4 － 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｗ4 N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 

Ｌｘ4 mm ベースプレートの版の短辺長 

τ4’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じるせん断応力度 

Ｓmax4’ N ベースプレート押込側の最大せん断力 

Ａ4 mm2 押込側ベースプレートの断面積 

Ｔ5 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 

xi m 偏心距離 

Σn・xi
2 m2 2 次モーメントの合計値 

Ｑ5 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力 

ｆｔ N/mm2 短期許容引張応力度 

ｆｂ N/mm2 短期許容曲げ応力度 

ｆｃ N/mm2 短期許容圧縮応力度 
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3.2.2 評価対象部位 

当該防護対策設備の評価対象部位は「2.2 構造の概要」に示す構造上の特性を

踏まえ選定する。 

基準地震動Ｓs による地震動により当該防護対策設備に生じる慣性力及び風荷重

は鋼板，はり，柱及びベースプレートに伝わり，ベースプレートを固定するアン

カーボルトを介して取水槽躯体に伝達されることから，評価対象部位を鋼板，は

り，柱，ベースプレート及びアンカーボルトとする。 

評価対象部位を図 3－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 評価対象部位 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

正面図 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

断面図 

ベースプレート 

 

ベースプレート 
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3.2.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ 

当該防護対策設備の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｗ＋Ｓｓ 

 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｗ   ：風荷重（kN） 

Ｓｓ ：地震荷重（kN） 

 

(2) 荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として当該防護対策設備の自重を考慮する。自重は「3.2.6 評価条

件」に示す。 

 

b. 風荷重（Ｗ） 

風速 30m/s 時の風荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の風圧力に

当該部分の風の受圧面積を乗じた次式により算出する。風荷重の算定に用いる

風圧力を表 3－6 に示す。 

 

Ｗ＝ｗ・Ａ 

 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

ｗ  ：風圧力（kN/m2） 

Ａ   ：風の受圧面積(m2) 

 

表 3－6 風圧力 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 
1.71 
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c. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3.1.4 設計用地震

力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

 

Ｓｓ   ：地震荷重(kN) 

 Ｇ   ：固定荷重(kN) 

 ｋ   ：設計震度 
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3.2.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防護対策設備を構成する鋼板，柱，はり，ベースプレート及びアンカーボ

ルトの使用材料を表 3－7 に示す。 

 

表 3－7 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-9 

柱 SS400 H-200×200×8×12 

はり SS400 L-65×65×8 

ベースプレート SS400 PL-28 

アンカーボルト SUS304 M20 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼板，柱，はり，ベースプレート 

鋼板，柱，はり，ベースプレートの許容応力度は，「鋼構造設計規準－許容

応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定）」（以下「Ｓ規準」とい

う。）を踏まえて表 3－8 の値とする。 

 

表 3－8 鋼板，柱，はり，ベースプレートの短期許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

        注記＊：座屈による許容値の低減は不要。割増係数は 1.5 とした。 
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b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本

建築学会，2010 年改定）」（以下「各種合成構造設計指針・同解説」とい

う。）を踏まえて表 3－9 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，評価部位のアンカーボルトがせん断力を受ける場合に

おいては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリ

ート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊により決まる耐力を比

較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3－9 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SUS304（M20） 41 34 
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3.2.5 評価方法 

当該防護対策設備を構成する鋼板，柱，はり，ベースプレート及びアンカーボ

ルトに発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認す

る。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を単純支持のはりとして次式により算出し，鋼板の

短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 3－3 に

示す。 

 

a. 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重Ｓｓ 1 

Ｓｓ1＝Ｇ・ｋＨ 

 

Ｓｓ1  ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重   

(kN) 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. 鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重ｗss1 

ｗss1＝Ｓｓ1／（Ｂ1・Ｈ1）＋ｗ 

 

ｗss1 ：鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｓｓ１ ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｂ1 ：支柱間隔(m) 

Ｈ1 ：鋼板の高さ(m) 

ｗ ：風圧力(kN/m2) 
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c. 鋼板に生じる曲げ応力度σｂ1 

σｂ1＝（Ｍmax1・106）／Ｚ1 

Ｍmax1＝ｗss1・Ｂ1 ’・Ｌ1
2／8 

 

σｂ1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax1 ：鋼板に生じる最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：鋼板の断面係数（mm3） 

ｗss1    ：鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ1’ ：鋼板の荷重載荷幅（m） 

Ｌ1 ：鋼板の部材長（m） 

 

d. 鋼板に生じるせん断応力度τ1 

τ1＝（Ｓmax1・103）／（ｈ1・ｔ1） 

Ｓmax1＝ｗss1・Ｂ1 ’・Ｌ1／2 

 

τ1 ：鋼板に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax1 ：鋼板の最大せん断力（kN） 

ｈ1 ：鋼板のせん断負担幅（mm） 

ｔ1 ：鋼板の厚さ（mm） 

ｗss1    ：鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ1’ ：鋼板の荷重載荷幅（m） 

Ｌ1 ：鋼板の部材長（m） 

 

     平面図           正面図 

図 3－3 鋼板に作用する荷重の例 

ｗss1 Ｌ
1
 

Ｌ１ 



 

24 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
11

-2
-5
 R
1 

(2) 柱 

柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちはりとして次式により算出し，

柱の短期許容応力度以下であることを確認する。 

柱に作用する荷重の例を図 3－4 に示す。 

 

a. 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重  

Ｓｓ2＝Ｇ・ｋＨ 

Ｖ2＝Ｇ・ｋｖ 

 

Ｓｓ2 ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

Ｖ2   ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

(kN) 

ｋＶ ：基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

 

b. 柱に作用する単位長さあたりの等分布荷重ｗss2 

ｗss2＝（Ｓｓ2＋Ｗ2）/Ｌ2 

 

ｗss2  ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ2 ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｗ2 ：柱に作用する風荷重(kN) 

Ｌ2 ：柱全長(m) 

 

c. 柱に作用する水平荷重Ｗss2 

Ｗss2＝Ｓｓ2＋Ｗ2 

 

Ｗss2  ：柱に作用する水平方向の荷重(kN) 

Ｓｓ2  ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｗ2 ：柱に作用する風荷重(kN) 
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d. 柱に生じる曲げ応力度σb2 

σb2＝（Ｍmax2・106）／（Ｚ2・103） 

Ｍmax2＝ｗss2・Ｌ2・Ｌ22 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax2 ：柱の最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：柱の断面係数（cm3） 

ｗss2  ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ2 ：柱全長（m）   

Ｌ22 ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重を集中荷 

重にした時の作用位置（m） 

 

e. 柱に生じる圧縮応力度σc2 

σc2＝（Ｖmax2・103）／（Ａ2・ 102） 

Ｖmax2＝Ｖ2＋Ｇ 

 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

Ｖmax2 ：柱の最大鉛直荷重（kN） 

Ａ2 ：柱の断面積（cm2） 

Ｖ2  ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重  

（kN） 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

 

f. 柱に生じるせん断応力度τ2 

τ2＝（Ｓmax2・103）／（Ａ2’・ 102） 

Ｓmax2＝Ｗss2 

 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax2 ：柱に生じる最大せん断力（kN） 

Ａ2’ ：柱のせん断断面積（cm2） 

Ｗss2  ：柱に作用する水平方向の荷重(kN) 
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柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度及び圧縮応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

① 曲げ応力度と圧縮応力度 

𝜎𝑏2 𝑓𝑏⁄ + 𝜎𝑐2 𝑓𝑐⁄ ≦ 1 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ｆb ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

ｆc ：短期許容圧縮応力度（N/mm2） 

 

② 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏2
2 + 3𝜏2

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

③ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度（慣性力上向きの場合） 

√(𝜎𝑏2 + 𝜎𝑐2)2 + 3𝜏2
2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

④ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度（慣性力が下向きの場合） 

√(𝜎𝑏2 − 𝜎𝑐)2 + 3𝜏2
2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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平面図           正面図 

図 3－4 柱に作用する荷重の例 

 

(3) はり 

はりに生じる応力は，はりを単純支持のはりとして次式により算出し，はりの

短期許容応力度以下であることを確認する。はりに作用する荷重の例を図 3－5 に

示す。 

 

a. はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重Ｓｓ 3 

Ｓｓ3＝Ｇ・ｋＨ 

 

Ｓｓ3 ：はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. はりに作用する単位面積あたりの等分布荷重ｗss3 

ｗss3＝Ｓｓ3/Ａ＋ｗ 

 

ｗss3  ：はりに作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重 

(kN/m2) 

Ｓｓ3   ：はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ａ ：防護対策設備の面積(m2) 

ｗ ：風圧力(kN/m2) 

Ｌ2 
Ｌ 2 ｗss2 
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c. はりに生じる曲げ応力度σｂ3 

σｂ3＝（Ｍmax3・106）／Ｚ3 

Ｍmax3＝ｗss3・Ｂ3・Ｌ3
2／8 

 

σｂ3 ：はりに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax3 ：はりの最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3   ：はりの断面係数（mm3） 

ｗss3  ：はりに作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重 

(kN/m2) 

Ｂ3 ：はりの荷重載荷幅（m） 

Ｌ3 ：はりの部材長（m） 

 

d.  はりに生じるせん断応力度τ3 

τ3＝（Ｓmax3・103）／（ｈ3・ｔ3） 

Ｓmax3＝ｗss3・Ｂ3・Ｌ3／2 

 

τ3 ：はりに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax3 ：はりの最大せん断力（kN） 

ｈ3 ：はりのせん断負担幅（mm） 

ｔ3 ：はりの厚さ（mm） 

ｗss3    ：はりに作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ3 ：はりの荷重載荷幅（m） 

Ｌ3 ：はりの部材長(m)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 平面図                     正面図 

図 3－5 はりに作用する荷重の例 

Ｌ 3 

ｗss3 

Ｌ3 
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(4) ベースプレート 

ベースプレートに生じる応力は，ベースプレートを片持ち梁として次式により

算出し，ベースプレートの短期許容応力度以下であることを確認する。ベースプ

レートに作用する荷重の例を図 3－6 に示す。 

 

a. ベースプレートに生じる曲げ応力度（引張側）σｂ4 

     σｂ4＝（Ｍmax4・106）/Ｚ4 

Ｍmax4=Ｔ5・Ｌ4 

 

σｂ4 ：ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax4 ：ベースプレート引張側の最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：ベースプレートの断面係数（mm3） 

Ｔ5 ：アンカーボルト１本あたりに生じる引張力（kN） 

Ｌ4 ：柱とアンカーボルト間の長さ（m） 

 

b. ベースプレートに生じるせん断応力度（引張側）τ4 

     τ4＝Ｓmax4/(t4・Ｂ4・103) 

Ｓmax4=Ｔ5・103 

 

τ4 ：ベースプレート引張側に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax4 ：ベースプレート引張側の最大せん断力(N) 

t4 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｂ4 ：部材断面有効幅(m) 

Ｔ5 ：アンカーボルト１本あたりに生じる引張力（kN） 

 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

① 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏4
2 + 3𝜏4

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb4 ：ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ4 ：ベースプレート引張側に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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c. ベースプレートに生じる曲げ応力度（押込側）σｂ4’ 

     σｂ4’＝（6・Ｍmax4’）/ t4
2 

Ｍmax4’=Ｍｘ4・Ｗ4・Ｌｘ4
2 

 

σｂ4’ ：ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax4’ ：ベースプレート押込側の最大曲げモーメント（N・mm/mm） 

t4 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｍｘ4 ：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｗ4 ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

Ｌｘ4 ：ベースプレートの版の短辺長（mm） 

 

d. ベースプレートに生じるせん断応力度（押込側）τ4’ 

     τ4’＝Ｓmax4 ’/(t4・Ｂ4・103) 

Ｓmax4’=Ｗ4・Ａ4 

 

τ4’ ：ベースプレート押込側に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax4’ ：ベースプレート押込側の最大せん断力(N) 

t4 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｂ4 ：部材断面有効幅(m) 

Ｗ4 ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

Ａ4 ：押込側ベースプレートの断面積（mm2） 

 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

① 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏4′
2 + 3𝜏4′

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb4’ ：ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ4’ ：ベースプレート押込側に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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図 3－6 ベースプレートに作用する荷重の例 

 

(5) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造設計

指針」に基づき算定し，アンカーボルトの許容限界を下回ることを確認する。ア

ンカーボルトに生じる荷重の例を図 3－7 に示す。 

 

（Ｔ5／Ｔa）2＋（Ｑ5／Ｑa）2≦1 

 

Ｔ5＝Ｖmax2／Ｎ＋Ｍmax2・xi／Σn・xi
2 

Ｔ5／Ｔa ≦ 1.0 

       Ｖmax2 ：柱の最大鉛直荷重(kN) 

Ｎ ：柱に取り付くアンカーボルトの総本数（本） 

Ｍmax2 ：柱の最大曲げモーメント（kN・m） 

xi ：偏心距離（m） 

Σn・xi
2 ：2 次モーメントの合計値（m2） 

Ｔ5 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力(kN) 

       Ｔa ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑ5＝Ｓmax2／Ｎ 

Ｑ5／Ｑa ≦ 1.0 

 

       Ｓmax2 ：柱に生じる最大せん断力(kN) 

Ｑ5 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

       Ｑa ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力(kN) 

図 3－7 アンカーボルトに生じる荷重の例 

Ｌ4 

Ｔ5 

Ｌ4 
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3.2.6 評価条件 

「3.2.5 評価方法」に用いる入力値を表 3－10 に示す。 

 

表 3－10 耐震評価に用いる入力値（1/3） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 1.8 

ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 0.9 

Ｇ kN 防護対策設備の自重 4.5 

ｗ kN/m2 風圧力 1.71 

鋼板 

Ｓｓ1 kN 
鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平

方向の設計地震荷重 
8.1 

ｗss１ kN/m2 
鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向

の等分布荷重 
4.41 

Ｂ1 m 支柱間隔 1.5 

Ｈ1 m 鋼板の高さ 2.0 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 14.81 

Ｍmax1 kN・m 鋼板に生じる最大曲げモーメント 0.2 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 1.35×104 

Ｂ1’ m 鋼板の荷重載荷幅 1.0 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 0.6 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 0.15 

Ｓmax1 kN 鋼板に生じる最大せん断力 1.32 

ｈ1 mm 鋼板のせん断負担幅 1000 

ｔ1 mm 鋼板の厚さ 9.0 

柱 

Ｓｓ2 kN 
柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方

向の設計地震荷重 
8.1 

Ｖ2 kN 
柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方

向の設計地震荷重 
4.05 

ｗss2 kN/m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の

等分布荷重 
6.62 

Ｗ2 kN 柱に作用する風荷重 5.14 

Ｌ2 m 柱全長 2.0 

Ｗss2 kN 柱に作用する水平方向の荷重 13.24 

σb2 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 28.1 
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表 3－10 耐震評価に用いる入力値（2/3） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

柱 

Ｍmax2 kN・m 柱の最大曲げモーメント 13.24 

Ｚ2 cm3 柱の断面係数 472 

Ｌ22 m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の

等分布荷重を集中荷重にした時の作用位置 
1.0 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 1.4 

Ｖmax2 kN 柱の最大鉛直荷重 8.55 

Ａ2 cm2 柱の断面積 63.5 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 9.41 

Ｓmax2 kN 柱に生じる最大せん断力 13.24 

Ａ2’ cm2 柱のせん断断面積 14.08 

はり 

Ｓｓ3 kN 
はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平

方向の設計地震荷重 
8.1 

ｗss3 kN/ m2 
はりに作用する単位面積あたりの水平方向

の等分布荷重 
4.41 

Ａ m2 防護対策設備の面積 3.0 

σｂ3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 64.07 

Ｍmax3 kN・m はりの最大曲げモーメント 0.51 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 7960 

Ｂ3 m はりの荷重載荷幅 0.55 

Ｌ3 m はりの部材長 1.3 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 0.32 

Ｓmax3 kN はりの最大せん断力 1.58 

ｈ3 mm はりのせん断負担幅 550 

ｔ3 mm はりの厚さ 9 

ベースプ

レート 

σｂ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度 86.76 

Ｍmax4 kN・m 
ベースプレート引張側の最大曲げモーメン

ト 
1.18 

Ｚ4 mm3 ベースプレートの断面係数 1.36×104 

Ｌ4 m 柱とアンカーボルト間の長さ 0.056 

τ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じるせん断応力度 6.45 

Ｓmax4 N ベースプレート引張側の最大せん断力 21130 

ｔ4 mm ベースプレートの厚さ 25 

Ｂ4 m 部材断面有効幅 0.131 
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表 3－10 耐震評価に用いる入力値（3/3） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

ベースプ

レート 

σｂ4 ’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度 106.96 

Ｍmax4’ N・mm/mm 
ベースプレート押込側の最大曲げモーメン

ト 
11142 

Ｍx4 - 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 0.399 

Ｗ4 N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 3.03 

Ｌx4 mm ベースプレートの版の短辺長 96 

τ4’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じるせん断応力度 13.32 

Ｓmax4’ N ベースプレート押込側の最大せん断力 43632 

Ａ4 mm2 押込側ベースプレートの断面積 14400 

アンカー

ボルト 

Ｔ5 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力 21.13 

Ｔa kN 
アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張

力 
41 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 4 

xi m 偏心距離 0.175 

Σn・

xi
2 

m2 2 次モーメントの合計値 0.122 

Ｑ5 kN 
アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断

力 
3.31 

Ｑa kN 
アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん

断力 
34 
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4. 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側）） 

4.1 固有振動数及び設計用地震力 

4.1.1 固有振動数の算出方法 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））の構造に応じて解析

モデルを設定し，固有振動数を算出する。 

 

(1) 解析モデルの設定 

当該防護対策設備は，鋼板，はり及び柱の組合せにより剛な断面を有している

とともに，アンカーボルトにて躯体に固定する構造であることから，当該防護対

策設備の鋼板を四辺固定の長方形板に，柱を片側固定-片側自由はりに，はりを両

端ピンはりに単純化したモデルとし，モデル化に用いるはり長さは，柱及びはり

の全長とする。図 4－1 に解析モデル図を示す。 

       

           

      

図 4－1 固有値解析モデル 

  

鋼板 

鋼
板
の
短
辺
長
さ 

はりの長さ 

はり 

柱の長さ

柱



 

36 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
11

-2
-5
 R
1 

(2) 記号の説明 

当該防護対策設備の固有振動数算出に用いる記号を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 防護対策設備の 1 次固有振動数 

λ ― 定数 

ｈ m モデル化に用いる鋼板の厚さ 

a m モデル化に用いる鋼板の短辺長さ 

Ｅ N/m2 ヤング係数 

ν ― ポアソン比 

ρ kg/m3 材料の密度 

Ｌ m モデル化に用いる架構の長さ 

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

(3) 固有振動数の算出方法 

固有振動数ｆを「構造力学公式集」に基づき以下の式より算出する。 

 

a. 四辺固定の長方形板モデル（鋼板をモデル化） 

 

 

b. 片側固定-片側自由はりモデル（柱をモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
 

 

c.  両端ピンはりモデル（はりをモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
 

 

  

 2 2

πh Ｅ
ｆ＝

4a 3 1



  

λ2 
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4.1.2 固有振動数の計算条件 

固有振動数の計算条件を表 4－2 に示す。 

 

表 4－2(1) 固有振動数の計算条件（鋼板） 

項目 記号 単位 数値 

ヤング係数 Ｅ N/m2 2.05×1011 

定数 λ ― 2.73 

モデル化に用いる鋼板の長さ a m 1.5 

モデル化に用いる鋼板の厚さ h m 0.009 

ポアソン比 ν ― 0.3 

材料の密度 ρ kg/m3 7.85×103 

 

表 4－2(2) 固有振動数の計算条件（柱及びはり） 

項目 記号 単位 
数値 

柱 はり 

モデル化に用いる柱及びはりの長さ Ｌ m 2.0 1.5 

ヤング係数 Ｅ N/m2 2.05×1011 2.05×1011 

定数 λ － 1.8751 － 

断面二次モーメント Ｉ m4 4,720×10-8 36.8×10-8 

質量分布 ｍ kg/m 219.75 80.56 
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4.1.3 固有振動数の算出結果 

固有振動数の算出結果を表 4－3 に示す。固有振動数は 20Hz 以上であり，剛構

造であることを確認した。 

 

表 4－3 固有振動数 

名称 対象部位 固有振動数(Hz) 

取水槽海水ポンプエリア 

防護対策設備 

（区間-1（南側）） 

鋼板 26.53 

柱 29.36 

はり 21.36 
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4.1.4 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」

に基づき設定する。 

地震応答解析に基づいて算定された当該防護対策設備設置床の最大応答加速度

から設計震度を設定する。 

当該防護対策設備の設計震度を表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 設計震度 

構造物 設置場所 

基準地震動Ｓｓの 

設計震度 

水平ｋＨ 鉛直ｋＶ 

取水槽 海水ポンプエリア 1.8 0.9 
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4.2 耐震評価方法 

当該防護対策設備の原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管，取水槽水位   

計等に対する波及的影響の評価はⅥ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位ク  

ラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ   

き，「2.2 構造の概要」に示す防護対策設備の構造を踏まえ，「4.2.2 評価対象部 

位」にて設定する評価部位において，「4.1 固有振動数及び設計用地震力」で算定し 

た固有振動数に基づく設計用地震力により算出した応力等が許容限界内に収まること 

を，「4.2.5 評価方法」に示す方法にて確認する。 

 

4.2.1 記号の説明 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））の評価に用いる記号

を表 4－5 に示す。 

 

表 4－5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））の 

耐震評価に用いる記号（1/3） 

記号 単位 定義 

ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

Ｇ kN 防護対策設備の自重 

ｗ kN/m2 風圧力 

Ｓｓ1 kN 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

ｗss１ kN/m2 鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重 

Ｂ1 m 支柱間隔 

Ｈ1 m 鋼板の高さ 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍmax1 kN・m 鋼板に生じる最大曲げモーメント 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 

Ｂ1’ m 鋼板の荷重載荷幅 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 

Ｓmax1 kN 鋼板に生じる最大せん断力 

ｈ1 mm 鋼板のせん断負担幅 

ｔ1 mm 鋼板の厚さ 

Ｓｓ2 kN 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 
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表 4－5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））の 

耐震評価に用いる記号（2/3） 

記号 単位 定義 

Ｖ2 kN 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

ｗss2 kN/m 柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重 

Ｗ2 kN 柱に作用する風荷重 

Ｌ2 m 柱全長 

Ｗss2 kN 柱に作用する水平方向の荷重 

σb2 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 

Ｍmax2 kN・m 柱の最大曲げモーメント 

Ｚ2 cm3 柱の断面係数 

Ｌ22 m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重を集中荷

重にした時の作用位置 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 

Ｖmax2 kN 柱の最大鉛直荷重 

Ａ2 cm2 柱の断面積 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 

Ｓmax2 kN 柱に生じる最大せん断力 

Ａ2’ cm2 柱のせん断断面積 

Ｓｓ3 kN はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

ｗss3 kN/m2 はりに作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重 

Ａ m2 防護対策設備の面積 

σｂ3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 

Ｍmax3 kN・m はりの最大曲げモーメント 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 

Ｂ3 m はりの荷重載荷幅 

Ｌ3 m はりの部材長 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 

Ｓmax3 kN はりの最大せん断力 

ｈ3 mm はりのせん断負担幅 

ｔ3 mm はりの厚さ 

σｂ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度 

Ｍmax4 kN・m ベースプレート引張側の最大曲げモーメント 

Ｚ4 mm3 ベースプレートの断面係数 

Ｌ4 m 柱とアンカーボルト間の長さ 
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表 4－5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））の 

耐震評価に用いる記号（3/3） 

記号 単位 定義 

τ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じるせん断応力度 

Ｓmax4 N ベースプレート引張側の最大せん断力 

ｔ4 mm ベースプレートの厚さ 

Ｂ4 m 部材断面有効幅 

σｂ4 ’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度 

Ｍmax4’ N・mm/mm ベースプレート押込側の最大曲げモーメント 

Ｍｘ4 － 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｗ4 N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 

Ｌｘ4 mm ベースプレートの版の短辺長 

τ4’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じるせん断応力度 

Ｓmax4’ N ベースプレート押込側の最大せん断力 

Ａ4 mm2 押込側ベースプレートの断面積 

Ｔ5 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 

xi m 偏心距離 

Σn・xi
2 m2 2 次モーメントの合計値 

Ｑ5 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力 

ｆｔ N/mm2 短期許容引張応力度 

ｆｂ N/mm2 短期許容曲げ応力度 

ｆｃ N/mm2 短期許容圧縮応力度 
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4.2.2 評価対象部位 

当該防護対策設備の評価対象部位は「2.2 構造の概要」に示す構造上の特性を

踏まえ選定する。 

基準地震動Ｓs による地震動により当該防護対策設備に生じる慣性力及び風荷重

は鋼板，はり，柱及びベースプレートに伝わり，ベースプレートを固定するアン

カーボルトを介して取水槽躯体に伝達されることから，評価対象部位を鋼板，は

り，柱，ベースプレート及びアンカーボルトとする。 

評価対象部位を図 4－2 に示す。 

 

 

 

 

図 4－2 評価対象部位 

 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

正面図 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

断面図 

ベースプレート 

(状 d 名) 

ベースプレート 

(状 d 名) 
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4.2.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ 

当該防護対策設備の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｗ＋Ｓｓ 

 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

Ｓｓ ：地震荷重（kN） 

 

(2) 荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として当該防護対策設備の自重を考慮する。自重は「4.2.6 評価条

件」に示す。 

 

b. 風荷重（Ｗ） 

風速 30m/s 時の風荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の風圧力に

当該部分の風の受圧面積を乗じた次式により算出する。風荷重の算定に用いる

風圧力を表 4－6 に示す。 

 

Ｗ＝ｗ・Ａ 

 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

ｗ  ：風圧力（kN/m2） 

Ａ   ：風の受圧面積(m2) 

 

表 4－6 風圧力 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 
1.71 
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c. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「4.1.4 設計用地震

力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

 

Ｓｓ    ：地震荷重(kN) 

 Ｇ ：固定荷重(kN) 

 ｋ  ：設計震度 
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4.2.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防護対策設備を構成する鋼板，柱，はり，ベースプレート及びアンカーボ

ルトの使用材料を表 4－7 に示す。 

 

表 4－7 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-9 

柱 SS400 H-200×200×8×12 

はり SS400 L-65×65×8 

ベースプレート SS400 PL-28 

アンカーボルト SUS304 M20 

 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼板，柱，はり，ベースプレート 

鋼板，柱，はり，ベースプレートの許容応力度は，「Ｓ規準」を踏まえて表

4－8 の値とする。 

 

表 4－8 鋼板，柱，はり，ベースプレートの短期許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

        注記＊：座屈による許容値の低減は不要。割増係数は 1.5 とした。 
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b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 4－9 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，評価部位のアンカーボルトがせん断力を受ける場合に

おいては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリ

ート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊により決まる耐力を比

較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 4－9 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SUS304（M20） 63 8 
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4.2.5 評価方法 

当該防護対策設備を構成する鋼板，柱，はり，ベースプレート及びアンカーボ

ルトに発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認す

る。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を単純支持のはりとして次式により算出し，鋼板の

短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 4－3 に

示す。 

 

a. 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重Ｓｓ1 

Ｓｓ1＝Ｇ・ｋＨ 

 

Ｓｓ1  ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重   

(kN) 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. 鋼板に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重ｗss1 

ｗss1＝Ｓｓ1／（Ｂ1・Ｈ1）＋ｗ 

 

ｗss1 ：鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｓｓ１ ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｂ1 ：支柱間隔(m) 

Ｈ1 ：鋼板の高さ(m) 

ｗ ：風圧力(kN/m2) 
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c. 鋼板に生じる曲げ応力度σｂ1 

σｂ1＝（Ｍmax1・106）／Ｚ1 

Ｍmax1＝ｗss1・Ｂ1 ’・Ｌ1
2／8 

 

σｂ1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax1 ：鋼板に生じる最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：鋼板の断面係数（mm3） 

ｗss1    ：鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ1’ ：鋼板の荷重載荷幅（m） 

Ｌ1 ：鋼板の部材長（m） 

 

d. 鋼板に生じるせん断応力度τ1 

τ1＝（Ｓmax1・103）／（ｈ1・ｔ1） 

Ｓmax1＝ｗss1・Ｂ1 ’・Ｌ1／2 

 

τ1 ：鋼板に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax1 ：鋼板に生じる最大せん断力（kN） 

ｈ1 ：鋼板のせん断負担幅（mm） 

ｔ1 ：鋼板の厚さ（mm） 

ｗss1    ：鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ1’ ：鋼板の荷重載荷幅（m） 

Ｌ1 ：鋼板の部材長（m） 

 

          

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       平面図              正面図 

図 4－3 鋼板に作用する荷重の例 

ｗss1 Ｌ
1
 

Ｌ
1
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(2) 柱 

柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちはりとして次式により算出し，

柱の短期許容応力度以下であることを確認する。 

柱に作用する荷重の例を図 4－4 に示す。 

 

a. 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重  

Ｓｓ2＝Ｇ・ｋＨ 

Ｖ2＝Ｇ・ｋｖ 

 

Ｓｓ2 ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

Ｖ2   ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

(kN) 

ｋＶ ：基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

 

b. 柱に作用する単位長さあたりの等分布荷重ｗss2 

ｗss2＝（Ｓｓ2＋Ｗ2）/Ｌ2 

 

ｗss2  ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ2 ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｗ2 ：柱に作用する風荷重(kN) 

Ｌ2 ：柱全長(m) 

 

c. 柱に作用する水平方向の荷重Ｗss2 

Ｗss2＝Ｓｓ2＋Ｗ2 

 

Ｗss2  ：柱に作用する水平方向の荷重(kN) 

Ｓｓ2  ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｗ2 ：柱に作用する風荷重(kN) 
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d. 柱に生じる曲げ応力度σb2 

σb2＝（Ｍmax2・106）／（Ｚ2・103） 

Ｍmax2＝ｗss2・Ｌ2・Ｌ22 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax2 ：柱の最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：柱の断面係数（cm3） 

ｗss2  ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ2 ：柱全長（m）   

Ｌ22 ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重を集中荷 

重にした時の作用位置（m） 

 

e. 柱に生じる圧縮応力度σc2 

σc2＝（Ｖmax2・103）／（Ａ2・ 102） 

Ｖmax2＝Ｖ2＋Ｇ 

 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

Ｖmax2 ：柱の最大鉛直荷重（kN） 

Ａ2 ：柱の断面積（cm2） 

Ｖ2 ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重  

（kN） 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

 

f. 柱に生じるせん断応力度τ2 

τ2＝（Ｓmax2・103）／（Ａ2’・ 102） 

Ｓmax2＝Ｗss2 

 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax2 ：柱に生じる最大せん断力（kN） 

Ａ2’ ：柱のせん断断面積（cm2） 

Ｗss2  ：柱に作用する水平方向の荷重(kN) 
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柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度及び圧縮応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

① 曲げ応力度と圧縮応力度 

𝜎𝑏2 𝑓𝑏⁄ + 𝜎𝑐2 𝑓𝑐⁄ ≦ 1 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ｆb ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

ｆc ：短期許容圧縮応力度（N/mm2） 

 

② 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏2
2 + 3𝜏2

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

③ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度（慣性力上向きの場合） 

√(𝜎𝑏2 + 𝜎𝑐2)2 + 3𝜏2
2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

④ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度（慣性力が下向きの場合） 

√(𝜎𝑏2 − 𝜎𝑐)2 + 3𝜏2
2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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平面図              正面図 

図 4－4 柱に作用する荷重の例 

 

(3) はり 

はりに生じる応力は，はりを単純支持のはりとして次式により算出し，はりの

短期許容応力度以下であることを確認する。はりに作用する荷重の例を図 4－5 に

示す。 

 

a. はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重Ｓｓ 3 

Ｓｓ3＝Ｇ・ｋＨ 

 

Ｓｓ3 ：はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. はりに作用する単位長さあたりの等分布荷重ｗss3 

ｗss3＝Ｓｓ3/Ａ＋ｗ 

 

ｗss3  ：はりに作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重 

(kN/m2) 

Ｓｓ3   ：はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ａ ：防護対策設備の面積(m2) 

ｗ ：風圧力(kN/m2) 

 

Ｌ 2 ｗss2 
Ｌ 2 
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c. はりに生じる曲げ応力度σｂ3 

σｂ3＝（Ｍmax3・106）／Ｚ3 

Ｍmax3＝ｗss3・Ｂ3・Ｌ3
2／8 

 

σｂ3 ：はりに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax3 ：はりの最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3   ：はりの断面係数（mm3） 

ｗss3  ：はりに作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ3 ：はりの荷重載荷幅（m） 

Ｌ3 ：はりの部材長（m） 

 

d.  はりに生じるせん断応力度τ3 

τ3＝（Ｓmax3・103）／（ｈ3・ｔ3） 

Ｓmax3＝ｗss3・Ｂ3・Ｌ3／2 

 

τ3 ：はりに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax3 ：はりの最大せん断力（kN） 

ｈ3 ：はりのせん断負担幅（mm） 

ｔ3 ：はりの厚さ（mm） 

ｗss3    ：はりに作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ3 ：はりの荷重載荷幅（m） 

Ｌ3 ：はりの部材長(m)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図                      正面図 

図 4－5 はりに作用する荷重の例 

 

Ｌ 3 

ｗss3 

Ｌ 3 
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(4) ベースプレート 

ベースプレートに生じる応力は，ベースプレートを片持ち梁として次式により

算出し，ベースプレートの短期許容応力度以下であることを確認する。ベースプ

レートに作用する荷重の例を図 4－6 に示す。 

 

a. ベースプレートに生じる曲げ応力度（引張側）σｂ4 

     σｂ4＝（Ｍmax4・106）/Ｚ4 

Ｍmax4=Ｔ5・Ｌ4 

 

σｂ4 ：ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax4 ：ベースプレート引張側の最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：ベースプレートの断面係数（mm3） 

Ｔ5 ：アンカーボルト１本あたりの引張力（kN） 

Ｌ4 ：柱とアンカーボルト間の長さ（m） 

 

b. ベースプレートに生じるせん断応力度（引張側）τ4 

     τ4＝Ｓmax4/(t4・Ｂ4・103) 

Ｓmax4=Ｔ5・103 

 

τ4 ：ベースプレート引張側に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax4 ：ベースプレート引張側の最大せん断力(N) 

t4 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｂ4 ：部材断面有効幅(m) 

Ｔ5 ：アンカーボルト１本あたりに生じる引張力（kN） 

 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

① 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏4
2 + 3𝜏4

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb4 ：ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ4 ：ベースプレート引張側に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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c. ベースプレートに生じる曲げ応力度（押込側）σｂ4’ 

     σｂ4’＝（6・Ｍmax4’）/ t4
2 

Ｍmax4’=Ｍｘ4・Ｗ4・Ｌｘ4
2 

 

σｂ4’ ：ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax4’ ：ベースプレート押込側の最大曲げモーメント（N・mm/mm） 

t4 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｍｘ4 ：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｗ4 ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

Ｌｘ4 ：ベースプレートの版の短辺長（mm） 

 

d. ベースプレートに生じるせん断応力度（押込側）τ4’ 

     τ4’＝Ｓmax4 ’/(t4・Ｂ4・103) 

Ｓmax4’=Ｗ4・Ａ4 

 

τ4’ ：ベースプレート押込側に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax4’ ：ベースプレート押込側の最大せん断力(N) 

t4 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｂ4 ：部材断面有効幅(m) 

Ｗ4 ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

Ａ4 ：押込側ベースプレートの断面積（mm2） 

 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

① 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏4′
2 + 3𝜏4′

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb4’ ：ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ4’ ：ベースプレート押込側に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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図 4－6 ベースプレートに作用する荷重の例 

 

(5) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造設計

指針」に基づき算定し，アンカーボルトの許容限界を下回ることを確認する。ア

ンカーボルトに生じる荷重の例を図 4－7 に示す。 

 

（Ｔ5／Ｔa）2＋（Ｑ5／Ｑa）2≦1 

Ｔ5＝Ｖmax2／Ｎ＋Ｍmax2・xi／Σn・xi
2 

Ｔ5／Ｔa ≦ 1.0 

 

       Ｖmax2 ：柱の最大鉛直荷重(kN) 

Ｎ ：柱に取り付くアンカーボルトの総本数（本） 

Ｍmax2 ：柱の最大曲げモーメント（kN・m） 

xi ：偏心距離（m） 

Σn・xi
2 ：2 次モーメントの合計値（m2） 

Ｔ5 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力(kN) 

       Ｔa ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑ5＝Ｓmax2／Ｎ 

Ｑ5／Ｑa ≦ 1.0 

 

       Ｓmax2 ：柱に生じる最大せん断力(kN)  

Ｑ5 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

       Ｑa ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力(kN) 

 

図 4－7 アンカーボルトに生じる荷重の例  

Ｌ4 

Ｔ5 

Ｌ4 
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4.2.6 評価条件 

「4.2.5 評価方法」に用いる入力値を表 4－10 に示す。 

 

表 4－10 耐震評価に用いる入力値（1/3） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 1.8 

ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 0.9 

Ｇ kN 防護対策設備の自重 4.5 

ｗ kN/m2 風圧力 1.71 

鋼板 

Ｓｓ1 kN 
鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平

方向の設計地震荷重 
8.1 

ｗss１ kN/m2 
鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向

の等分布荷重 
4.41 

Ｂ1 m 支柱間隔 1.5 

Ｈ1 m 鋼板の高さ 2.0 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 14.81 

Ｍmax1 kN・m 鋼板に生じる最大曲げモーメント 0.2 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 1.35×104 

Ｂ1’ m 鋼板の荷重載荷幅 1.0 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 0.6 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 0.15 

Ｓmax1 kN 鋼板に生じる最大せん断力 1.32 

ｈ1 mm 鋼板のせん断負担幅 1000 

ｔ1 mm 鋼板の厚さ 9.0 

柱 

Ｓｓ2 kN 
柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方

向の設計地震荷重 
8.1 

Ｖ2 kN 
柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方

向の設計地震荷重 
4.05 

ｗss2 kN/m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の

等分布荷重 
6.62 

Ｗ2 kN 柱に作用する風荷重 5.14 

Ｌ2 m 柱全長 2.0 

Ｗss2 kN 柱に作用する水平方向の荷重 13.24 

σb2 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 28.1 

Ｍmax2 kN・m 柱の最大曲げモーメント 13.24 
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表 4－10 耐震評価に用いる入力値（2/3） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

柱 

Ｚ2 cm3 柱の断面係数 472 

Ｌ22 m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の

等分布荷重を集中荷重にした時の作用位置 
1.0 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 1.4 

Ｖmax2 kN 柱の最大鉛直荷重 8.55 

Ａ2 cm2 柱の断面積 63.5 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 9.41 

Ｓmax2 kN 柱に生じる最大せん断力 13.24 

Ａ2’ cm2 柱のせん断断面積 14.08 

はり 

Ｓｓ3 kN 
はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平

方向の設計地震荷重 
8.1 

ｗss3 kN/m2 
はりに作用する単位面積あたりの水平方向

の等分布荷重 
4.41 

Ａ m2 防護対策設備の面積 3.0 

σｂ3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 64.07 

Ｍmax3 kN・m はりの最大曲げモーメント 0.51 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 7960 

Ｂ3 m はりの荷重載荷幅 0.55 

Ｌ3 m はりの部材長 1.3 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 0.32 

Ｓmax3 kN はりの最大せん断力 1.58 

ｈ3 mm はりのせん断負担幅 550 

ｔ3 mm はりの厚さ 9 

ベースプ

レート 

σｂ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度 85.59 

Ｍmax4 kN・m 
ベースプレート引張側の最大曲げモーメン

ト 
1.01 

Ｚ4 mm3 ベースプレートの断面係数 1.18×104 

Ｌ4 m 柱とアンカーボルト間の長さ 0.04 

τ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じるせん断応力度 10.00 

Ｓmax4 N ベースプレート引張側の最大せん断力 25190 

ｔ4 mm ベースプレートの厚さ 28 

Ｂ4 m 部材断面有効幅 0.09 

σｂ4 ’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度 92.68 



 

60 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
11

-2
-5
 R
1 

表 4－10 耐震評価に用いる入力値（3/3） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

ベースプ

レート 

Ｍmax4’ N・mm/mm 
ベースプレート押込側の最大曲げモーメン

ト 
12110 

Ｍx4 - 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 0.300 

Ｗ4 N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 4.38 

Ｌx4 mm ベースプレートの版の短辺長 96 

τ4’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じるせん断応力度 16.69 

Ｓmax4’ N ベースプレート押込側の最大せん断力 42048 

Ａ4 mm2 押込側ベースプレートの断面積 9600 

アンカー

ボルト 

Ｔ5 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力 25.19 

Ｔa kN 
アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張

力 
63 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 6 

xi m 偏心距離 0.140 

Σn・

xi
2 

m2 2 次モーメントの合計値 0.078 

Ｑ5 kN 
アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断

力 
2.21 

Ｑa kN 
アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん

断力 
8 
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5. 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2） 

5.1 固有振動数及び設計用地震力 

5.1.1 固有振動数の算出方法 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2）の構造に応じて解析モデルを

設定し，固有振動数を算出する。 

 

(1) 解析モデルの設定 

当該防護対策設備は，鋼板，はり及び柱の組合せにより剛な断面を有している

とともに，アンカーボルトにて躯体に固定する構造であることから，当該防護対

策設備の鋼板を四辺固定の長方形板に，柱を片側固定-片側自由はりに，はりを両

端ピンはりに単純化したモデルとし，モデル化に用いるはり長さは，柱及びはり

の全長とする。図 5－1 に解析モデル図を示す。 

       

           

      

図 5－1 固有値解析モデル 

 

  

鋼板 

鋼
板
の
短
辺
長
さ 

はりの長さ 

はり 

柱の長さ

柱



 

62 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
11

-2
-5
 R
1 

(2) 記号の説明 

当該防護対策設備の固有振動数算出に用いる記号を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 防護対策設備の 1 次固有振動数 

λ ― 定数 

ｈ m モデル化に用いる鋼板の厚さ 

a m モデル化に用いる鋼板の短辺長さ 

Ｅ N/m2 ヤング係数 

ν ― ポアソン比 

ρ kg/m3 材料の密度 

Ｌ mm モデル化に用いる架構の長さ 

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

(3) 固有振動数の算出方法 

固有振動数ｆを「構造力学公式集」に基づき以下の式より算出する。 

 

a. 四辺固定の長方形板モデル（鋼板をモデル化） 

 

 

b. 片側固定-片側自由はりモデル（柱をモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
 

 

c.  両端ピンはりモデル（はりをモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
 

 

  

 2 2

πh Ｅ
ｆ＝

4a 3 1



  

λ2 
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5.1.2 固有振動数の計算条件 

固有振動数の計算条件を表 5－2 に示す。 

 

表 5－2(1) 固有振動数の計算条件（鋼板） 

項目 記号 単位 数値 

ヤング係数 Ｅ N/m2 2.05×1011 

定数 λ ― 2.73 

モデル化に用いる鋼板の長さ a m 1.14 

モデル化に用いる鋼板の厚さ h m 0.012 

ポアソン比 ν ― 0.3 

材料の密度 ρ kg/m3 7.85×103 

 

表 5－2(2) 固有振動数の計算条件（柱及びはり） 

項目 記号 単位 
数値 

柱 はり 

モデル化に用いる柱及びはりの長さ Ｌ m 2.0 0.79 

ヤング係数 Ｅ N/m2 2.05×1011 2.05×1011 

定数 λ － 1.8751 － 

断面二次モーメント Ｉ m4 39,800×10-8 29.4×10-8 

質量分布 ｍ kg/m 915.09 425.43 
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5.1.3 固有振動数の算出結果 

固有振動数の算出結果を表 5－3 に示す。固有振動数は 20Hz 以上であり，剛構

造であることを確認した。 

 

表 5－3 固有振動数 

扉名称 対象部位 固有振動数(Hz) 

取水槽海水ポンプエリア 

防護対策設備 

（区間-2） 

鋼板 61.23 

柱 41.77 

はり 29.96 
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5.1.4 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」

に基づき設定する。 

地震応答解析に基づいて算定された当該防護対策設備設置床の最大応答加速度

から設計震度を設定する。 

当該防護対策設備の設計震度を表 5－4 に示す。 

 

表 5－4 設計震度 

構造物 設置場所 

基準地震動Ｓｓの 

設計震度 

水平ｋＨ 鉛直ｋＶ 

取水槽 海水ポンプエリア 1.8 0.9 
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5.2 耐震評価方法 

当該防護対策設備の原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管，取水槽水位   

計等に対する波及的影響の評価はⅥ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位ク  

ラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ   

き，「2.2 構造の概要」に示す防護対策設備の構造を踏まえ，「5.2.2 評価対象部 

位」にて設定する評価部位において，「5.1 固有振動数及び設計用地震力」で算定し 

た固有振動数に基づく設計用地震力により算出した応力等が許容限界内に収まること 

を，「5.2.5 評価方法」に示す方法にて確認する。 

 

5.2.1 記号の説明 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2）の評価に用いる記号を表 5－5

に示す。 

 

表 5－5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2）の 

耐震評価に用いる記号（1/3） 

記号 単位 定義 

ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

Ｇ1 kN/m2 鋼板の単位面積あたりの自重 

Ｓｓ1 kN/m2 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

ｗss１ kN/m2 鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍmax1 kN・m 鋼板に生じる最大曲げモーメント 

Ｚ1 cm3 鋼板の断面係数 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 

Ｓmax1 kN 鋼板に生じる最大せん断力 

Ａ1 m2 鋼板の断面積 

σb2 N/mm2 柱に生じる最大曲げ応力度 

Ｍmax2 kN・m 柱の最大曲げモーメント 

Ｚ2 cm3 柱の断面係数 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 

Ｖmax2 kN 柱の最大鉛直荷重 

Ａ2 cm2 柱の断面積 
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表 5－5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2）の 

耐震評価に用いる記号（2/3） 

記号 単位 定義 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 

Ｓmax2 kN 柱に生じる最大せん断力 

Ａ2’ cm2 柱のせん断断面積 

Ｓｓ3 kN/m はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

ｈ3 m はりの荷重分担高さ 

Ｇ3 kN/m はりの自重 

ｗss3 kN/m はりに作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重 

σｂ3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 

Ｍmax3 kN・m はりの最大曲げモーメント 

Ｚ3 cm3 はりの断面係数 

Ｌ3 m はりの部材長 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 

Ｓmax3 kN はりの最大せん断力 

Ａ3 cm2 はりの断面積 

Ｓｓ4 kN 架構に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

Ｇ4 kN 架構の固定荷重 

σ4 N/mm2 架構に生じる曲げ応力度 

Ｍmax4 N・m 架構の最大曲げモーメント 

Ｚ4 mm3 架構の断面係数 

Ｌ4 mm 架構の支持スパン 

σｂ5 N/mm2 ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度 

Ｍmax5 kN・m ベースプレート引張側の最大曲げモーメント 

Ｚ5 mm3 ベースプレートの断面係数 

Ｌ5 m 柱とアンカーボルト間の長さ 

τ5 N/mm2 ベースプレート引張側に生じるせん断応力度 

Ｓmax5 N ベースプレート引張側の最大せん断力 

ｔ5 mm ベースプレートの厚さ 

Ｂ5 m 部材断面有効幅 

σｂ5 ’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度 

Ｍmax5’ N・mm/mm ベースプレート押込側の最大曲げモーメント 

Ｍｘ5 － 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 
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表 5－5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2）の 

耐震評価に用いる記号（3/3） 

記号 単位 定義 

Ｗ5 N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 

Ｌｘ5 mm ベースプレートの版の短辺長 

τ5’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じるせん断応力度 

Ｓmax5’ N/mm ベースプレート押込側の最大せん断力 

Ｍｘ5’ － 等分布荷重によるせん断応力算定用の係数 

Ｖmax6 kN 柱に発生する最大鉛直荷重 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 

Ｍmax6 kN・m 柱に発生する最大曲げモーメント 

Ｌ6 m アンカーボルト距離 

ｎ6 本 アンカーボルトの本数 

Ｔ6 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力 

Ｑ6 kN アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力 

ｆｔ N/mm2 短期許容引張応力度 

ｆｂ N/mm2 短期許容曲げ応力度 

ｆｃ N/mm2 短期許容圧縮応力度 
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5.2.2 評価対象部位 

当該防護対策設備の評価対象部位は「2.2 構造の概要」に示す構造上の特性を

踏まえ選定する。 

基準地震動Ｓs による地震力により当該防護対策設備に生じる慣性力及び風荷重

は鋼板，柱，はり，架構及びベースプレートに伝わり，ベースプレートを固定す

るアンカーボルトを介して躯体に伝達されることから，評価対象部位を鋼板，は

り，柱，架構，ベースプレート及びアンカーボルトとする。 

評価対象部位を図 5－2 に示す。 

 

 

平面図 

 

 

断面図 

 

図 5－2 評価対象部位 

  

鋼板 

(状 d 名) 

架構 

(状 d

名) 

アンカーボルト 

柱 

(状 d

名) 鋼板 

(状 d

名) 
はり 

(状 d

名) 

架構 

(状 d

名) 

ベースプレート 
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5.2.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ 

当該防護対策設備の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｗ＋Ｓｓ＋Ｆ 

 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｗ   ：風荷重（kN） 

Ｓｓ ：地震荷重（kN） 

Ｆ   ：積雪荷重（kN） 

（取水槽海水ポンプエリア（区間-2）については，柱上部のブラケッ

ト部をモデル化し，竜巻防護ネット上の積雪荷重を考慮する。） 

 

(2) 荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として当該防護対策設備の自重を考慮する。自重は「5.2.6 評価条

件」に示す。 

 

b. 風荷重（Ｗ） 

風速 30m/s 時の風荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の風圧力に

当該部分の風の受圧面積を乗じた次式により算出する。風荷重の算定に用いる

風圧力を表 5－6 に示す。 

 

Ｗ＝ｗ・Ａ 

 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

ｗ  ：風圧力（kN/m2） 

Ａ   ：風の受圧面積(m2) 

 

表 5－6 風圧力 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 
1.71 
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c. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「5.1.4 設計用地震

力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

 

Ｓｓ   ：地震荷重(kN) 

 Ｇ   ：固定荷重(kN) 

 ｋ   ：設計震度 

 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水平

方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 

 

d. 積雪荷重（Ｆ） 

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損

傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せについて」で設定して

いる自然現象の組合せに従って考慮することとし，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子

炉施設に対する自然現象等による損傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自然

現象の組合せについて」に示す組み合わせる積雪深を踏まえて，発電所敷地に

最も近い気象官署である松江地方気象台で観測された観測史上 1 位の月最深積

雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0cm とす

る。積雪荷重については，「松江市建築基準法施行細則」により，積雪深 1cm

ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 
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5.2.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防護対策設備を構成する鋼板，柱，はり，架構，ベースプレート及びアン

カーボルトの使用材料を表 5－7 に示す。 

 

表 5－7 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-24 

柱 SS400 H-350×350×12×19 

はり SS400 L-65×65×6 

架構 SS400 H-294×200×8×12 

ベースプレート SS400 PL-32 

アンカーボルト SD295 D25 

 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼板，柱，はり，架構，ベースプレート 

鋼板，柱，はり，架構，ベースプレートの許容応力度は，「Ｓ規準」を踏ま

えて表 5－8 の値とする。 

 

表 5－8 鋼板，柱，はり，架構，ベースプレートの短期許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

        注記＊：座屈による許容値の低減は不要。割増係数は 1.5 とした。 
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b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 5－9 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，評価部位のアンカーボルトがせん断力を受ける場合に

おいては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリ

ート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊により決まる耐力を比

較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 5－9 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SD295（D25） 67 35 
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5.2.5 評価方法 

当該防護対策設備を構成する鋼板，はり，柱，架構，ベースプレート及びアン

カーボルトに発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確

認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を単純支持のはりとして次式により算出し，鋼板の

短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 5－3 に

示す。 

 

a. 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重Ｓｓ 1 

Ｓｓ１＝Ｇ1・ｋＨ 

 

Ｓｓ１  ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN/m2) 

Ｇ1 ：鋼板の単位面積あたりの自重(kN/m2) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. 鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重ｗss1 

ｗss1＝Ｓｓ1＋ｗ 

 

ｗss1 ：鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｓｓ１ ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重   

(kN/m2) 

ｗ ：風圧力(kN/m2) 

 

c. 鋼板に生じる曲げ応力度σｂ1 

σｂ1＝（Ｍmax1・106）／（Ｚ1・103） 

Ｍmax1＝ｗss1・Ｌ1
2／8 

 

σｂ1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax1 ：鋼板に生じる最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：鋼板の断面係数（cm3） 

ｗss1    ：鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｌ1 ：鋼板の部材長（m）  
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d. 鋼板に生じるせん断応力度τ1 

τ1＝（Ｓmax1・103）／（Ａ1・106） 

Ｓmax1＝ｗss1・Ｌ1／2 

 

τ1 ：鋼板に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax1 ：鋼板の最大せん断力（kN） 

Ａ1 ：鋼板の断面積（m2） 

ｗss1    ：鋼板に作用する単位面積あたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｌ1 ：鋼板の部材長（m） 

 

図 5－3 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 柱 

柱に生じる応力は，フレーム解析（ＦＲＡＭＥ（面内））により算出し，柱の

短期許容応力度以下であることを確認する。 

柱に作用する荷重の例を図 5－4 に示す。 

 

a. 柱に生じる曲げ応力度σb2 

σb2＝（Ｍmax2・106）／（Ｚ2・103） 

 

σb2 ：柱に生じる最大曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax2 ：柱の最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：柱の断面係数（cm3） 

 

 

Ｌ1 

ｗss1 

Ｌ1 
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b. 柱に生じる圧縮応力度σc2 

σc2＝（Ｖmax2・103）／（Ａ2・102） 

 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

Ｖmax2 ：柱の最大鉛直荷重（kN） 

Ａ2 ：柱の断面積（cm2） 

 

c. 柱に生じるせん断応力度τ2 

τ2＝（Ｓmax2・103）／（Ａ2’・102） 

 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax2 ：柱に生じる最大せん断力（kN） 

Ａ2’ ：柱のせん断断面積（cm2） 

 

柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度及び圧縮応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

① 曲げ応力度と圧縮応力度 

𝜎𝑏2 𝑓𝑏⁄ + 𝜎𝑐2 𝑓𝑐⁄ ≦ 1 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ｆb ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

ｆc ：短期許容圧縮応力度（N/mm2） 

 

② 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏2
2 + 3𝜏2

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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③ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度（慣性力上向きの場合） 

√(𝜎𝑏2 + 𝜎𝑐2)
2 + 3𝜏2

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

④ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度（慣性力が下向きの場合） 

√(𝜎𝑏2 − 𝜎𝑐)
2 + 3𝜏2

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－4 柱に作用する荷重の例 

 

 

(3) はり 

はりに生じる応力は，はりを単純支持のはりとして次式により算出し，はりの

短期許容応力度以下であることを確認する。はりに作用する荷重の例を図 5－5 に

示す。 
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a. はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重Ｓｓ3 

Ｓｓ3＝（Ｇ1・ｈ3＋Ｇ3）・ｋＨ 

 

Ｓｓ3 ：はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN/m) 

       Ｇ1   ：鋼板の単位面積あたりの自重(kN/m2) 

ｈ3 ：はりの荷重分担高さ(m) 

Ｇ3 ：はりの自重(kN/m) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. はりに作用する単位長さあたりの等分布荷重ｗss3 

ｗss3＝Ｓｓ3＋ｗ・ｈ3 

 

ｗss3  ：はりに作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重 (kN/m) 

Ｓｓ3  ：はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN/m) 

ｗ ：風圧力(kN/m2) 

ｈ3 ：はりの荷重分担高さ(m) 

 

c. はりに生じる曲げ応力度σｂ3 

σｂ3＝（Ｍmax3・106）／（Ｚ3・103） 

Ｍmax3＝ｗss3・Ｌ3
2／8 

 

σｂ3 ：はりに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax3 ：はりの最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3   ：はりの断面係数（cm3） 

ｗss3  ：はりに作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重 (kN/m) 

Ｌ3 ：はりの部材長（m） 
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Ｌ３ 

d.  はりに生じるせん断応力度τ3 

τ3＝（Ｓmax3・103）／（Ａ3・102） 

Ｓmax3＝ｗss3・Ｌ3／2 

 

τ3 ：はりに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax3 ：はりの最大せん断力（kN） 

Ａ3 ：はりの断面積（cm2） 

ｗss3    ：はりに作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｌ3 ：はりの部材長(m) 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 架構 

架構に生じる応力は，架構を単純支持のはりとして次式により算出し，架構の

短期許容応力度以下であることを確認する。架構に作用する荷重の例を図 5－6 に

示す。 

 

a. 架構に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の地震荷重Ｓｓ4 

Ｓｓ4＝Ｇ4・ｋＨ 

 

Ｓｓ4 ：架構に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の地震荷重(kN) 

Ｇ4 ：架構の固定荷重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

  

図 5－5 はりに作用する荷重の例 

ｗｓｓ３ 
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Ｌ４ 

b. 架構に生じる曲げ応力度σ4 

σ4＝（Ｍmax4・10-3）／Ｚ4 

Ｍmax4＝（Ｓｓ4・Ｌ4・10-3）／4 

 

σ4 ：架構に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax4 ：架構の最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：架構の断面係数（mm3） 

Ｓｓ4 ：架構に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の地震荷重(kN) 

Ｌ4 ：架構の支持スパン（mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) ベースプレート 

ベースプレートに生じる応力は，ベースプレートを片持ち梁として次式により

算出し，ベースプレートの短期許容応力度以下であることを確認する。ベースプ

レートに作用する荷重の例を図 5－7 に示す。 

 

a. ベースプレートに生じる曲げ応力度（引張側）σｂ5 

     σｂ5＝（Ｍmax5・103）/Ｚ5 

Ｍmax5=Ｔ6・Ｌ5・103 

 

σｂ5 ：ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax5 ：ベースプレート引張側の最大曲げモーメント（N・m） 

Ｚ5 ：ベースプレートの断面係数（mm3） 

Ｔ6 ：アンカーボルト１本あたりに生じる引張力（kN） 

Ｌ5 ：柱とアンカーボルト間の長さ（m） 

  

Ｓｓ4 

Ｌ４ 
図 5－6 架構に作用する荷重の例 
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b. ベースプレートに生じるせん断応力度（引張側）τ5 

     τ5＝Ｓmax5/(t5・Ｂ5・103) 

Ｓmax5＝Ｔ6・103 

 

τ5 ：ベースプレート引張側に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax5 ：ベースプレート引張側の最大せん断力(N) 

t5 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｂ5 ：部材断面有効幅(m) 

Ｔ6 ：アンカーボルト１本あたりに生じる引張力（kN） 

 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

① 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏5
2 + 3𝜏5

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb5 ：ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ5 ：ベースプレート引張側に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

c. ベースプレートに生じる曲げ応力度（押込側）σｂ5’ 

     σｂ5’＝（6・Ｍmax5’）/ t5
2 

Ｍmax5’=Ｍｘ5・Ｗ5・Ｌｘ5
2 

 

σｂ5’ ：ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax5’ ：ベースプレート押込側の最大曲げモーメント（N・mm/mm） 

t5 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｍｘ5 ：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｗ5 ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

Ｌｘ5 ：ベースプレートの版の短辺長（mm） 
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d. ベースプレートに生じるせん断応力度（押込側）τ5’ 

     τ5’＝Ｓmax5 ’/t5 

Ｓmax5’=Ｍｘ5’・Ｗ5・Ｌｘ5 

 

τ5’ ：ベースプレート押込側に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax5’ ：ベースプレート押込側の最大せん断力(N/mm) 

t5 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｍｘ5’ ：等分布荷重によるせん断応力算定用の係数 

Ｗ5 ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

Ｌｘ5 ：ベースプレートの版の短辺長（mm） 

 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

① 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏5′
2 + 3𝜏5′

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb5’ ：ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ5’ ：ベースプレート押込側に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－7 ベースプレートに作用する荷重の例 

 

  

Ｌ5 

Ｔ6 Ｌ5 
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 (6) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造設計

指針」に基づき算定し，アンカーボルトの許容限界を下回ることを確認する。ア

ンカーボルトに作用する荷重の例を図 5－8 に示す。 

 

（Ｔ6／Ｔa）2＋（Ｑ6／Ｑa）2≦1 

 

Ｔ6＝Ｖmax6／Ｎ－Ｍmax6／（Ｌ6・ｎ6） 

Ｔ6／Ｔa ≦ 1.0 

 

       Ｖmax6 ：柱に発生する最大鉛直荷重(kN) 

Ｎ ：柱に取り付くアンカーボルトの総本数（本） 

Ｍmax6 ：柱に発生する最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｌ6 ：アンカーボルト距離（m） 

ｎ6 ：アンカーボルトの本数（本） 

Ｔ6 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じる引張力(kN) 

       Ｔa ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑ6＝Ｓmax2／Ｎ 

Ｑ6／Ｑa ≦ 1.0 

 

       Ｓmax2 ：柱に発生する最大せん断力(kN) 

Ｑ6 ：アンカーボルト 1 本あたりに生じるせん断力(kN) 

       Ｑa ：アンカーボルト 1 本あたりの短期許容せん断力(kN) 

 

 

 

図 5－8 アンカーボルトに生じる荷重の例 
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5.2.6 評価条件 

「5.2.5 評価方法」に用いる入力値を表 5－10 に示す。 

 

表 5－10 耐震評価に用いる入力値（1/3） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 1.8 

鋼板 

Ｇ1 kN/m2 鋼板の単位面積あたりの自重 2.772 

Ｓｓ1 kN/m2 
鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる

水平方向の設計地震荷重 
4.99 

ｗss１ kN/m2 
鋼板に作用する単位面積あたりの水平

方向の等分布荷重 
6.7 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 11.4 

Ｍmax1 kN・m 鋼板に生じる最大曲げモーメント 1.09 

Ｚ1 cm3 鋼板の断面係数 96 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 1.14 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 0.16 

Ｓmax1 kN 鋼板に生じる最大せん断力 3.82 

Ａ1 m2 鋼板の断面積 0.024 

柱 

σb2 N/mm2 柱に生じる最大曲げ応力度 24.0 

Ｍmax2 kN・m 柱の最大曲げモーメント 54.71 

Ｚ2 cm3 柱の断面係数 2280 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 2.2 

Ｖmax2 kN 柱の最大鉛直荷重 37.77 

Ａ2 cm2 柱の断面積 171.9 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 10.52 

Ｓmax2 kN 柱に生じる最大せん断力 39.38 

Ａ2’ cm2 柱のせん断断面積 37.44 

はり 

Ｓｓ3 kN/m 
はりに作用する基準地震動Ｓｓによる

水平方向の設計地震荷重 
2.74 

ｈ3 m はりの荷重分担高さ 0.53 

Ｇ3 kN/m はりの自重 5.80×10-2 

ｗss3 kN/m 
はりに作用する単位長さあたりの水平

方向の等分布荷重 
3.65 

σｂ3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 44.7 

Ｍmax3 kN・m はりの最大曲げモーメント 0.28 
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表 5－10 耐震評価に用いる入力値（2/3） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

はり 

Ｚ3 cm3 はりの断面係数 6.26 

Ｌ3 m はりの部材長 0.79 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 4.1 

Ｓmax3 kN はりの最大せん断力 1.44 

Ａ3 cm2 はりの断面積 3.54 

架構 

Ｓｓ4 kN 
架構に作用する基準地震動Ｓｓによる

水平方向の設計地震荷重 
3.76 

Ｇ4 kN 架構の固定荷重 2.089 

σ4 N/mm2 架構に生じる曲げ応力度 8.19 

Ｍmax4 kN・m 架構の最大曲げモーメント 1.31 

Ｚ4 mm3 架構の断面係数 1.60×105 

Ｌ4 mm 架構の支持スパン 1390 

ベースプレ

ート 

σｂ5 N/mm2 
ベースプレート引張側に生じる曲げ応力

度 
147.8 

Ｍmax5 N・m 
ベースプレート引張側の最大曲げモー

メント 
2527 

Ｚ5 mm3 ベースプレートの断面係数 17.1×103 

Ｌ5 m 柱とアンカーボルト間の長さ 0.05 

τ5 N/mm2 
ベースプレート引張側に生じるせん断応

力度 
15.8 

Ｓmax5 N ベースプレート引張側の最大せん断力 50540 

ｔ5 mm ベースプレートの厚さ 32 

Ｂ5 m 部材断面有効幅 0.1 

σｂ5 ’ N/mm2 
ベースプレート押込側に生じる曲げ応力

度 
91.5 

Ｍmax5’ N・mm/mm 
ベースプレート押込側の最大曲げモー

メント 
15624 

Ｍx5 - 
等分布荷重による曲げ応力算定用の係

数 
0.217 

Ｗ5 N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 3.20 

Ｌx5 mm ベースプレートの版の短辺長 150 

τ5’ N/mm2 
ベースプレート押込側に生じるせん断応

力度 
10.9 
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表 5－10 耐震評価に用いる入力値（3/3） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

ベースプレ

ート 

Ｓmax5’ N/mm ベースプレート押込側の最大せん断力 350 

Ｍｘ5’ － 
等分布荷重によるせん断応力算定用の

係数 
0.73 

アンカーボ

ルト 

Ｔ6 kN 
アンカーボルト 1 本あたりに生じる引

張力 
50.54 

Ｔa kN 
アンカーボルト 1 本あたりの短期許容

引張力 
67 

Ｖmax6 kN 柱に発生する最大鉛直荷重 1.98 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 5 

Ｍmax6 kN・m 柱に発生する最大曲げモーメント 50.94 

Ｌ6 m アンカーボルト距離 0.5 

ｎ6 本 アンカーボルトの本数 2 

Ｑ6 kN 
アンカーボルト 1 本あたりに生じるせ

ん断力 
7.88 

Ｑa kN 
アンカーボルト 1 本あたりの短期許容

せん断力 
35 
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6. 評価結果 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の耐震評価結果を表 6－1～表 6－3 に示す。当

該防護対策設備の各部材の断面検定を行った結果，発生応力度又は荷重は許容限界以下

であることから，当該防護対策設備が構造健全性を有することを確認した。 

 

表 6－1 耐震計算結果 

（取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側）） 

評価部材 
発生応力度 

又は荷重 
許容限界値 

発生応力度 

／ 

許容限界値 

鋼板 SS400 
曲げ 15 N/mm2 235 N/mm2 0.07 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

柱 SS400 

曲げ 29 N/mm2 235 N/mm2 0.13 

圧縮 2 N/mm2 235 N/mm2 0.01 

せん断 10 N/mm2 135 N/mm2 0.08 

組合せ（曲げ＋圧縮） - - - - 0.13 

組合せ（曲げ＋せん断） 33 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

組合せ（曲げ＋せん断＋

圧縮）（上向き） 
34 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

組合せ（曲げ＋せん断＋

圧縮）（下向き） 
33 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

はり SS400 
曲げ 65 N/mm2 235 N/mm2 0.28 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

ベースプ

レート 
SS400 

曲げ（引張側） 87 N/mm2 235 N/mm2 0.38 

せん断（引張側） 7 N/mm2 135 N/mm2 0.06 

組合せ（曲げ＋せん断）

（引張側） 
88 N/mm2 235 N/mm2 0.38 

曲げ（押込側） 107 N/mm2 235 N/mm2 0.46 

せん断（押込側） 14 N/mm2 135 N/mm2 0.11 

組合せ（曲げ＋せん断）

（押込側） 
110 N/mm2 235 N/mm2 0.47 

アンカー 

ボルト 
SUS304 

せん断 4 kN 34 kN 0.12 

引張 22 kN 41 kN 0.54 

組合せ（せん断＋引張） － － － － 0.28 
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表 6－2 耐震計算結果 

（取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））） 

評価部材 
発生応力度 

又は荷重 
許容限界値 

発生応力度 

／ 

許容限界値 

鋼板 SS400 
曲げ 15 N/mm2 235 N/mm2 0.07 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

柱 SS400 

曲げ 29 N/mm2 235 N/mm2 0.13 

圧縮 2 N/mm2 235 N/mm2 0.01 

せん断 10 N/mm2 135 N/mm2 0.08 

組合せ（曲げ＋圧縮） - - - - 0.13 

組合せ（曲げ＋せん断） 33 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

組合せ（曲げ＋せん断＋

圧縮）（上向き） 
34 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

組合せ（曲げ＋せん断＋

圧縮）（下向き） 
33 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

はり SS400 
曲げ 65 N/mm2 235 N/mm2 0.28 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

ベースプ

レート 
SS400 

曲げ（引張側） 86 N/mm2 235 N/mm2 0.37 

せん断（引張側） 10 N/mm2 135 N/mm2 0.08 

組合せ（曲げ＋せん断）

（引張側） 
88 N/mm2 235 N/mm2 0.38 

曲げ（押込側） 93 N/mm2 235 N/mm2 0.40 

せん断（押込側） 17 N/mm2 135 N/mm2 0.13 

組合せ（曲げ＋せん断）

（押込側） 
98 N/mm2 235 N/mm2 0.42 

アンカー 

ボルト 
SUS304 

せん断 3 kN 8 kN 0.38 

引張 26 kN 63 kN 0.42 

組合せ（せん断＋引張） － － － － 0.24 
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表 6－3 耐震計算結果 

（取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2）） 

評価部材 
発生応力度 

又は荷重 
許容限界値 

発生応力度 

／ 

許容限界値 

鋼板 SS400 
曲げ 12 N/mm2 235 N/mm2 0.06 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

柱 SS400 

曲げ 24 N/mm2 235 N/mm2 0.11 

圧縮 3 N/mm2 235 N/mm2 0.02 

せん断 11 N/mm2 135 N/mm2 0.09 

組合せ（曲げ＋圧縮） - - - - 0.12 

組合せ（曲げ＋せん断） 31 N/mm2 235 N/mm2 0.14 

組合せ（曲げ＋せん断＋

軸力）（上向き） 
32 N/mm2 235 N/mm2 0.14 

組合せ（曲げ＋せん断＋

軸力）（下向き） 
29 N/mm2 235 N/mm2 0.13 

はり SS400 
曲げ 45 N/mm2 235 N/mm2 0.20 

せん断 5 N/mm2 135 N/mm2 0.04 

架構 SS400 曲げ 9 N/mm2 235 N/mm2 0.04 

ベースプ

レート 
SS400 

曲げ（引張側） 148 N/mm2 235 N/mm2 0.63 

せん断（引張側） 16 N/mm2 135 N/mm2 0.12 

組合せ（曲げ＋せん断）

（引張側） 
151 N/mm2 235 N/mm2 0.65 

曲げ（押込側） 92 N/mm2 235 N/mm2 0.40 

せん断（押込側） 11 N/mm2 135 N/mm2 0.09 

組合せ（曲げ＋せん断）

（押込側） 
94 N/mm2 235 N/mm2 0.40 

アンカー 

ボルト 
SD295 

せん断 8 kN 35 kN 0.23 

引張 51 kN 67 kN 0.77 

組合せ（せん断＋引張） － － － － 0.61 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備が排気筒，非常用ディー

ゼル発電設備 A-ディーゼル燃料移送ポンプ等に対して，波及的影響を及ぼさないことを

説明するものである。 

その波及的影響の評価は，排気筒，非常用ディーゼル発電設備 A-ディーゼル燃料移

送ポンプ等の有する機能が保持されることを確認するために，施設の損傷，転倒及び落

下等による影響では，ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備の構造物全体とし

ての変形性能の評価を，建物・構築物間の相対変位による影響では，排気筒への衝突の

有無を確認する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

図 2－1 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備の設置位置 

 PN

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備 
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2.2 構造概要 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備は，鉄骨フレーム及び鋼板から構成

される鉄骨造の建物である。ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）

の概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2－3 に，ディーゼル燃料移送ポンプエリ

ア防護対策設備（南側）の概略平面図を図 2－4 に，概略断面図を図 2－5 に示す。ま

た，建物配置図を図 2－6 に，ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備と排気

筒のクリアランスを図 2－7 に示す。 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の平面は，3.636m＊（ＮＳ）

×3.961m＊（ＥＷ）であり，高さは 2.1m である。また，ディーゼル燃料移送ポンプエ

リア防護対策設備（南側）の平面は，6.036m＊（ＮＳ）×3.961m＊（ＥＷ）であり，高

さは 2.1m である。 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備は排気筒の基礎に設置している。 

 

注記＊：建物寸法は鋼板外面寸法とする。
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図 2－2 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の 

概略平面図（EL 8.7m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－3(1) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の概略断面図 

（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 

 

3.961

2.4350.118 0.118

EL 10.8

EL  8.7

2.
1

BB

（単位：m）

PN

0.
5

0.
5

0.
5

0.
6

1.29

 

図 2－3(2) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の概略断面図 

（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ方向）



 

5 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
6-
1 
R1
 

3.961

2.4350.118 0.118

1
.
2

1
.
6

0
.
1
18

0
.
1
18

1
.
4

1
.
6

6
.
0
36

（単位：m）

PN

1.29

 

図 2－4 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の概略平面図（EL 8.7m） 
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図 2－5(1) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の概略断面図 

（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－5(2) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の概略断面図 

（Ｂ－Ｂ断面，ＥＷ方向） 
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PN

排気筒（鉄塔）

排気筒
モニタ室 排気筒（筒身）

燃料移送ポンプエリア
竜巻防護対策設備

（南側）

燃料移送ポンプエリア
竜巻防護対策設備

（北側）

 

 

図 2－6 建物配置図 

 

ディーゼル燃料移送ポンプ

エリア防護対策設備（北側） 

 

ディーゼル燃料移送ポンプ

エリア防護対策設備（南側） 
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EL  8.7
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EL 11.2085

排気筒（鉄塔）

(単位：m)
 

 

図 2－7(1) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）と 

排気筒のクリアランス 

（ＮＳ方向） 

 

 

72mm

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備
（南側）

排気筒（鉄塔）
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図 2－7(2) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）と 

排気筒のクリアランス 

（ＮＳ方向） 

 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備

（北側） 

 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備

（南側） 

 



 

9 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
6-
1 
R1
 

2.3 評価方針 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備は，排気筒，非常用ディーゼル発電

設備 A-ディーゼル燃料移送ポンプ等と同じ運転状態を想定することから，設計基準

対象施設及び重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価を行う。 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備の設計基準対象施設に対する波及

的影響の評価においては，基準地震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する

評価」という。）を行うこととする。ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備

の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価において，施設の損傷，転倒

及び落下等による影響では，構造物全体としての変形性能の評価を行う。建物・構築

物間の相対変位による影響では，排気筒（鉄塔）との相対変位による評価を行うこと

で，排気筒への衝突の有無の確認を行う。この相対変位による評価では，ディーゼル

燃料移送ポンプエリア防護対策設備の最大応答変位に加えて，Ⅵ-2-2-13「排気筒の

地震応答計算書」に基づく最大応答変位を用いる。 

なお，ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備が倒壊しない限り，非常用

ディーゼル発電設備 A-ディーゼル燃料移送ポンプ等に衝突・接触することはない。 

また，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価においては，Ｓｓ地震時に対

する評価を行う。ここで，ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備では，設計

基準事故時及び重大事故等時の状態における圧力，温度等の条件に有意な差異がない

ことから，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価は，設計基準対象施設に対

する波及的影響の評価と同一となる。 

図 2－8 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価
（層間変形角の評価）

建物・構築物間の最大相対変位による評価
（排気筒への影響評価）

添付書類
Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」

建物・構築物間の時刻歴相対変位による評価
（排気筒への影響評価）

評価終了

最大相対変位
72mm未満

最大相対変位
72mm以上

時刻歴相対変位
72mm未満

 

 

図 2－8 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価を行う際に適

用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価は，以下の方針

に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる鉄骨フレームの最大層間変形角が，「建築基準法施行令第 82 条の 2

（層間変形角）」により設定した許容限界を超えないことを確認する。 

排気筒との相対変位による評価では，ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設

備と排気筒の最大応答変位の絶対値和（以下「最大相対変位」という。）と建物・構

築物間のクリアランスの大小関係により，隣接する排気筒への衝突の有無を確認する。

なお，最大相対変位が許容限界を超過する場合には，ディーゼル燃料移送ポンプエリ

ア防護対策設備と排気筒の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備の地震応答解析に用いる地震波は，

上位クラス施設である排気筒，非常用ディーゼル発電設備 A-ディーゼル燃料移送ポ

ンプ等の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定

概要」に示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基準地震動Ｓｓを用いる

こととする。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備の排気筒，非常用ディーゼル発電設

備 A-ディーゼル燃料移送ポンプ等に対する波及的影響の評価における許容限界は，

Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に記

載の許容限界に基づき，表 3－2 及び表 3－3 のとおり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

排気筒，非常用

ディーゼル発電

設備 A-ディー

ゼル燃料移送ポ

ンプ等に波及的

影響を及ぼさな

い 

 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

 

鉄骨フレーム 

最大層間変形角が波及

的影響を及ぼさないた

めの許容限界を超えな

いことを確認 

層間変形角 

1/120＊1 

ディーゼル燃料移

送ポンプエリア防

護対策設備 

及び 

排気筒（鉄塔） 

建物・構築物間の最大

相対変位が波及的影響

を及ぼさないための許

容限界を超えないこと

を確認＊2 

相対変位 

72mm 

注記＊1：「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定。 

＊2：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，ディーゼル燃料移送ポンプエリ

ア防護対策設備と排気筒の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 

 

表 3－3 波及的影響の評価における許容限界 

（重大事故等対処施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

排気筒，非常用

ディーゼル発電

設備 A-ディー

ゼル燃料移送ポ

ンプ等に波及的

影響を及ぼさな

い 

 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

 

鉄骨フレーム 

最大層間変形角が波及

的影響を及ぼさないた

めの許容限界を超えな

いことを確認 

層間変形角 

1/120＊1 

ディーゼル燃料移

送ポンプエリア防

護対策設備 

及び 

排気筒（鉄塔） 

建物・構築物間の最大

相対変位が波及的影響

を及ぼさないための許

容限界を超えないこと

を確認＊2 

相対変位 

72mm 

注記＊1：「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定。 

＊2：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，ディーゼル燃料移送ポンプエリ

ア防護対策設備と排気筒の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄骨： 

SS400 
2.05×105 7.90×104 2 ― 
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地震応答解析モデルは，ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）

及びディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）が排気筒の基礎に設

置されていることから，建物柱脚レベル（EL 8.7m）を固定し，2 次元フレームモ

デルにより算定した等価せん断剛性を考慮した質点系モデルとし，弾性時刻歴応

答解析を行う。建物のモデル化は，ＮＳ方向及びＥＷ方向それぞれについて行っ

ている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 及び図 3－5 に示す。 

入力地震動は，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」で算定した基準地震動 

Ｓｓによる排気筒（鉄塔）の基礎上端位置の応答を用いることとし，ディーゼル

燃料移送ポンプエリア防護対策設備の柱脚レベルに直接入力する。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－6 に，ディーゼル燃料移

送ポンプエリア防護対策設備への入力地震動とする排気筒（鉄塔）の基礎上端位

置における加速度応答スペクトルを図 3－7 及び図 3－8 に示す。 
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図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）
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図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側） 
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図 3－5(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側） 
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図 3－5(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側） 
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〔排気筒の地震応答解析モデル〕

入力地震動

排気筒（鉄塔）の基礎上端位置における
基準地震動Ｓｓの時刻歴応答加速度

1

〔燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の
地震応答解析モデル〕

 

図 3－6 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図

[ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備

の地震応答解析モデル] 
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図 3－7 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，排気筒（鉄塔）基礎上） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）
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(b) ＥＷ方向 

 

図 3－8 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，排気筒（鉄塔）基礎上） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側） 
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3.5.2 解析方法 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備の地震応答解析には，解析コー

ド「ＮＵＰＰ４」を用いる。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 材料物性の不確かさ 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，排気筒の基礎に設置された

建物であることから基礎固定モデルとしており地盤ばねの変動はなく，また，地

盤物性のばらつきに伴う排気筒基礎からの入力地震動による影響は小さいため，

考慮しない。 

地震応答解析ケースを表 3－5 に示す。 

 

表 3－5 地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
―＊ ― 基本ケース 

注記＊：鉄骨フレーム及び鋼板から構成される鉄骨造の建物であるため，等価せ

ん断剛性を考慮する。 
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3.6 評価方法 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価は，基準地震動

Ｓｓにおける質点系モデルの地震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，層間変形角を算定し，最大層間変形角が許容限界を超えないことを確認する。 

 

3.6.2 相対変位による評価方法 

相対変位による評価は，「3.5 解析方法」に示すディーゼル燃料移送ポンプエ

リア防護対策設備の地震応答解析モデルによる解析結果とⅥ-2-2-13「排気筒の地

震応答計算書」における地震応答解析結果から，地震動毎に最大応答変位の和を

算定し，その値が許容限界を超えないことを確認する。最大相対変位を算定する

際の基準点は，排気筒の基礎底面レベルの地盤面とする。 

また，衝突のおそれのある床レベルに地震応答解析モデルの質点がない場合に

は，当該床レベルの上下質点の応答変位を用いた線形補間により，当該床レベル

の変位を算定する。 

さらに，上記の最大相対変位が許容限界を超える場合には，各建物・構築物の

時刻歴応答変位による相対変位が，許容限界を超えないことを確認する。 

なお，ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備は建物柱脚レベル（EL 

8.7m）を固定したモデルのため，地盤物性の不確かさを考慮していないことから，

地震応答解析ケースはケース 1（工認モデル）の 1 ケースである。一方，排気筒

では地盤物性の不確かさ及び制震装置（粘性ダンパ）の不確かさを考慮しており，

Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」において地震応答解析ケースを 5 ケースと

している。このため，相対変位による評価について，ディーゼル燃料移送ポンプ

エリア防護対策設備のケース 1 は排気筒の全 5 ケースとの相対変位を評価する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の基準地震動Ｓｓに対する

建物の最大層間変形角を表 4－1 に示す。 

その結果，最大層間変形角は，1/18102（ＥＷ方向，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界

（1/120）を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大層間変形角 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側） 

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

許容限界 

ＮＳ 
1/26863 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

ＥＷ 
1/18102 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

注：（ ）内は応答が最大となる地震動を示す。 

 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の基準地震動Ｓｓに対する

建物の最大層間変形角を表 4－2 に示す。 

その結果，最大層間変形角は，1/13270（ＥＷ方向，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界

（1/120）を超えないことを確認した。 

 

表 4－2 建物の最大層間変形角 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側） 

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

許容限界 

ＮＳ 
1/37686 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

ＥＷ 
1/13270 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

注：（ ）内は応答が最大となる地震動を示す。 
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4.2 相対変位による評価結果 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の基準地震動Ｓｓに対する

建物・構築物間の最大相対変位を表 4－3 に示す。また，各建物・構築物の最大応答

変位とクリアランスを図 4－1 に示す。 

その結果，最大相対変位は，EL 10.8m で 4.07mm（Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（72mm）

を超えないことを確認した。 
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表 4－3 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）と排気筒（鉄塔）の最大相対変位 

（ＮＳ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

ディーゼル燃料移送ポン

プエリア防護対策設備

（北側） 

排気筒 

（鉄塔） 

ケース 1＊1 

（工認モデル） 許容 

限界 
質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

ケース 1＊2 

（工認モデル） 

ケース 2＊2 

（地盤物性＋σ） 

ケース 3＊2 

（地盤物性－σ） 

ケース 4＊2 

（減衰係数上限） 

ケース 5＊2 

（減衰係数下限） 

① 10.8 ＊3 10.8 
3.21 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

2.98 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

4.07 

(Ｓｓ－Ｄ) 

3.26 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

3.12 

(Ｓｓ－Ｄ) 
72 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ

－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊1：ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の地震応答解析ケースを示す。 

＊2：排気筒の地震応答解析ケースを示す。 

＊3：ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の質点①（EL 10.8m）の応答変位に加算する排気筒の応答変位は，

排気筒（鉄塔）の上下質点間（EL 23.9m～EL 8.5m）で線形補間して算定。 
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(a) ケース 1＊1 及びケース 1＊2 

 

(b) ケース 1＊1 及びケース 2＊2 

最大応答変位

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

初期位置

q

q

q

q

q

q

q  

 

(c) ケース 1＊1 及びケース 3＊2 

 

(d) ケース 1＊1 及びケース 4＊2 

 

 

(e) ケース 1＊1 及びケース 5＊2 

  

 

注記＊1：ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の地震応答解析ケースを

示す。 

＊2：排気筒の地震応答解析ケースを示す。 

図 4－1 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）と排気筒（鉄塔）の 

最大応答変位とクリアランス（ＮＳ方向） 
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ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の基準地震動Ｓｓに対する

建物・構築物間の最大相対変位を表 4－4 に示す。また，各建物・構築物の最大応答

変位とクリアランスを図 4－2 に示す。 

その結果，最大相対変位は，EL 10.8m で 4.05mm（Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（72mm）

を超えないことを確認した。 
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表 4－4 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）と排気筒（鉄塔）の最大相対変位 

（ＮＳ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

ディーゼル燃料移送ポン

プエリア防護対策設備

（南側） 

排気筒 

（鉄塔） 

ケース 1＊1 

（工認モデル） 許容 

限界 
質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

ケース 1＊2 

（工認モデル） 

ケース 2＊2 

（地盤物性＋σ） 

ケース 3＊2 

（地盤物性－σ） 

ケース 4＊2 

（減衰係数上限） 

ケース 5＊2 

（減衰係数下限） 

① 10.8 ＊3 10.8 
3.19 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

2.96 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

4.05 

(Ｓｓ－Ｄ) 

3.24 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

3.11 

(Ｓｓ－Ｎ１) 
72 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ

－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊1：ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の地震応答解析ケースを示す。 

＊2：排気筒の地震応答解析ケースを示す。 

＊3：ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の質点①（EL 10.8m）の応答変位に加算する排気筒の応答変位は，

排気筒（鉄塔）の上下質点間（EL 23.9m～EL 8.5m）で線形補間して算定。 
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(a) ケース 1＊1 及びケース 1＊2 

 

(b) ケース 1＊1 及びケース 2＊2 

最大応答変位

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

初期位置

q

q

q

q

q

q

q  

 

(c) ケース 1＊1 及びケース 3＊2 

 

(d) ケース 1＊1 及びケース 4＊2 

 

 

(e) ケース 1＊1 及びケース 5＊2 

  

 

注記＊1：ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の地震応答解析ケースを

示す。 

＊2：排気筒の地震応答解析ケースを示す。 

図 4－2 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）と排気筒（鉄塔）の  

最大応答変位とクリアランス（ＮＳ方向） 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-l「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」にて設定している耐震評価方針に基づき，建物開口部竜巻防護対策設備が設計用地

震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，原子炉建物及び制御室

建物等の上位クラス施設に対して，建物開口部竜巻防護対策設備の損傷及び脱落による波

及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

建物開口部竜巻防護対策設備は，原子炉建物及び廃棄物処理建物に設置する。建物開

口部竜巻防護対策設備は，竜巻防護ネット対策設備と竜巻防護鋼板対策設備に分類され

る。本資料では図 2－1 に示す建物開口部竜巻防護対策設備のうち，構造強度評価の評

価部位であるフレームとアンカーボルトの裕度が最も厳しい竜巻防護ネット対策設備

(2RB-BOP2,3)及び竜巻防護鋼板対策設備(2RB-BOP1)を代表として，耐震性について示す。

なお，その他の竜巻防護ネット対策設備の評価結果については「【竜巻防護ネット対策

設備についての計算結果】1.4.3 代表機器の選定結果及び全機器の評価結果」にて示

す。 

対象とした設備は原子炉建物及び廃棄物処理建物上部に設置されているため，地震に

より破損・脱落した場合，原子炉建物及び制御室建物等の上位クラス施設に対して波及

的影響を及ぼすおそれがある。 

建物開口部竜巻防護対策設備の一覧を表 2－1 に，設置位置を図 2－1 に示す。 

 

表 2－1 建物開口部竜巻防護対策設備一覧 

据付場所及び 

床面高さ(m） 
設備 No. タイプ 

原子炉建物 

EL 23.8＊ 
2RB-AG1,3,4 

竜巻防護ネット対策設備 

（壁付けタイプ） 

原子炉建物 

EL 23.8＊ 
2RB-AG2 

竜巻防護ネット対策設備 

（壁付けタイプ） 

原子炉建物 

EL 23.8＊ 
2RB-AG5 

竜巻防護ネット対策設備 

（壁付けタイプ） 

原子炉建物 

EL 34.8＊ 
2RB-3 

竜巻防護ネット対策設備 

（壁付けタイプ） 

原子炉建物 

EL 37.2＊ 
2RB-M4 

竜巻防護ネット対策設備 

（壁付けタイプ） 

原子炉建物 

EL 51.7＊ 
2RB-BOP1 竜巻防護鋼板対策設備 

原子炉建物 

EL 51.7＊ 
2RB-BOP2,3 

竜巻防護ネット対策設備 

（張出しタイプ） 

廃棄物処理建物 

EL 26.7＊ 
2RwB-AG1 

竜巻防護ネット対策設備 

（壁付けタイプ） 

注記＊：基準床レベルを示す。  
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図 2－1(1) 建物開口部竜巻防護対策設備の設置位置図 

（原子炉建物，EL 23.8m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2－1(2) 建物開口部竜巻防護対策設備の設置位置図 

（原子炉建物，EL 34.8m） 

EL 37200 
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図 2－1(3) 建物開口部竜巻防護対策設備の設置位置図 

（原子炉建物，EL 51.7m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2－1(4) 建物開口部竜巻防護対策設備の設置位置図 

（廃棄物処理建物，EL 26.7m） 
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2.2 構造計画 

竜巻防護ネット対策設備及び竜巻防護鋼板対策設備の構造計画を表 2－2 及び表 2－3

に示す。 
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表 2－2(1) 構造計画（竜巻防護ネット対策設備，張出しタイプ） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

アンカーボルトによ

り建物躯体である床

及び壁に固定され

る。 

竜巻防護ネットが取

り付けられた鉄骨フ

レーム 

  

（単位：mm） 

 

アンカーボルト
（接着系）

フレーム
（鉄骨架構）竜巻防護ネット

：評価部位

建物開口部
B

BA

A

CC

（A-A断面） （B-B断面）

（C-C断面）

3
2
0
0

32
00

4
5
0

3000 3000 3000

3000 30002300 2300

23
00

23002300

32
00

32
00

3000

アンカーボルト
（頭付き）

:H-600×200×11×17

C1

B1

:H-600×300×14×25C1,B2

C1 C1 C1

B1

B1

B1 B3

B3

B3

B3

B3

B3

B1

B3 B3 B2

B1 B1
B3 B3B2

C1

B3

B3

C1

:H-400×200×8×13B3

B1

B1

B1

B1

B1

B1
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表 2－2(2) 構造計画（竜巻防護ネット対策設備，壁付けタイプ） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

アンカーボルトによ

り建物躯体である壁

に固定される。 

竜巻防護ネットが取

り付けられた鉄骨フ

レーム 

 

（単位：mm） 

 

  

A

A

C

B

B

C

（C-C断面）

（A-A断面） （B-B断面）

3075 3075 3045 3000 2800

28
00

28
00

2
8
0
0

6
0
0

:H-800×300×16×32C2,B2
:H-1000×300×19×32C1,B1アンカーボルト

（接着系）

：評価部位

フレーム
（鉄骨架構）

竜巻防護ネット

建物開口部

3075 3045 3000 28003075

28
00

28
00

2
8
0
0

C1

C1 C1

C1

B1 B1

B2

B2 B2

B2 B2

B2

B1 B1

C2 C2

C2 C2

C2 C2

C2

B2

B2

B1B1

B2 B2 B2

600
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表 2－3 構造計画（竜巻防護鋼板対策設備） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

アンカーボルトによ

り建物躯体である壁

に固定される。 

竜巻防護鋼板が取り

付けられた鉄骨フレ

ーム 

 （単位：㎜） 

C1 C1 C1 C1 C1

C1 C1 C1 C1C1

C1

C1

C1

アンカーボルト
(接着系)

フレーム
（鉄骨架構）

：評価部位

竜巻防護鋼板

建物開口部

A

A

BB

45
50

800 800 800 800 800640 640

800 800 800 800 800640 640

90
2

34
0

39
0

52
80

477

:H-800×300×14×26C1

（A-A断面）

（B-B断面）
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2.3 評価方針 

建物開口部竜巻防護対策設備の応力評価は，Ⅵ-2-11-l「波及的影響を及ぼすおそれ

のある下位クラス施設の耐震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「2.2 構造計画」にて示す建物開口部竜巻防護対策設備の部位を

踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル」及び「4.4 

固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収ま

ることを，「4. 応力評価及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

建物開口部竜巻防護対策設備の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

 

 

図 2－2 建物開口部竜巻防護対策設備の耐震評価フロー 

  

地震力による荷重 

応力の算出 

建物開口部竜巻防護対策設備の構造強度評価 

解析モデル設定 

固有値解析 

設計用地震力 

地震と組み合わせる荷重 

・自重 

    ・積雪荷重 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会 2010 年改定） 

・構造力学公式集（（社）土木学会） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ｓｃａ 

Ａ 

Ａ0 

Ａｃ 

Ａｑｃ 

Ａｓｙ 

Ａｓｚ 

ＣＨＸ 

ＣＨＹ 

ＣＶ 

Ｄ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆｃ 

ｆ 

ｆｂ 

ｆｃ 

ｆｓ 

ｆｔ 

ｆｎ 

 

ｉ 

I 

ℓ 

ℓｋ 

Ｌｃe 

Ｌe 

Ｍｅ 

Ｍｙ1 

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

アンカーボルトの断面積 

フレームの断面積 

アンカーボルト頭部の支圧面積 

引張力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 

せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 

フレームのせん断断面積（y 軸方向） 

フレームのせん断断面積（z 軸方向） 

Ｘ方向設計震度（絶対座標系） 

Ｙ方向設計震度（絶対座標系） 

鉛直方向設計震度（絶対座標系） 

アンカーボルトの頭部直径 

アンカーボルトの径 

縦弾性係数 

鋼材の許容応力を決定する場合の基準値 

コンクリートの設計基準強度 

1 次固有振動数 

フレームの許容曲げ応力 

フレームの許容圧縮応力 

フレームの許容せん断応力 

フレームの許容引張応力 

アンカーボルト引張時の頭部支圧応力度に対するコンクリート

の支圧強度 

断面二次半径 

フレームの断面二次モーメント 

フレームの長さ 

座屈長さ 

アンカーボルトの強度算定用埋込み長さ 

アンカーボルトの有効埋込み長さ 

弾性横座屈モーメント 

降伏モーメント 

フレームの曲げモーメント（x 軸周り） 

フレームの曲げモーメント（y 軸周り） 

フレームの曲げモーメント（z 軸周り） 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

― 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

Hz 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

mm 

mm4 

mm 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 



 

12 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
11
-2
-6
-2
 R
1 

記号 記号の説明 単位 

ｍ 

ｗ 

ｎ 

 

Ｘ，Ｙ，Ｚ 

ｘ，ｙ，ｚ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

Λ 

λ 

λｂ 

ｅλｂ 

ｐλｂ 

νｃ 

νｂ 

π 

Ｎｃ 

Ｎｔ 

Ｒｘ 

Ｒｙ 

Ｒｚ 

ｐ 

ｐａ 

ｐａ１ 

 

ｐａ２ 

 

ｐａ３ 

 

ｑ 

ｑａ 

ｑａ１ 

 

 

質量分布 

評価用荷重 

フレームと壁及び床の取付部 1 箇所当たりのアンカーボルトの

本数 

絶対（節点）座標軸 

局所（要素）座標軸 

フレームの断面係数（y 軸周り） 

フレームの断面係数（z 軸周り） 

フレームの限界細長比 

フレームの有効細長比 

降伏モーメントに対する曲げ材の基準化細長比 

弾性限界細長比 

塑性限界細長比 

圧縮座屈に対する安全率 

曲げ座屈に対する安全率 

円周率 

フレームの軸力（圧縮） 

フレームの軸力（引張り） 

ベースプレート部の荷重（x 軸方向） 

ベースプレート部の荷重（y 軸方向） 

ベースプレート部の荷重（z 軸方向） 

アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

アンカーボルト 1 本当たりの許容引張力 

アンカーボルトの降伏により決まる場合のアンカーボルト 1 本

当たりの許容引張応力 

定着した躯体のコーン状破壊により決まる場合のアンカーボル

ト 1 本当たりの許容引張応力 

アンカーボルトの付着力により決まる場合のアンカーボルト 1

本当たりの許容引張応力 

アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

アンカーボルト 1 本当たりの許容せん断力 

アンカーボルトのせん断強度により決まる場合のアンカーボル

ト 1 本当たりの許容せん断力 

 

kg/m 

N/m 

― 

 

― 

― 

mm3 

mm3 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

 

N 

 

N 

 

N 

N 

N 
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記号 記号の説明 単位 

ｑａ２ 

 

ｑａ３ 

 

Ｑｙ 

Ｑｚ 

φ１ 

φ２ 

φ３ 

αｎ 

 

ｃｎ 

ｃσｑａ 

ｃσｔ 

ｓσｐａ 

ｓσｑａ 

σｂｙ 

σｂｚ 

σｃ 

σｔ 

τａ 

 

τｂａｖｇ 

τｙ 

τｚ 

定着した躯体の支圧強度により決まる場合のアンカーボルト 1

本当たりの許容せん断力 

定着した躯体のコーン状破壊により決まる場合のアンカーボル

ト 1 本当たりの許容せん断力 

フレームのせん断力（y 軸方向） 

フレームのせん断力（z 軸方向） 

低減係数 長期：2/3 短期：1.0 

低減係数 長期：1/3 短期：2/3 

低減係数 長期：1/3 短期：2/3 

へりあき及びアンカーボルトピッチによる付着強度の低減係数 

（ｎ＝1，2，3） 

へりあき及びアンカーボルトピッチの 1/2（ｎ＝1，2，3） 

コンクリートの支圧強度 

コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 

アンカーボルトの引張強度 

アンカーボルトのせん断強度 

フレームに生じる曲げ応力（y 軸周り） 

フレームに生じる曲げ応力（z 軸周り） 

フレームに生じる圧縮応力 

フレームに生じる引張応力 

へりあき及びアンカーボルトのピッチを考慮したアンカーボル

トの引張力に対する付着力 

アンカーボルトの基本平均付着強度 

フレームに生じるせん断応力（y 軸方向） 

フレームに生じるせん断応力（z 軸方向） 

N 

 

N 

 

N 

N 

― 

― 

― 

― 

 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

表示する数値の丸め方は表 2－4 に示すとおりとする。 

 

表 2－4 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

質量 ㎏ ― ― 整数位＊1 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 
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3. 評価部位 

建物開口部竜巻防護対策設備の耐震評価は，建物開口部竜巻防護対策設備が脱落するこ

とにより波及的影響を及ぼさないことを確認する観点から，「4.1 応力評価及び構造強

度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなるフレーム及びアンカーボルトに

ついて実施する。なお，建物開口部竜巻防護対策設備は，構造物として十分な剛性を有し

ており，支持構造物であるフレーム及びアンカーボルトが健全であれば脱落による損傷を

防止できるため，フレーム及びアンカーボルトを評価対象とする。建物開口部竜巻防護対

策設備の耐震評価部位については，表 2－2 及び表 2－3 の概略構造図に示す。  
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4. 応力評価及び構造強度評価 

4.1 応力評価及び構造強度評価方法 

(1) 建物開口部竜巻防護対策設備のフレームは，アンカーボルトにより建物躯体である

床及び壁に固定されるものとする。 

(2) 建物開口部竜巻防護対策設備の応力評価には，はり要素を用いたフレームモデルに

より行う。 

(3) 建物開口部竜巻防護対策設備の質量には，フレーム自身の質量のほか，竜巻防護ネ

ット，竜巻防護鋼板の質量を考慮する。 

(4) 地震力は，建物開口部竜巻防護対策設備に対して水平方向及び鉛直方向に作用する

ものとし，組合せ係数法を用いて設定する。 

(5) 地震力は，固有値解析結果を踏まえて設定するものとする。 

(6) 積雪による荷重は，評価対象設備に対して鉛直方向に作用するものとする。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ 

建物開口部竜巻防護対策設備の荷重の組合せを表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 荷重の組合せ 

名称 荷重の組合せ 

建物開口部竜巻防護対策設備 Ｄ＋ＳＳ＋ＰＳ 

Ｄ：自重 

Ｓｓ：地震荷重 

Ｐｓ：積雪荷重 

 

4.2.2 使用材料の許容応力 

フレーム及びアンカーボルトの許容応力を表 4－2 に示す。 

 

表 4－2 使用材料の許容応力＊1      （単位：MPa） 

評価部材 材料 

材料強度 

引張り 
圧縮 

曲げ 
せん断 

フレーム 
SN490B 

（厚さ≦40mm） 
325 325＊2 187 

アンカーボルト 

（頭付き） 
アルミキルド鋼 235 235＊2 135 

アンカーボルト 

（接着系） 
SS400 235 235＊2 135 

注記＊1：鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改    

定）及び日本産業規格（ＪＩＳ）による。 

＊2：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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4.3 解析モデル 

4.3.1 竜巻防護ネット対策設備 

竜巻防護ネット対策設備の解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に

示す。 

(1) 解析モデルは，フレームについてはり要素を用いてモデル化する。 

(2) 拘束条件は，フレームと原子炉建物床面及び壁面をアンカーボルトで固定する。

なお，固定箇所はピン接合とする。 

(3） 解析コードは「ＫＡＮＳＡＳ２」を使用する。なお，評価に用いる解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

 

 

ＸＹ

Ｚ

：H-600×300×14×25

：H-600×200×11×17

：H-400×200×8×13

：ピン接合〇

 

 

図 4－1 竜巻防護ネット対策設備の解析モデル 
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4.3.2 竜巻防護鋼板対策設備 

竜巻防護鋼板対策設備の解析モデルを図 4－2 に，解析モデルの概要を以下に示

す。 

(1) 解析モデルは，フレームを単純はりとしてモデル化する。 

(2) 拘束条件は，フレームと原子炉建物壁面をアンカーボルトで固定する。なお，固

定箇所はピン接合とする。 

 

概略断面図 解析モデル

 

Ｚ

Ｙ Ｘ

 

 

 

図 4－2 竜巻防護鋼板対策設備の解析モデル 
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4.4 固有周期 

4.4.1 竜巻防護ネット対策設備 

竜巻防護ネット対策設備の固有周期は，「4.3.1 竜巻防護ネット対策設備」で

示した解析モデルを用いて，解析コード「ＫＡＮＳＡＳ２」を使用し算出する。固

有値解析の結果を表 4－3 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛構造である

ことを確認した。 

 

表 4－3 固有値解析結果（竜巻防護ネット対策設備） 

方向 
固有周期 

(s) 

刺激係数 

水平方向 鉛直方向 

Ｚ方向 

（ＵＤ方向） 
Ｘ方向 

（ＥＷ方向） 

Ｙ方向 

（ＮＳ方向） 

Ｘ方向 

（ＥＷ方向） 
0.0363 5.043 0.000 0.000 

Ｚ方向 

（ＵＤ方向） 
0.0329 0.000 0.011 1.761 

Ｙ方向 

（ＮＳ方向） 
0.0295 0.000 -1.457 -0.378 

 

4.4.2 竜巻防護鋼板対策設備 

竜巻防護鋼板対策設備の固有周期は，「4.3.2 竜巻防護鋼板対策設備」で示し

た解析モデルを用いて，「土木学会構造力学公式集」に基づき下式より算出する。 

2π ＥＩ
ｆ＝

2π ｍ
 

 

固有値解析の結果を表 4－4 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛構造で

あることを確認した。 

 

表 4－4 固有値解析結果（竜巻防護鋼板対策設備） 

方向 
固有周期 

(s) 

Ｘ方向 

（ＮＳ方向） 
0.0324 

Ｙ方向 

（ＥＷ方向） 
0.0156 
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4.5 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

建物開口部竜巻防護対策設備は剛構造であることから，建物の地震応答解析に基づい

て算定された最大応答加速度又はこれを上回る設計震度を設定する。設計用地震力を表

4－5 及び表 4－6 に示す。 

 

表 4－5 設計用地震力（竜巻防護ネット対策設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 
鉛直方向 

Ｚ方向 

(ＵＤ方向) 

水平方向 鉛直方向 

Ｚ方向 

(ＵＤ方向) 

設計震度 

Ｘ方向 

（ＥＷ方向) 

Ｙ方向 

(ＮＳ方向) 

Ｘ方向 

(ＥＷ方向) 

設計震度 

Ｙ方向 

(ＮＳ方向) 

設計震度 

原子炉建物 

EL 52.4 

(EL 51.7＊1) 

0.0363 0.0295 0.0329 
ＣＨＸ＝ 

7.02＊2 

ＣＨＹ＝ 

5.54＊2 

ＣＶ＝ 

7.43＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

 

表 4－6 設計用地震力（竜巻防護鋼板対策設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 
鉛直方向 

Ｚ方向 

(ＵＤ方向) 

水平方向 鉛直方向 

Ｚ方向 

(ＵＤ方向) 

設計震度 

Ｘ方向 

（ＮＳ方向) 

Ｙ方向 

(ＥＷ方向) 

Ｘ方向 

(ＮＳ方向) 

設計震度 

Ｙ方向 

(ＥＷ方向) 

設計震度 

原子炉建物 

EL 51.9 

(EL 51.7＊1) 

0.0324 0.0156 －＊2 
ＣＨＸ＝ 

4.43＊3 

ＣＨＹ＝ 

9.54＊3 

ＣＶ＝ 

2.66＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：0.05 秒以下 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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4.6 応力の計算方法 

4.6.1 竜巻防護ネット対策設備 

(1) フレームの応力 

フレームの応力は，解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｎｔ，Ｎｃ，せん

断力Ｑｙ，Ｑｚ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚにより各応力を次のように求める。 

 

a. 引張応力又は圧縮応力 

ｔ ｃ
t ｃ

Ｎ Ｎ
σ＝ ，σ＝

Ａ Ａ
 

 

b. せん断応力 

ｙ ｚ
ｙ ｚ

ｓｙ ｓｚ

Ｑ Ｑ
τ＝ ，τ＝

Ａ Ａ
 

 

c. 曲げ応力 

ｙ ｚ
ｂｙ ｂｚ

ｙ ｚ

Ｍ Ｍ
σ ＝ ，σ ＝

Ｚ Ｚ
 

 

d. 組合せ応力 

(a) 圧縮又は引張り＋曲げ 

ｃ ｂy ｂz ｂy ｂz t

ｃ ｂ t

σ σ σ σ σ σ
max ＋ ，

ｆ ｆ ｆ

   
 
   

 

(b) 圧縮又は引張り＋曲げ＋せん断 

   
2 22 2

ｃ ｂｙ ｂz ｙ ｃ ｂｙ ｂz ｚ

ｃ　 ｔ　

max σ＋σ ＋σ ＋3τ  ， σ＋σ ＋σ ＋3τ

引張軸力の場合はσをσとする。

 
 
 

 

 

注：添字ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（ｙ：弱軸方向,ｚ：強軸方向） 
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(2) アンカーボルトの荷重 

アンカーボルトの荷重は，解析による計算で得られるベースプレート部の各要素

端に生じる荷重Ｒｘ，Ｒｙ，Ｒｚにより各荷重を次のように求める。 

a. 引張荷重 

ｐ＝Ｒｘ／ｎ 

 

b. せん断荷重 

2 2
ｙ ｚｑ＝ Ｒ ＋Ｒ ／ｎ

 

 

注：添字ｘ,ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（ｘ：引張方向,ｙ及びｚ：せん断方

向） 
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4.6.2 竜巻防護鋼板対策設備 

(1) フレームの荷重及び応力 

フレームの荷重及び応力は，単純はりとして下式により求める。 

 

a.  せん断荷重 

ＨＸ ＨＹ
ｙ ｚ

ｗ Ｃ ｗ Ｃ
Ｑ＝ ，Ｑ＝

2 2

   
 

 

b.  曲げモーメント 

2 2
ＨＹ ＨＸ

ｙ ｚ

ｗ Ｃ ｗ Ｃ
Ｍ ＝ ，Ｍ ＝

8 8

   

 

 

c.  せん断応力 

ｙ ｚ
ｙ ｚ

ｓｙ ｓｚ

Ｑ Ｑ
τ＝ ，τ＝

Ａ Ａ
 

 

d.  曲げ応力 

ｙ ｚ
ｂｙ ｂｚ

ｙ ｚ

Ｍ Ｍ
σ ＝ ，σ ＝

Ｚ Ｚ
 

 

e.  組合せ応力 

(a) 曲げ＋せん断 

   
2 22 2

ｂｙ ｂz ｙ ｂｙ ｂz ｚmax σ ＋σ ＋3τ  ， σ ＋σ ＋3τ
 
 
   

 

注：添字ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（ｙ：弱軸方向,ｚ：強軸方向） 
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(2) アンカーボルトの荷重 

アンカーボルトの荷重は，はりモデルを用いて計算した引張荷重及びせん断荷重

により，次のように求める。 

 

a.  引張荷重 

ＨＹ
ｘ

ｗ Ｃ
Ｒ＝

2

 

 

ｘｐ＝Ｒ ／ｎ 

 

b.  せん断荷重 

ＨＸ
ｙ

ｗ Ｃ
Ｒ＝

2

 

 

Ｖ
ｚ

ｗ Ｃ
Ｒ＝

2

 

 

2 2
ｙ ｚｑ＝ Ｒ ＋Ｒ ／ｎ

 

 

注：添字ｘ,ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（ｘ：引張方向,ｙ及びｚ：せん断方

向） 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【竜巻防護ネット対策設

備の耐震性についての計算結果】及び【竜巻防護鋼板対策設備の耐震性についての計算

結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 フレームの応力評価 

4.6.1(1)項及び 4.6.2(1)項で求めた各応力が許容応力以下であること。ただし，

組合せ応力はｆｔ以下，又は，応力比の場合は 1 以下であることを確認する。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ｆｔ 

Ｆ
1.5

1.5
  

許容圧縮応力 

ｆｃ 

λ≦Λのとき 

2

ｃ

λ Ｆ
1-0.4 1.5

Λ ν

   
  

   

 

λ＞Λのとき 

2

0.277
Ｆ 1.5

λ

Λ

 
 
 
 

 

許容せん断応力 

ｆｓ 

Ｆ
1.5

1.5 3
  

許容曲げ応力 

ｆｂ 

λｂ≦ｐλｂのとき 

ｂ

Ｆ
1.5

ν
  

ｐλｂ＜λｂ≦ｅλｂのとき 

ｂ ｐ ｂ

ｅ ｂ ｐ ｂ ｂ

λ - λ Ｆ
1-0.4 1.5

λ - λ ν

 
 

 
 

ｅλｂ＜λｂのとき 

2
ｂ

1 Ｆ
1.5

2.17λ
   
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ここで， 

ｋλ＝
ｉ

 

2πＥ
Λ＝

0.6Ｆ
 

2

ｃ

3 2 λ
ν＝ +

2 3 Λ

 
 
 

 

2

ｂ
ｂ

ｅ ｂ

3 2 λ
ν＝ +

2 3 λ

 
 
 

 

ｙ1
ｂ

ｅ

Ｍ
λ＝

Ｍ
 

ｐ ｂλ＝0.3 

ｅ ｂ

1
λ＝

0.6
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4.8.2 アンカーボルトの評価 

4.6.1(2)項及び 4.6.2(2)項で求めたアンカーボルトの引張荷重ｐ及びせん断荷

重ｑが許容値以下であること。また，引張応力比とせん断応力比の二乗和が 1 以下

であることを確認する。 

 

(1) 頭付きタイプ 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張力 

ｐａ 
ａ1 ａ2min ｐ　， ｐ　    

許容せん断力 

ｑａ 
ａ1 ａ2 ａ3min ｑ　， ｑ　， ｑ　    

組合せ 

2 2

ａ ａ

ｐ ｑ
＋ ≦1　

ｐ ｑ

   
   
   

 

ただし， 

ａ1 1 ｓ ｐａ ｓｃｐ ＝φ σ ａ   

ａ2 2 ｃ ｔ ｃｐ ＝φ σ Ａ   

ａ1 1 ｓ ｑａ ｓｃｑ ＝φ σ ａ   

ａ2 2 ｃ ｑａ ｓｃｑ ＝φ σ ａ   

ａ3 2 ｃ ｔ ｑｃｑ ＝φ σ Ａ   

ここで， 

低減係数φ1，φ2 は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」より，以下の表のと

おり。 

 φ1 φ2 

短期荷重用 1.0 2/3 

 

頭付きアンカーボルトの許容引張時の頭部支圧応力度は，コンクリートの支圧強

度以下となるようにする。 

ａ
ｎ

0

ｐ
≦ｆ

Ａ
 

短期許容せん断力を確保するためのアンカーボルトの有効埋込み長さＬｅは以下

の式を満たすように算定するものとする。 

ｓ ｐａ ｓｃ ｃ ｔ ｃσ ａ≦ σ Ａ   

 ｃ ｅ ｅＡ π Ｌ Ｌ ＋Ｄ    
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(2) 接着系タイプ 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張力 

ｐａ 
ａ1 ａ3min ｐ　， ｐ　    

許容せん断力 

ｑａ 
ａ1 ａ2 ａ3min ｑ　， ｑ　， ｑ　    

組合せ 

2 2

ａ ａ

ｐ ｑ
＋ ≦1　

ｐ ｑ

   
   
   

 

ただし， 

ａ1 1 ｓ ｐａ ｓｃｐ ＝φ σ ａ    

ａ3 3 ａ ｃｅｐ ＝φ τ π ｄ Ｌ     

ａ1 1 ｓ ｑａ ｓｃｑ ＝φ σ ａ   

ａ2 2 ｃ ｑａ ｓｃｑ ＝φ σ ａ   

ａ3 2 ｃ ｔ ｑｃｑ ＝φ σ Ａ   

ここで， 

低減係数φ1，φ2，φ3 は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」より，以下の表

のとおり。 

 φ1 φ2 φ3 

短期荷重用 1.0 2/3 2/3 

 

ａ 1 2 3 ｂａｖｇ

ｎ
ｎ

ｅ

τ＝α α α τ

ｃ
α ＝0.5 ＋0.5  ｎ＝1，　2，　3

Ｌ

  

 
 
 

 

なお，(ｃｎ/Ｌe）≧1.0 の場合は，(ｃｎ/Ｌe）＝1.0，Ｌe≧10ｄの場合は， 

Ｌe＝10ｄとする。 

ボルトの基本平均付着強度τ bavg は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」より，カプ

セル方式・有機系の ｃ　10 Ｆ /21とする。 

 

短期許容せん断力を確保するためのアンカーボルトの有効埋込み長さＬｅは以下

の式を満たすように算定するものとする。 

ｓ ｐａ
ｅ

ａ

σ ｄ
Ｌ ≧

4 τ




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5. 評価結果 

建物開口部竜巻防護対策設備の設計条件及び評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることにより波及

的影響を及ぼさないことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【竜巻防護ネット対策設備の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

基準地震動Ｓｓ 

Ｘ方向 

（ＥＷ方向） 

設計震度 

Ｙ方向 

（ＮＳ方向） 

設計震度 

鉛直方向 

（ＵＤ方向） 

設計震度 

竜巻防護ネット 

対策設備 

原子炉建物 

EL52.4 

(EL51.7＊) 

ＣＨＸ＝7.02 ＣＨＹ＝5.54 ＣＶ＝7.43 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 材質 
Ｅ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ｐａ 

(N) 

ｑａ 

(N) 

H-600×300×14×25 SN490B 2.05×105 325 ― ― 

H-600×200×11×17 SN490B 2.05×105 325 ― ― 

H-400×200×8×13 SN490B 2.05×105 325 ― ― 

φ22（頭付き） アルミキルド鋼 2.05×105 235 6.021×104 6.252×104 

M20（接着系） SS400 2.05×105 235 4.110×104 4.030×104 
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部材 
ｍ＊ 

(kg/m) 

Ａ 

(mm2) 

Ｚｙ 

(mm3) 

Ｚｚ 

(mm3) 

Ａｓｙ 

(mm2) 

Ａｓｚ 

(mm2) 

H-600×300×14×25 231.7 2.285×104 4.820×106 7.510×105 1.500×104 7.700×103 

H-600×200×11×17 133.0 1.317×104 2.520×106 2.270×105 6.800×103 6.226×103 

H-400×200×8×13 83.6 8.337×103 1.170×106 1.740×105 5.200×103 2.992×103 

注記＊：フレームの他，リブプレート等の重量を含む。 

 

部材 
ｄ 

(mm) 

ｓｃａ 

(mm2) 

ｎ 

 

φ22（頭付き） 22 380.1 18 

M20（接着系） 20 245.0 16 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 フレームの荷重 （単位：N） 

部材 Ｎｔ Ｎｃ Ｑｙ Ｑｚ 

H-600×300×14×25 4.366×105 5.443×105 7.690×104 4.723×104 

H-600×200×11×17 3.398×105 3.398×105 6.648×104 8.317×104 

H-400×200×8×13 7.230×105 7.231×105 2.249×103 1.742×103 

注：添字ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（Ｑｙ：弱軸方向，Ｑｚ：強軸方向） 
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1.3.2 フレームのモーメント （単位：N･mm） 

部材 Ｍｙ Ｍｚ 

H-600×300×14×25 1.103×108 3.337×107 

H-600×200×11×17 1.140×108 2.626×107 

H-400×200×8×13 7.083×106 9.142×106 

注：添字ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（Ｍｙ：強軸周り，Ｍｚ：弱軸周り） 

 

1.3.3 アンカーボルトの荷重 （単位：N） 

部材 Ｒｘ Ｒｙ Ｒｚ 

φ22（頭付き） 6.278×105 6.284×104 1.266×105 

M20（接着系） 5.832×105 1.072×105 5.580×104 

注：添字ｘ,ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（Ｒｘ：引張方向，Ｒｙ及びＲｚ：せん断方向） 

 

1.3.4 アンカーボルトに作用する力 （単位：N） 

部材 ｐ ｑ 

φ22（頭付き） 3.488×104 7.853×103 

M20（接着系） 3.645×104 7.554×103 

 

 

 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-6-2 R1 

 

34 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期 （単位：s） 

方向 固有周期 

Ｘ方向 

(ＥＷ方向) 
0.0363 

Ｚ方向 

(ＵＤ方向) 
0.0329 

Ｙ方向 

(ＮＳ方向) 
0.0295 
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1.4.2 応力 

項目 部材 部位 応力 
算出応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 

フレーム 

H-600×300×14×25 ① 

引張り 20 325 0.07 

圧縮 24 273 0.09 

せん断 7 187 0.04 

曲げ 45 325 0.14 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.32 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ＋せん断） ― ― 0.29 

H-600×200×11×17 ② 

引張り 26 325 0.08 

圧縮 26 211 0.13 

せん断 14 187 0.08 

曲げ 116 325 0.36 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.69 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ＋せん断） ― ― 0.59 

H-400×200×8×13 ③ 

引張り 87 325 0.27 

圧縮 87 211 0.42 

せん断 1 187 0.01 

曲げ 53 325 0.17 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.63 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ＋せん断） ― ― 0.46 
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項目 部材 部位 応力 
算出応力 

(N) 

許容応力 

(N) 
裕度 

アンカー

ボルト 

φ22（頭付き） ④ 

引張り 3.488×104 6.021×104 0.58 

せん断 7.853×103 6.252×104 0.13 

組合せ（引張り＋せん断） ― ― 0.36 

M20（接着系） ⑤ 

引張り 3.645×104 4.110×104 0.89 

せん断 7.554×103 4.030×104 0.19 

組合せ（引張り＋せん断） ― ― 0.83 

すべて許容応力以下である。 

ＸＹ

Ｚ

：H-600×300×14×25

：H-600×200×11×17

：H-400×200×8×13

：ピン接合〇

 

 

 

 

 

 

各部位ごとの最大応力発生部位  
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1.4.3 代表機器の選定結果及び全機器の評価結果 

機器名称 
据付場所及び 

床面高さ（m） 
対象 応力 

算出応力 

(N) 

許容応力 

(N) 
裕度 代表 

竜巻防護ネット対策設備 

（2RB-AG1,3,4） 

原子炉建物 

EL 23.8＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.12  

アンカーボルト 引張り 1.482×104 3.686×104 0.41  

竜巻防護ネット対策設備 

（2RB-AG2） 

原子炉建物 

EL 23.8＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.11  

アンカーボルト 引張り 1.392×104 3.686×104 0.38  

竜巻防護ネット対策設備 

（2RB-AG5） 

原子炉建物 

EL 23.8＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.13  

アンカーボルト 引張り 1.989×104 3.686×104 0.54  

竜巻防護ネット対策設備 

（2RB-3） 

原子炉建物 

EL 34.8＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.11  

アンカーボルト 引張り 1.363×104 3.686×104 0.37  

竜巻防護ネット対策設備 

（2RB-M4） 

原子炉建物 

EL 37.2＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.12  

アンカーボルト 引張り 1.026×104 3.686×104 0.28  

竜巻防護ネット対策設備 

（2RB-BOP2,3） 

原子炉建物 

EL 51.7＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.69 〇 

アンカーボルト 引張り 3.645×104 4.110×104 0.89 〇 

竜巻防護ネット対策設備 

（2RwB-AG1） 

廃棄物処理建物 

EL 26.7＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.06  

アンカーボルト 引張り 4.430×103 3.898×104 0.12  

すべて許容応力以下である。 

注記＊：基準床レベルを示す。  
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【竜巻防護鋼板対策設備の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

基準地震動Ｓｓ 

Ｘ方向 

(ＮＳ方向) 

設計震度 

Ｙ方向 

(ＥＷ方向) 

設計震度 

鉛直方向 

(ＵＤ方向) 

設計震度 

竜巻防護鋼板 

対策設備 

原子炉建物 

EL 51.9 

(EL 51.7＊) 

ＣＨＸ＝4.43 ＣＨＹ＝9.54 ＣＶ＝2.66 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 材質 
Ｅ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ｐａ 

(N) 

ｑａ 

(N) 

H-800×300×14×26 SN490B 2.050×105 325 ― ― 

M20（接着系） SS400 2.050×105 235 3.488×104 4.030×104 

 

部材 
ｍ＊ 

(kg/m) 

ℓ 

(mm) 

Ａ 

(mm2) 

Ｚｙ 

(mm3) 

Ｚｚ 

(mm3) 

Ａｓｙ 

(mm2) 

Ａｓｚ 

(mm2) 

H-800×300×14×26 758.3 5280 2.635×104 7.160×106 7.810×105 1.560×104 1.047×104 

注記＊：フレームの他，リブプレート及び竜巻防護鋼板等の重量を含む。 
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部材 
ｄ 

(mm) 

ｓｃａ 

(mm2) 
ｎ 

M20（接着系） 20 245.0 9 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 フレームの荷重 （単位：N） 

部材 Ｑｙ Ｑｚ 

H-800×300×14×26 3.538×104 1.904×105 

注：添字ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（Ｑｙ：弱軸方向，Ｑｚ：強軸方向） 

 

1.3.2 フレームのモーメント （単位：N･mm） 

部材 Ｍｙ Ｍｚ 

H-800×300×14×26 2.513×108 4.670×107 

注：添字ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（Ｍｙ：強軸周り，Ｍｚ：弱軸周り） 

 

1.3.3 アンカーボルトの荷重 （単位：N） 

部材 Ｒｘ Ｒｙ Ｒｚ 

M20（接着系） 1.904×105 3.538×104 4.118×104 

注：添字ｘ,ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（Ｒｘ：引張方向，Ｒｙ及びＲｚ：せん断方向） 
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1.3.4 アンカーボルトに作用する力 （単位：N） 

部材 ｐ ｑ 

M20（接着系） 2.116×104 6.032×103 

 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期 （単位：s） 

方向 固有周期 

Ｘ方向 

(ＮＳ方向) 
0.0324 

Ｙ方向 

(ＥＷ方向) 
0.0156 

  



S2 補 Ⅵ-2-11-2-6-2 R1E 

 

41
 

1.4.2 応力 

項目 部材 部位 応力 
算出応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 

フレーム H-800×300×14×26 ① 

せん断 19 187 0.11 

曲げ 60 325 0.19 

組合せ（曲げ＋せん断） ― ― 0.32 

 

項目 部材 部位 応力 
算出応力 

(N) 

許容応力 

(N) 
裕度 

アンカー

ボルト 
M20（接着系） ② 

引張り 2.116×104 3.488×104 0.61 

せん断 6.032×103 4.030×104 0.15 

組合せ（引張り＋せん断） ― ― 0.40 

すべて許容応力以下である。 

Ｚ

Ｙ Ｘ

 

 

 

各部位ごとの最大応力発生部位 
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Ⅵ-2-11-2-6-3 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」に基づき，取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備が原子炉補機海水系配管，高圧

炉心スプレイ補機海水系配管等に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するもの

である。 

その波及的影響の評価として，原子炉補機海水系配管，高圧炉心スプレイ補機海水系  

配管等の有する機能が保持されることを確認するために，施設の損傷による影響では，

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の構造部材の健全性評価を実施する。構造部材

の健全性評価にあたっては，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」を基に算定した荷重

を評価式に代入することにより確認する。  
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2. 基本方針 

2.1 位置 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 位置図 

  

 PN

：取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 
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2.2 構造の概要 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3 に 

示す。 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備は，鋼板，架構，ベースプレート及びアン   

カーボルトから構成され，取水槽躯体にアンカーボルトで固定する構造とする。 

 

 

図 2－2(1) 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 平面図 

  

 PN

ａ部 

ｂ部 
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図 2－2(2) 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 平面図（ａ部詳細図） 

 

 

 

 

図 2－2(3) 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 平面図（ｂ部詳細図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3（1） 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 断面図（A－A 断面） 

 

 

 

 

 

図 2－3（2） 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 断面図（B－B 断面） 
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図 2－3（3） 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 断面図（C－C 断面） 

 

 

 

図 2－3（4） 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 断面図（D－D 断面） 
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2.3 評価方針 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影

響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重

の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造の概要」に示す取水槽循環水ポンプエ

リア防護対策設備の構造を踏まえ，「3.5.2 評価対象部位」にて設定する評価対象部

位について，「3.3 固有振動数の算出結果」で算出した固有振動数に基づく設計用地

震力により算出した応力等が許容限界以下であることを，「3.5 耐震評価方法」に示

す方法にて確認する。応力評価の確認結果を「4. 評価結果」にて確認する。 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価フローを図 2－4 に示

す。 

 

図 2－4 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価フロー 

  

基準地震動Ｓｓ 

設計用地震力 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

評価条件の設定 

耐震評価 

固有値解析 

Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」 

 

評価対象部位の設定 



 

7 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
11

-2
-6
-3
 R
1 

2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法及び同施行令 

・鋼構造設計規準-許容応力度設計法-（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・構造力学公式集（（社）土木学会） 
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3. 耐震評価 

3.1 固有振動数の算出方法 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の構造に応じて解析モデルを設定し，固有   

振動数を算出する。 

 

3.1.1 解析モデルの設定 

当該防護対策設備は，鋼板，架構及びベースプレートの組合せにより剛な断面

を有しているとともに，アンカーボルトにて取水槽躯体に固定する構造であるこ

とから，当該防護対策設備の鋼板を四辺固定の長方形板に，架構を両端固定はり

に単純化したモデルとし，モデル化に用いるはり長さは，架構の全長とする。図 3

－1 に解析モデル図を示す。 

 

     

 

  

架構の全長 

架構 鋼板 
鋼
板
の
短
辺
長
さ 

図 3－1 解析モデル図 
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3.1.2 記号の説明 

当該防護対策設備の固有振動数算出に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 防護対策設備の 1 次固有振動数 

λ ― 定数 

ｈ m モデル化に用いる鋼板の厚さ 

a m モデル化に用いる鋼板の短辺長さ 

Ｅ N/m2 ヤング係数 

ν ― ポアソン比 

ρ kg/m3 材料の密度 

Ｌ mm モデル化に用いる架構の長さ 

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

3.1.3 固有振動数の算出方法 

固有振動数ｆを「構造力学公式集（（社）土木学会）」に基づき以下の式より

算出する。 

 

a. 四辺固定の長方形板モデル（鋼板をモデル化） 

 

 

b. 両端固定はりモデル（架構をモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
 

 

 

 

  

 2 2

πh Ｅ
ｆ＝

4a 3 1



  

λ
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3.2 固有振動数の計算条件 

固有振動数の計算条件を表 3－2 に示す。 

 

表 3－2(1) 固有振動数の計算条件（鋼板） 

項目 記号 単位 数値 

ヤング係数 Ｅ N/m2 2.05×1011 

定数 λ ― 2.480 

モデル化に用いる鋼板の長さ a m 2.360 

モデル化に用いる鋼板の厚さ h m 0.024 

ポアソン比 ν ― 0.3 

材料の密度 ρ kg/m3 7.85×103 

 

表 3－2(2) 固有振動数の計算条件（架構） 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる架構の長さ Ｌ m 6.3 

定数 λ － 4.73 

ヤング係数 Ｅ N/m2 2.05×1011 

断面二次モーメント Ｉ m4 39.8×10-5 

質量分布 ｍ kg/m 745.41 

 

3.3 固有振動数の算出結果 

固有振動数の算出結果を表 3－3 に示す。固有振動数は 20Hz 以上であり，剛構造で 

あることを確認した。 

 

表 3－3 固有振動数 

防護対策設備名称 対象部位 固有振動数(Hz) 

取水槽循環水ポンプエリア 

防護対策設備 

鋼板 25.96 

架構 29.68 
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3.4 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」に基   

づき設定する。 

地震応答解析に基づいて算定された当該防護対策設備設置床の最大応答加速度から   

設計震度を設定する。 

当該防護対策設備の設計震度を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 設計震度 

構造物 設置場所 

基準地震動Ｓｓの 

設計震度 

水平ｋＨ 鉛直ｋＶ 

取水槽 循環水ポンプエリア 1.8 0.9 
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3.5 耐震評価方法 

当該防護対策設備の原子炉補機海水系配管，高圧炉心スプレイ補機海水系配管等に

対する波及的影響の評価はⅥ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.2 構造の概要」に示す防護対策設備の構造を踏まえ，「3.5.2 評価対象部位」

にて設定する評価部位において，「3.3 固有振動数の算出結果」で算定した固有振動

数に基づく設計用地震力により算出した応力等が許容限界内に収まることを，「3.5 

耐震評価方法」に示す方法にて確認する。 

 

3.5.1 記号の説明 

当該防護対策設備の波及的影響の評価に用いる記号を表 3－5 に示す。 

 

表 3－5 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価に用いる記号(1/2) 

記号 単位 定義 

ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

Ｖss1 kN/m 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

Ｇ1 kN/m 鋼板の固定荷重 

Ｆ1 kN/m 鋼板が負担する積雪荷重 

Ｖ1 kN/m 鋼板に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重 

σ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍ1 kN・m  鋼板に生じる曲げモーメント 

Ｚ1 cm3 鋼板の断面係数 

Ｌ1 m 鋼板の支持スパン 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 

Ｑ1 kN 鋼板のせん断力 

ＡＳ1 m2 鋼板のせん断断面積 

Ｖss2 kN/m 架構に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

Ｇ2 kN/m 架構の固定荷重 

Ｇ2’ kN/m 架構が負担する鋼板の固定荷重 

Ｆ2 kN/m 架構が負担する積雪荷重 

Ｖ2 kN/m 架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重 

σ2 N/mm2 架構に生じる曲げ応力度 

Ｍ2 kN・m  架構に生じる曲げモーメント 

Ｚ2 cm3 架構の断面係数 

Ｌ2 m 架構の支持スパン 
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表 3－5 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価に用いる記号(2/2) 

記号 単位 定義 

τ2 N/mm2 架構に生じるせん断応力度 

Ｑ2 kN 架構のせん断力 

ＡＳ2 cm2 架構のせん断断面積 

σb3 N/mm2 ベースプレートに生じる曲げ応力度 

Ｍ3 N・m ベースプレートの最大曲げモーメント 

Ｚ3 cm3 ベースプレートの断面係数 

Ｐ3 N アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

Ｌ3 m リブプレートとアンカーボルト間の長さ 

τ3 N/mm2 ベースプレートに生じるせん断応力度 

Ｓ3 N ベースプレートに生じるせん断力 

ｔ3 mm ベースプレートの厚さ 

Ｂ3 m 部材断面有効幅 

Ｔd4 kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑｄ4 kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 

Ｖ4 kN 架構等の固定荷重 

ｎ4 本 架構に取り付くアンカーボルトの本数 

Ｔ4 kN 
架構に発生する曲げモーメントによりアンカーボルト１本当た

りに生じる引張力 

Ｑ4 kN アンカーボルトのせん断力 
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3.5.2 評価対象部位 

当該防護対策設備の評価対象部位は「2.2 構造の概要」に示す構造上の特性を

踏まえ選定する。 

基準地震動Ｓs による地震動により当該防護対策設備に生じる慣性力及び積雪荷

重は鋼板，架構及びベースプレートに伝わり，ベースプレートを固定するアンカ

ーボルトを介して躯体に伝達されることから，評価対象部位を鋼板，架構，ベー

スプレート及びアンカーボルトとする。 

評価対象部位を図 3－2 に示す。 

 

 

 

図 3－2 評価対象部位 

 

  

架構 

鋼板 

アンカーボルト ベースプレート 
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3.5.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ 

当該防護対策設備の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ＋Ｆ 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

Ｓｓ ：地震荷重(kN) 

Ｆ ：積雪荷重(kN) 

 

(2) 荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として当該防護対策設備の自重を考慮する。自重は「3.5.6 評価条

件」に示す。 

 

b. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3.4 設計用地震力」

で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

Ｓｓ  ：地震荷重(kN) 

 Ｇ  ：固定荷重(kN) 

 ｋ  ：設計震度 

 

c. 積雪荷重（Ｆ） 

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損

傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せについて」で設定して

いる自然現象の組合せに従って考慮することとし，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子

炉施設に対する自然現象等による損傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自然

現象の組合せについて」に示す組み合わせる積雪深を踏まえて，発電所敷地に

最も近い気象官署である松江地方気象台で観測された観測史上 1 位の月最深積

雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0cm とす

る。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則により，積雪深 1cm ごと

に 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 
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3.5.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防護対策設備を構成する鋼板，架構，ベースプレート及びアンカーボルト

の使用材料を表 3－6 に示す。 

 

表 3－6 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-20 

架構 SS400 H-350×350×12×19 

ベースプレート SS400 PL-32 

アンカーボルト SD345 D25 

 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼板，架構及びベースプレート 

鋼板，架構及びベースプレートの許容応力度は，「鋼構造設計規準-許容応力

度設計法-（（社）日本建築学会，2005 年改定）」を踏まえて表 3－7 の値とす

る。 

 

表 3－7 鋼板，架構及びベースプレートの短期許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

曲げ＊ せん断 

SS400 235 135 

        注記＊：座屈による許容値の低減は不要。割増係数は 1.5 とした。 
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b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本

建築学会，2010 年改定）」を踏まえて表 3－8 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，評価部位のアンカーボルトがせん断力を受ける場合に

おいては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリ

ート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊により決まる耐力を比

較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3－8 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力（kN） 

引張 せん断 

SD345（D25） 94.3 60.7 
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3.5.5 評価方法 

当該防護対策設備を構成する鋼板，架構，ベースプレート及びアンカーボルト

に発生する応力又は応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認

する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を単純支持のはりとして次式により算出し，鋼板の

短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 3－3 に

示す。 

 

a. 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重Ｖss1 

Ｖss1＝(Ｇ1＋Ｆ1)・ｋｖ 

Ｖss1 ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重     

(kN/m) 

Ｇ1 ：鋼板の固定荷重(kN/m) 

Ｆ1 ：鋼板が負担する積雪荷重(kN/m) 

ｋＶ ：基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

 

b. 鋼板に作用する鉛直荷重Ｖ1 

Ｖ1＝Ｖss1＋Ｇ1＋Ｆ1 

 

Ｖ1 ：鋼板に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｖss1 ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重     

(kN/m) 

Ｇ1 ：鋼板の固定荷重(kN/m) 

Ｆ1 ：鋼板が負担する積雪荷重(kN/m) 

 

c. 鋼板に生じる曲げ応力度σ1 

σ1＝（Ｍ１・106）／（Ｚ１・103） 

Ｍ1＝Ｖ1・Ｌ1
2／8 

 

σ1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：鋼板に生じる曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：鋼板の断面係数（cm3） 

Ｖ1 ：鋼板に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ1 ：鋼板の支持スパン（m） 
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d. 鋼板に生じるせん断応力度 

τ1＝（Ｑ1・103）／（ＡＳ1・106） 

Ｑ1＝Ｖ1・Ｌ1／2 

 

τ1 ：鋼板に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ1 ：鋼板のせん断力（kN） 

ＡＳ1 ：鋼板のせん断断面積（m2） 

Ｖ1 ：鋼板に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ1 ：鋼板の支持スパン(m) 

 

 

図 3－3 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 架構 

架構に生じる応力は，架構を単純支持のはりとして次式により算出し，架構の

短期許容応力度以下であることを確認する。架構に作用する荷重の例を図 3－4 に

示す。 

 

a. 架構に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重Ｖss2 

Ｖss2＝(Ｇ2＋Ｇ2’＋Ｆ2)・ｋｖ 

 

Ｖss2 ：架構に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重     

(kN/m) 

Ｇ2 ：架構の固定荷重(kN/m) 

Ｇ2’ ：架構が負担する鋼板の固定荷重(kN/m) 

Ｆ2 ：架構が負担する積雪荷重(kN/m) 

ｋＶ ：基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

 

Ｖ1 Ｌ１ 
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b. 架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重Ｖ2 

Ｖ2＝Ｖss2＋Ｇ2＋Ｇ2’＋Ｆ2 

 

Ｖ2 ：架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｖss2 ：架構に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重     

(kN/m) 

Ｇ2 ：架構の固定荷重(kN/m) 

Ｇ2’ ：架構が負担する鋼板の固定荷重(kN/m) 

Ｆ2 ：架構が負担する積雪荷重(kN/m) 

 

c. 架構に生じる曲げ応力度σ2 

σ2＝（Ｍ2・106）／（Ｚ2・103） 

Ｍ2＝Ｖ2・Ｌ2
2／8 

 

σ2 ：架構に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：架構に生じる曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：架構の断面係数（cm3） 

Ｖ2 ：架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重 (kN/m) 

Ｌ2 ：架構の支持スパン（m） 

 

d. 架構に生じるせん断応力度τ2 

τ2＝（Ｑ2・103）／（ＡＳ2・106） 

Ｑ2＝Ｖ2・Ｌ2／2 

 

τ2 ：架構に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：架構のせん断力（kN） 

ＡＳ2 ：架構のせん断断面積（cm2） 

Ｖ2 ：架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重 (kN/m) 

Ｌ2 ：架構の支持スパン(m)  
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図 3－4 架構に作用する荷重の例 

 

(3) ベースプレート  

ベースプレートに生じる応力は，ベースプレートを片持ち梁として次式により

算出し，ベースプレートの短期許容応力度以下であることを確認する。ベースプ

レートに作用する荷重の例を図 3－5 に示す。 

 

a. ベースプレートに生じる曲げ応力度σｂ3 

σｂ3＝Ｍmax3/Ｚ3 

Ｍ3=Ｐ3・Ｌ3 

σｂ3 ：ベースプレートに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ3 ：ベースプレートに生じる最大曲げモーメント（N・m） 

Ｚ3 ：ベースプレートの断面係数（cm3） 

Ｐ3 ：アンカーボルト１本当たりの引張力（N） 

Ｌ3 ：リブプレートとアンカーボルト間の長さ（m） 

 

b. ベースプレートに生じるせん断応力度τ3 

τ3＝Ｓ3/(t3・Ｂ3・103) 

Ｓ3=Ｐ3 

τ3 ：ベースプレートに生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓ3 ：ベースプレートに生じるせん断力(N) 

t3 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｂ3 ： 部材断面有効幅(m) 

Ｐ3 ： アンカーボルト１本当たりの引張力（N） 

 

 

 

Ｌ2 Ｖ2 
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図 3－5 ベースプレートに作用する荷重の例 

 

(4) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造設計

指針・同解説」に基づき算定し，アンカーボルトの許容荷重を下回ることを確認

する。アンカーボルトに作用する荷重の例を図 3－6 に示す。 

 

（Ｔｄ4／Ｔa）2＋（Ｑｄ4／Ｑa）2≦1 

 

Ｔｄ4＝Ｖ4／ｎ4―Ｔ4 

Ｔｄ4／Ｔa ≦ 1.0 

Ｔｄ4 ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力(kN) 

Ｖ4 ：架構等の固定荷重 (kN/m) 

ｎ4 ：架構に取り付くアンカーボルトの本数（本） 

       Ｔ4 ：架構に発生する曲げモーメントによりアンカーボルト１本当た 

りに生じる引張力(kN) 

       Ｔa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑｄ4＝Ｑ4／ｎ4 

Ｑｄ4／Ｑa ≦ 1.0 

       Ｑ4 ：アンカーボルトのせん断力(kN) 

Ｑｄ4 ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力(kN) 

       Ｑa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 アンカーボルトに作用する荷重の例 

Ｌ3 

Ｐ3 
Ｌ3 
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3.5.6 評価条件 

「3.5.5 評価方法」に用いる入力値を表 3－9 に示す。 

 

表 3－9 耐震評価に用いる入力値(1/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 0.9 

鋼板 

Ｖss1 kN/m 
鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方

向の設計地震荷重 
3.19 

Ｇ1 kN/m 鋼板の固定荷重 1.54 

Ｆ1 kN/m 鋼板が負担する積雪荷重 2.00 

Ｖ1 kN/m 
鋼板に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等

分布荷重 
6.73 

σ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 5.4 

Ｍ1 kN・m  鋼板に生じる曲げモーメント 0.36 

Ｚ1 cm3 鋼板の断面係数 67 

Ｌ1 m 鋼板の支持スパン 0.65 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 0.11 

Ｑ1 kN 鋼板のせん断力 2.19 

ＡＳ1 m2 鋼板のせん断断面積 0.02 

架構 

Ｖss2 kN/m 
架構に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方

向の設計地震荷重 
9.42 

Ｇ2 kN/m 架構の固定荷重 3.83 

Ｇ2’ kN/m 
架構が負担する鋼板及びベースプレートの固

定荷重 
3.48 

Ｆ2 kN/m 架構が負担する積雪荷重 3.16 

Ｖ2 kN/m 
架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等

分布荷重 
19.89 

σ2 N/mm2 架構に生じる曲げ応力度 43.3 

Ｍ2 kN・m  架構に生じる曲げモーメント 98.68 

Ｚ2 cm3 架構の断面係数 2280 

Ｌ2 m 架構の支持スパン 6.3 

τ2 N/mm2 架構に生じるせん断応力度 16.74 

Ｑ2 kN 架構のせん断力 62.65 

ＡＳ2 cm2 架構のせん断断面積 37.44 
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表 3－9 耐震評価に用いる入力値(2/2) 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

ベースプ

レート 

σb3 N/mm2 ベースプレートに生じる曲げ応力度 73.0 

Ｍ3 N・m ベースプレートに生じる最大曲げモーメント 3036 

Ｚ3 cm3 ベースプレートの断面係数 41.6 

Ｐ3 N アンカーボルト 1 本当たりの引張力 15650 

Ｌ3 m リブプレートとアンカーボルト間の長さ 0.194 

τ3 N/mm2 ベースプレートに生じるせん断応力度 2.0 

Ｓmax3 N ベースプレートに生じるせん断力 15650 

ｔ3 mm ベースプレートの厚さ 32 

Ｂ3 m 部材断面有効幅 0.244 

アンカー

ボルト 

Ｔd4 kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力 15.65 

Ｖ4 kN 架構等の固定荷重 97.28 

ｎ4 本 架構に取り付くアンカーボルトの本数 12 

Ｔ4 kN 
架構に発生する曲げモーメントによりアンカ

ーボルト１本当たりに生じる引張力 
23.75 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 94.3 

Ｑｄ4 kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 13.62 

Ｑ4 kN アンカーボルトのせん断力 92.19 

Ｑa kN 
アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断

力 
60.7 
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4. 評価結果 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の耐震評価結果を表 4－1 に示す。当該防護対

策設備の各部材の断面検定を行った結果，発生応力度又は荷重は許容限界以下であるこ

とから，当該防護対策設備が構造健全性を有することを確認した。 

 

表 4－1 耐震評価結果 

評価部材 
発生応力度 

又は荷重 
許容限界値 

発生応力度 

／ 

許容限界値 

鋼板 SS400 
曲げ 6 N/mm2 235 N/mm2 0.03 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

架構 SS400 
曲げ 44 N/mm2 235 N/mm2 0.19 

せん断 17 N/mm2 135 N/mm2 0.13 

ベースプ

レート 
SS400 

曲げ 73 N/mm2 235 N/mm2 0.32 

せん断 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02 

組合せ（曲げ，せん断） 74 N/mm2 235 N/mm2 0.32 

アンカー 

ボルト 
SD345 

せん断 14 kN 60.7 kN 0.24 

引張 16 kN 94.3 kN 0.17 

組合せ（せん断＋引張） － － － － 0.08 

 

 




